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第１章 序論 

 

 

１．１． 本研究の目的 
 

自然災害時には，被災地から膨大な量の災害廃棄物が発生する．災害廃棄物の円滑かつ迅

速な処理は，災害後の市民の生活環境を守り，公衆衛生の悪化を防止し，その後の早期復旧

や創造的復興には重要である．2011 年 3 月に発生した東日本大震災では，東日本太平洋沿

岸において，我が国が近代国家となってから経験したことがない津波災害により，膨大な災

害廃棄物が発生した．また，2011 年東日本大震災以降も，2016 年熊本地震，2018 年西日本

豪雨など，近年，毎年大規模な自然災害が発生し，災害後の災害廃棄物処理が大きな課題と

なっている．また，南海トラフ巨大地震，首都直下地震などの大規模地震災害や，気候変動

に伴う時間雨量 50 mm を超える集中豪雨が頻発するなど1)，災害廃棄物対策の重要性が増し

ている．災害廃棄物の処理主体は基礎自治体であり，事前準備に基づいた迅速かつ適切な初

動対応が重要であり2)，災害廃棄物対策の実効性が求められている3)． 

環境省では，災害廃棄物処理計画（以下，「処理計画」という．）策定ガイドラインの制定

4)や法改正5)，モデル事業の実施6)等により，基礎自治体における災害廃棄物対策の推進を支

援してきている．しかしながら，東日本大震災や熊本地震において，処理計画の策定や災害

時応援協定の締結を行っていた自治体においても，発災後に混乱が生じた事例が報告され

ている7)，8)．このため，これまでの基礎自治体における災害廃棄物対策は，災害後に有用で

あり，かつ実効性があるとはいいがたい． 

基礎自治体における災害廃棄物対策の推進においては，人材や時間等のリソースの重要

性が指摘されており9)，10)，11)，加えて，自治体職員個人の意識の重要性が推察されている12)．

また，近年，自治体における実効性ある災害廃棄物対策においては，自治体職員の当事者意

識の重要性が指摘されている 12)，13)，14)． 

災害廃棄物に関する課題は，災害後の市民が大きく関わる復旧・復興に係る課題のひとつ

であるとともに，ごみ問題と防災における社会心理学的な理論的背景も指摘することがで

きる．災害廃棄物の処理という視点からは，災害後の災害廃棄物仮置場の設置が重要である

が 3)，15 )，16 )，仮置場の設置は，ごみ処理施設と同様に，総論賛成，各論反対の態度となる

NIMBY 問題を包含している17)．事前対策における仮置場設置場所の選定と検証が重要であ

ると指摘されている18)．さらに，集積所や一次仮置場においては，一般市民やボランティア

による災害廃棄物の分別が求められることから19)，20)，21)，災害廃棄物対策を確実に実現する

ためには，災害廃棄物に関する行政による情報提供やリスクコミュニケーションが実践的

な研究課題として存在する．そして，一般市民やボランティアと災害廃棄物対策を担当する

自治体職員や専門家の災害廃棄物に対するリスク認知の違い22)，平時と災害時におけるごみ

分別関する認識の違い23)が指摘されていることから，一般市民やボランティアへの環境教育
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論についても検討することが求められる．災害廃棄物対策の推進において自治体職員の当

事者意識が重要な要因であるという学術的仮説の上では，災害廃棄物対策を担当する自治

体職員の認知や当事者意識の認知構造を明らかにすることで災害廃棄物対策のより実践的

かつ具体的な施策への示唆が得られると考えられる．このような社会心理学的研究に基づ

くアプローチが，災害廃棄物に係るリスクコミュニケーションや NIMBY 問題に対する実践

的かつ学術的展開に有効であると考える． 

災害廃棄物対策は国土強靭化の重要施策の一つとして位置付けられている24)ことからも，

災害廃棄物対策は防災分野の一つといえる．防災分野における当事者意識に着目した先行

研究では，柄谷ら25)は，効果的な津波防災教育の発展に寄与することを目的として津波防災

知識の理解度およびそれに対する被験者の当事者意識に与える心理的影響の質と程度を測

定している．一方，災害廃棄物分野では，災害廃棄物対策を題材に自治体職員が参加するワ

ークショップ型研修を実施し，研修の前後にアンケート調査を行うことで，ワークショップ

型研修による参加者の意識・態度への影響について検討されている 12)．しかしながら，これ

までのところ，社会心理学的な観点から，災害廃棄物対策と当事者意識の関係は明らかにさ

れていない． 

社会心理学的な観点から，自治体職員等の因果モデルを明らかにすることで環境施策や

防災施策に供する研究が多くなされている26), 27), 28) 29), 30), 31)．このため本研究では，社会心

理学的な観点から，自治体職員に係る当事者意識の潜在的因子と因果モデルを明らかにす

る．なお，本研究においては，災害廃棄物が防災分野におけるひとつの課題であることから，

柄谷ら 25)の「当事者意識」の定義を参考とし，「当事者意識」を「自分の街や自分自身にと

っての問題意識として捉えることができること」と定義するものとした． 

また，災害廃棄物対策における実効性の評価に着目した先行研究では，木村ら32)は，東日

本大震災後に処理計画を作成した 12 県を対象とし，処理計画策定ガイドライン等に記載さ

れている項目について各県の処理計画での記載の有無を割合で示している．多島ら33)は，基

礎自治体が自らの廃棄物処理システムの災害レジリエンスを自己評価し，対応力の向上策

検討に活かすための「廃棄物処理システムの災害レジリエンス評価ツール」を開発している．

当該ツールは，基礎自治体の災害廃棄物対策の進捗管理を目指している．Cutter ら34)は，地

域コミュニティへのレジリエンスを促進するため，復旧目標となるベースラインの指標と，

指標を測定するための方法論を示している．しかしながら，これまでのところ，行政評価の

ような経営システム工学の観点から，基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を評価

する手法の調査研究はほとんどなされていない． 

このため本研究では，経営システム工学的観点から，基礎自治体における災害廃棄物対策

の実効性評価手法を導出する． 

ここで，災害廃棄物対策や防災対策と「当事者意識」や「我が事」の関係に関する先行調

査では，多島ら 12)は，担当職員の当事者意識を醸成することが，継続的な災害廃棄物対策へ

の取組みにつながるとし，WS による効果の測定を行っている．牧ら35)は，計画プロセスに
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各部局の職員が参画する事は，計画に対する「我が事意識」の醸成につながり，計画の実施

に対する責任感も高まると考察している．林ら36)は，熊本地震の振り返りの中で，地元の行

政および地域住民等が，東日本大震災の教訓を災害を我が事としてとらえ，それに備えると

いう予防的な感覚が欠如していたことにより，被害が拡大した推察している．これらの先行

研究においては，「当事者意識」あるいは「我が事」の重要性を暗黙の仮説として扱ってお

り，定性的あるいは定量的な検討はなされていない．このため本研究では，社会心理学的ア

プローチによる災害廃棄物に係る「当事者意識」と経営システム工学的アプローチによる災

害廃棄物対策の実効性評価について，定性的かつ定量的解析に基づき，基礎自治体における

災害廃棄物対策の実効性を向上するための学術的モデルを導出し，当事者意識の重要性を

科学的に明らかにすることを目的とする． 

 

１．２． 本研究の構成 

 
前節で述べた目的を達成するため，本研究では以下のような展開を行う． 

本論文は 6 章からなる．第 2 章では，自治体職員の当事者意識に着目し、自治体職員個人

における災害廃棄物対策への当事者意識に係る潜在的因子および潜在的因子間の相関を明

らかにする．第 3 章では、第 2 章で抽出した潜在的因子とその相関関係を参考に，当事者意

識に着目して潜在的因子間の因果関係を明らかにする．具体的には，当事者意識醸成のメカ

ニズムを明らかにするため，当事者意識の要因分析により，当事者意識の醸成過程を表現す

ることができる心理的因果モデルを構築する．第 4 章では，基礎自治体の災害廃棄物対策に

対する実効性評価手法について検討する．第 5 章では，第 2 章から第 4 章で得られた成果

と確立した手法を集結し，災害廃棄物対策に係る当事者意識と災害廃棄物対策に係る実効

性について検討する．ここではまず，具体自治体を対象とし，基礎情報として自治体職員の

当事者意識に係る心理構造および自治体の実効性を評価する．次に，第 2 章から第 4 章で

明らかにした災害廃棄物対策への自治体職員の当事者意識に係る心理構造と自治体におけ

る災害廃棄物対策の実効性を評価する手法を検証する．そのうえで，本研究の最終目的であ

る，個人としての災害廃棄物対策に係る意識と，組織としての災害廃棄物対策の実効性との

関係を社会心理学と経営システム工学の観点から明らかにする．最後に，第 6 章では，総合

的な考察を行い，本研究で得られた主な成果をまとめ，結論とする． 

 

 

 

 

参考文献 

1) 総務省：災害廃棄物処理対策に関する行政評価・監視結果報告書，2018． 

2) 環境省：災害廃棄物対策の基礎～過去の教訓に学ぶ～，2016． 

 

3



 
3) 環境省：災害廃棄物対策指針（改定版），2018． 

4) 環境省：災害廃棄物対策指針，2014． 

5) 環境省：災害廃棄物対策情報サイト，[https://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/legislation/ 

index.html]（アクセス日:2019 年 5 月 13 日）． 

6) 環境省：災害廃棄物対策情報サイト，[http://kouikishori.env.go.jp/strengthening_measures/ 

municipal_measures/]（アクセス日:2019 年 5 月 13 日）． 

7) 環境省：巨大災害により発生する災害廃棄物の処理に自治体はどう備えるか～東日本大震災

の事例から学ぶもの～，2015． 

8) 熊本県：平成 28 年熊本地震 熊本市 震災記録誌 ～復旧・復興に向けて～ 発災からの 1 年

間の記録”，2018． 

9) 森朋子，田中勝，夏目吉行，大迫政浩，平山修久，高田光康，多島良，松崎裕司，大塚康

治：災害廃棄物処理に関する知見の共有と今後に向けた人材育成，都市清掃，Vol.67，

No.318，pp.187-192，2014． 

10) 環境省：災害廃棄物対策情報サイト，[http://kouikishori.env.go.jp/strengthening_measures/ 

questionnaire/] (アクセス日:2020 年 5 月 6 日)． 

11) 環境省：環境省ホームページ，[http://kouikishori.env.go.jp/action/investigative_commission/h30 

_fiscal_year/pdf/document_h3103_04.pdf] (アクセス日:2020 年 5 月 6 日)． 

12) 多島良，平山修久，森朋子，川畑隆常，高田光康，大迫政浩：ワークショップ型研修によ

る災害廃棄物対策に係る意識・態度の醸成，日本自然災害学会，Vol.34，特別号，pp.99-

110，2015． 

13) 森朋子，夏目吉行，高田光康，平山修久，多島良，川畑隆常，大迫政浩：災害廃棄物分野

における研修の特徴を踏まえたワークショップの設計に関する考察，第 26 回廃棄物資源循環

学会研究発表会 講演原稿 2015，pp.147-148，2015． 

14) 松田智，伊藤秀章，戸谷満，市野良一：東日本大震災復興現場の視察報告と考察，廃棄物

資源循環学会誌，Vol.29，No.5，pp.400-409，2018． 

15) 太田智大，平山修久，亀田一平：仮置場の確保面積と収集運搬効率からみた災害廃棄物目

標処理期間の検討，第 29 回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿 2018，pp.153-154，

2018． 

16) 石川湧裕，水谷一平，立尾浩一，橋本征二：南海トラフ巨大地震における災害廃棄物仮置

場利用可能面積の検討，第 29 回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿 2018，pp.151-

152，2018． 

17) 浅野一弘：危機時における災害廃棄物をめぐる現状と課題：茨城県常総市役所でのヒアリ

ング調査を中心に，札幌大学総合論叢，No.46，pp.1-22，2018． 

18) Grzeda, S., Mazzuchi, T, A., Sarkani, S.: Temporary disaster debris management site I dentification 

using binomial cluster analysis and GIS. Disasters, No.38, Vol.2, pp.398-419. 2014. 

19) 一般社団法人 廃棄物資源循環学会：災害廃棄物分別・処理実務マニュアル〜東日本大震災

4

https://www.env.go.jp/recycle/waste/disaster/legislation/
http://kouikishori.env.go.jp/strengthening_measures/
http://kouikishori.env.go.jp/strengthening_measures/
http://kouikishori.env.go.jp/action/investigative_commission/h30


 
を踏まえて〜，ぎょうせい，2012． 

20) 環境省：災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き，2020． 

21) 坂井優美，木村智博，福田誠，橋本治，岡田勝也，伊藤真理，川原潮子，岩波基：新潟県

中越沖地震における災害廃棄物対策の評価，社会技術研究論文集，Vol.7，pp.31-44，2010． 

22) 山根義生，奥田哲士，水原詞治，矢野順也，浅利美鈴：災害時の有害物および危険物の不

適切排出リスクに関する意識調査，第 27 回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿

2016，pp.147-148，2016． 

23) 水原詞治，奥田哲士，片岡蘭人，矢野順也，平井康宏，浅利美鈴：災害廃棄物の排出に関

わるボランティア活動の現状調査，第 29 回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿

2018，pp.167-168，2018． 

24) 内閣官房：国土強靱化基本計画，2018． 

25) 柄谷友香，越村俊一，首藤伸夫：津波常襲地域における持続可能な防災教育に向けた防災

知識の体系化に関する研究，海岸工学論文集，Vol.50，pp.1331-1335，2003． 

26) 小池俊雄，吉谷崇，白川値樹，澤田忠信，宮代信夫，井上雅也，三阪和弘，町田勝，藤田

浩一郎，河野真巳，増田満，鈴木孝衣：環境問題に対する心理プロセスと行動に関する基礎

的考察，水工学論文集，Vol.47，pp.361-366，2003． 

27) 前田洋枝，広瀬幸雄，河合智也：廃棄物発生抑制行動の心理学的規定因，環境科学会誌，

Vol.25，No.2，pp.87-94，2003． 

28) 松井康弘，大迫政浩，田中勝：ごみの分別行動とその意識構造モデルに関する研究，

Vol.2001，No.692，pp.73-81，2001． 

29) 照本清峰，佐藤照子，福囿輝旗，池田三郎：地方自治体職員の洪水対策に関する意識構

造，土木計画学研究・論文集，Vol.21，pp.335-340，2004． 

30) 佐藤太一，河野達仁，越村俊一，山浦一保，今村文彦：心理的作用を考慮した津波避難開

始における意思決定モデルの開発，土木学会論文集 D3（土木計画学），Vol.69，No.2，pp.64-

80，2013． 

31) 梯上紘史，菊池輝，藤井聡，北村隆一：防災行政と自主的防災行動に対する京都市民の重

要性認知分析，土木計画学研究・論文集，Vol.20，pp.337-344，2003． 

32) 木村恭子，中山裕文，島岡隆行：自治体における災害廃棄物処理計画の項目別策定度評価

に関する研究，第 27 回廃棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿 2016，pp.149-150，2016． 

33) 多島良，大迫政浩：廃棄物処理システムの災害レジリエンス評価ツールの開発，第 28 回廃

棄物資源循環学会研究発表会 講演原稿 2017，pp.143-144，2017． 

34) Cutter, S, L., Burton, C, G., Emrich, C, t.,: Disaster Resilience Indicators for Benchmarking Baseline 

Conditions, Journal of Homeland Security and Emergency Management, Vol.7, Iss.1, Art.51, pp.1-22, 

2010. 

35) 牧紀男，林春男，田村圭子：実効的かつ総合的な防災アクションプログラムのあり方に関

する検討－各都道府県における防災アクションプログラムと計画マネージメント－，地域安

5



 
全学会論文集，Vol.8，pp.197-206，2006． 

36) 林秀弥，金思穎，西澤雅道，筒井智士：熊本地震を踏まえた地区防災計画等による地域防

災力強化の在り方，名古屋大學法政論集，No.267，pp.247-298，2016． 

6



第２章 災害廃棄物対策における自治体職員の当事者意識に係る因子の要因分析 

 

 

２．１． 背景と目的 
 

環境省では，東日本大震災以降，国土強靭化施策の一環として，災害廃棄物処理計画策定

ガイドラインの制定等の災害廃棄物対策を推進してきている1 )．しかしながら，内閣府は，

目標年度を設定し，基礎自治体に災害廃棄物処理計画の策定を求めているが2)，平成 28 年

末時点で策定している基礎自治体が 23.3%であるなど，対策の進捗状況は芳しくない3)． 

基礎自治体における災害廃棄物対策が進まない主な要因として人材や業務の制約条件が

指摘されている4) 5) 6)．また，近年，自治体における実効性ある災害廃棄物対策においては，

自治体職員の当事者意識の重要性が指摘されている7) 8) 9)．このため，限られた人員や時間

の中でも着実に取り組みを進めている基礎自治体もあることからも，時間的および人的制

約だけでなく，自治体職員の意識も重要な要因であると推察されている 7)．人口減少社会に

あっては，基礎自治体における時間的及び人的制約が増すことが予期される．今後，限られ

たリソースでの災害廃棄物対策推進の重要性が増すと考えられることから，本研究におい

ては，社会心理学的観点から自治体職員の意識に着目した調査検討を行う． 

災害廃棄物は，災害後の市民が大きく関わる復旧・復興に係る課題のひとつであるととも

に，ごみ問題と防災における社会心理学的な理論的背景も指摘することができる．災害廃棄

物の処理という視点からは，災害後の災害廃棄物仮置場の設置が重要であるが 1) 10) 11)，仮

置場の設置は，ごみ処理施設と同様に，総論賛成，各論反対の態度となる NIMBY 問題を包

含している12)．事前対策における仮置場設置場所の選定と検証が重要であると指摘されてい

る13)．さらに，集積所や一次仮置場においては，一般市民やボランティアによる災害廃棄物

の分別が求められることから14) 15) 16)，災害廃棄物対策を確実に実現するためには，災害廃

棄物に関する行政による情報提供やリスクコミュニケーションが実践的な研究課題として

存在する．そして，一般市民やボランティアと災害廃棄物対策を担当する自治体職員や専門

家の災害廃棄物に対するリスク認知の違い17)，平時と災害時におけるごみ分別関する認識の

違い18)が指摘されていることから，一般市民やボランティアへの環境教育論についても検討

することが求められる．災害廃棄物対策の推進において自治体職員の当事者意識が重要な

要因であるという学術的仮説の上では，災害廃棄物対策を担当する自治体職員の認知や当

事者意識の認知構造を明らかにすることで災害廃棄物対策のより実践的かつ具体的な施策

への示唆が得られると考えられる．このような社会心理学的研究に基づくアプローチが，災

害廃棄物に係るリスクコミュニケーションや NIMBY 問題に対する実践的かつ学術的展開

に有効であると考える． 

大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復興が大幅に遅れる事態は，起きてはな

らない最悪の事態の一つとして，防災の重要課題の一つとされている19)ことからも，災害廃
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棄物対策は防災分野の一つであると考えられている．防災分野においては，住民や行政の防

災担当者が当事者意識を持ち，自ら能動的に減災努力を行うことや防災能力を高める努力

を惜しまぬことが重要であると述べられている20) 21)．また，災害廃棄物分野においては，

自治体職員の災害廃棄物対策に係る当事者意識の醸成を目的とした人材育成が行われてい

る 8) 22)．これらの既往研究や取組みにおいては，当事者意識がキーワードとして挙げられ

ていることから，災害廃棄物対策においては自治体職員の当事者意識が重要であると推察

される。 

防災分野における当事者意識に着目した先行研究では，柄谷ら23)は，「当事者意識」を「津

波防災を自分のまちや自分自身にとっての問題意識として捉えることができること」と定

義し，効果的な津波防災教育の発展に寄与することを目的として津波防災知識の理解度お

よびそれに対する被験者の当事者意識に与える心理的影響の質と程度を測定している．具

体的には，津波常襲地域である宮城県気仙沼市内の高等学校の生徒を対象に，津波エキスパ

ートによる防災講座を実施し，津波防災知識の理解度と当事者意識に与える心理的影響を

アンケート調査により測定・評価している．その結果，家族や学校での防災に関する話し合

いが当事者意識の向上に影響しており，学校の教員を通じた防災教育の必要性等を明らか

にしている．一方，災害廃棄物分野では，発災前に実施すべき災害廃棄物対策を題材に自治

体職員が参加するワークショップ型研修（以下，WS 型研修）を実施し，研修の前後にアン

ケート調査を行うことで，WS 型研修による参加者の意識・態度への影響について検討され

ている 7)．そこでは，WS 型研修が，業務について知っているという有識感と，業務を積極

的に実施していく態度の醸成に寄与することを示している．しかしながら，これまでのとこ

ろ，社会心理学的な観点から，災害廃棄物対策と当事者意識の関係は明らかにされていない． 

そこで，本章では，災害廃棄物対策の強化は自治体職員における当事者意識が重要である

と仮定し，自治体職員における災害廃棄物対策への当事者意識に係る潜在的因子および潜

在的因子間の相関を明らかにすることを目的とする． 

 
 

２．２． アンケート調査の概要 
 

２．２．１． 調査対象 

 
東海地方のうち，南海トラフ巨大地震による被害が大きいと想定されている静岡県，愛知

県および三重県において，地方公共団体で災害廃棄物処理計画作成に携わる職員を調査対

象とした． 

本調査の対象地域における災害廃棄物対策の取組みについて述べる．各県の基礎自治体

における災害廃棄物処理計画の策定率は，平成 28 年末時点で，静岡県では 94.3%，愛知県

では 37.0%，三重県では 89.7%であり，全国の平均策定率の 23.3%を上回っている 3)．また，
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三重県においては，県および市町職員を対象に，災害廃棄物処理にあたり様々な課題を解決

できる能力を有し，地域の指導的な立場となる災害廃棄物処理スペシャリスト人材育成講

座を，全国に先駆けて開催している24)．すなわち，本研究での対象地域は，災害廃棄物対策

に積極的に取り組んでいる地域であるといえる． 

 

２．２．２． 調査方法 

 

本調査では，2017 年 11 月 27 日に，県を通して調査票をそれぞれの基礎自治体の担当課

宛にメールで送付し，災害廃棄物処理計画策定業務に携わる全職員に回答していただくよ

う依頼した．回答期間は 2017 年 11 月 27 日から 12 月 22 日とした． 

 

２．２．３． 調査票の設計 

 

本調査における調査票の構成を表 2-1 に示す． 

設問 A は個人属性に係る質問とし，自治体名や廃棄物行政に従事した期間，個人や組織

として災害対応や被災経験があるかについて質問した．また，人材育成の観点から，廃棄物

対策に係るセミナー・講習および訓練・ワークショップの参加回数について回答を依頼した． 

設問 B は災害廃棄物対策に係る質問とした． 

B-1 から B-11 は，地方公共団体における災害廃棄物対策業務に係る設問とした．設問と

した災害廃棄物対策業務は，2014 年 4 月から 2016 年 11 月までに策定された 54 自治体の災

害廃棄物処理計画に 80%程度記載されている事項25)を参考に選定した．B-1 に記載した災害

廃棄物処理実行計画は，発生した災害廃棄物を適正かつ円滑・迅速に処理するため，災害発

災後に地方公共団体が策定する計画であり，B-10 に記載した災害廃棄物処理計画は，廃棄

物処理法および災害対策基本法に基づき，地方公共団体が災害時の災害廃棄物を適正かつ

円滑・迅速に処理するために，平時から策定する計画である26)． 

B-12 から B-15 は，自治体の地域特性，日頃の地域コミュニティや廃棄物処理への係わり

方に関する質問とした． 

ここでは，各質問に対しては，当事者意識の心理的規定因と想定する「知識」，「関心」お

よび「効力感」に「当事者意識」を加えた 4 つの評価軸で 5 段階で評定させる評定尺度法を

用いた． 

基礎自治体の職員が災害廃棄物対策を行う上では，災害廃棄物対策業務等に係る「知識」

を得ることが不可欠であると考える．また，「関心」は対象の知覚に順ぐ基底的な段階であ

るとともに，その強さの度合いは動機や行動意図，あるいは実際の行動まで幅広く影響を与

えるものであると考えられることから27)，当事者意識の醸成においても重要であると仮定し

た．「効力感」については，自然災害リスクに対して，主体的な対策行動を実施するか否か

を予測する際にも，重要な変数であるとして想定され28)，自然災害対策行動の計画段階で，  
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表 2-1 調査票の構成 

A-1 自治体名

A-2 廃棄物行政に従事した期間

A-3 被災自治体として災害廃棄物対応をした経験の有無

A-4 個人としての被災経験の有無

A-5 災害対応に派遣された経験の有無

A-6 災害廃棄物対策に係るセミナー・講習の受講回数

A-7 災害廃棄物対策に係る訓練・ワークショップの参加回数

以下のB-1からB-15の評定を依頼

B-1 発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改定)に係る業務

B-2 災害廃棄物発生量の推計に係る業務

B-3 分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務

B-4 仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務

B-5 有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策

B-6 災害廃棄物の収集、運搬に係る業務

B-7 発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務

B-8 災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務

B-9 発災後の国庫補助に係る業務

B-10 災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る業務

B-11 災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成

B-12 あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性

B-13 あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定

B-14 地域防災活動等の地域コミュニティへの参加

B-15 日頃のごみの分別

C.災害の「脅威」に係る質問

以下のC-1からC-3の評定を依頼

C-1 災害廃棄物処理対策が不十分なことによる発災後の市民の健康被害

C-2 あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定

C-3 近年の異常気象および災害の頻発

知っている 知らない

関心がある 関心がない

効力感がある 効力感がない

当事者意識がある 当事者意識がない

脅威に思う 脅威に思わない

設問B

設問C

ど

ち

ら

で

も

な

い

ほ

と

ん

ど

全

く

と

て

も

少

し

A.個人属性に係る質問

B.災害廃棄物対策に係る質問

選択肢
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立案される行動計画の数や質に大きく影響するとの報告がある29)．なお，本研究では，「効

力感」を「ある状況において必要な行動をうまく遂行できるかという可能性の認知 28)」と定

義した. 

質問方法については，B-1 から B-15 の項目に対し，4 つの評価軸により 60 の質問を行っ

た．具体的には，例えば「知識」の軸についてであれば，各設問に対し，「知識」を有して 

いると思うかを「とても知っている」から「全く知らない」までの 5 つから 1 つ選択しても

らった． 

設問 C は災害の「脅威」に係る質問とし，設問 B と同様に評定尺度法を用いた． 

 

２．２．４． アンケート調査結果 

 

対象とした 3 県 118 市町村のうち，82 自治体 132 人から回答があった． 

回答者の特徴について述べる．まず，県別の回答者数について図 2-1 にします．静岡県で

は 35 自治体のうち 22 自治体から有効回答があり，有効回答者数は 25 人であった．愛知県

では 54 自治体のうち 43 自治体から有効回答があり，有効回答者数は 69 人であった．三重
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図 2-2 廃棄物行政に従事した

期間(A-2) 
図 2-1 各県の回答割合 
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セミナー・講習の受講回数 (A-6)

訓練・ワークショップの参加回数 (A-7)

図 2-4 セミナー・講習，訓練・ワーク

ショップの参加回数 
図 2-3 個人または自治体としての

災害経験 

0%
20%
40%
60%
80%

100%

A-3 A-4 A-5
あり なし

A-3：被災自治体として災害廃棄物対応をした経験の有無
A-4：個人としての被災経験の有無

A-5：災害対応に派遣された経験の有無
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県では 29 自治体のうち 17 自治体から有効回答があり，有効回答者数は 38 人であった．全

体としては 68.6%の自治体から回答を得られた． 

次に，廃棄物行政に従事した期間の分布を図 2-2 に示す．廃棄物行政が 1 年目の回答者

は 44 名で全体の 33.3%であり，2 年目の回答者は 28 名で全体の 21.2%であったことから，

本アンケートの回答者は，廃棄物行政の経験の浅い担当者が半分以上を占めていたことが

分かった．その一方で，廃棄物行政への従事年数が合計で 10 年目から 14 年目の回答者は

11 名で全体の 8.3%であり，15 年目以上の回答者は 9 名で全体の 6.8%であったことから，

10 年目以上のベテランの回答者が 15.2%を占めていたことが分かった． 

個人または自治体としての災害経験の有無を図 2-3 に示す．被災自治体として災害廃棄

物対応を経験した回答者は 15.9%，個人として被災経験をした回答者は 6.8%，災害対応に

派遣された経験のある回答者は 13.6%であった． 

人材育成に係るセミナー・講習および訓練・ワークショップの参加回数を図 2-4 に示す．

この結果，本アンケートの回答者は廃棄物行政の経験の浅い担当者が半分以上を占めてた

にもかかわらず，セミナー・講習の受講経験のない回答者は全体の 12.1%であった．また，

訓練・ワークショップの参加経験がある回答者は全体の 65.2%であった．これらの結果から，

今回の対象自治体においては，災害廃棄物処理計画策定担当者が災害廃棄物対策の研修を

受講するなど，積極的に人材育成に取り組んでいるといえよう． 

災害廃棄物対策に係る各設問における尺度得点平均とその分散を表 2-2 に示す．ここで

は，例えば「知識」の評価軸であれば，「とても知っている」を 5 点，「全く知らない」を 1

点とし，5 段階の点数で各設問における尺度得点平均とその分散を算出した． 

 

 

２．３． 災害廃棄物対策に係る潜在的因子の抽出 
 

２．３．１． 潜在的因子の抽出手法 

 

本研究では，有効回答（N=132）を用いて，探索的因子分析を実施した．データの分析に

は統計パッケージ SPSS Version25 を用いた． 

 

２．３．２． 潜在的因子の抽出結果とその解釈 

 

ここでは，潜在的因子の抽出に最尤法を用いた．初期解における固有値の減衰状況は，第

1 因子から順に，24.275，6.737，5.017，3.564，2.594，1.914，1.701，1.336，1.176，1.148 で

あり，第 7 因子と第 8 因子の間に大きな変化を確認した．このことから，因子の解釈可能性

も考慮したうえで 7 因子解が妥当であると考えられた．そこで，再度 7 因子を仮定し，複数

の因子に負荷する項目やどの因子にも負荷しない項目をモニターしながら最尤法，Promax 
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知識 関心 効力感 当事者意識

平均値 4.04 4.42 3.52 4.42
標準偏差 0.85 0.69 1.02 0.84
度数 132 132 132 132
平均値 3.96 4.42 3.55 4.34
標準偏差 0.88 0.68 1.03 0.84
度数 132 132 132 132
平均値 3.95 4.37 3.59 4.31
標準偏差 0.94 0.75 1.04 0.91
度数 132 132 132 132
平均値 4.11 4.45 3.57 4.36
標準偏差 0.87 0.72 1.16 0.87
度数 132 132 132 132
平均値 3.77 4.29 3.30 4.22
標準偏差 0.93 0.77 1.18 0.90
度数 132 132 132 132
平均値 4.11 4.42 3.59 4.32
標準偏差 0.74 0.73 1.10 0.92
度数 132 132 132 132
平均値 3.97 4.45 3.63 4.35
標準偏差 0.86 0.72 1.04 0.92
度数 132 132 132 132
平均値 3.82 4.23 3.60 4.20
標準偏差 0.91 0.78 1.03 0.92
度数 132 132 132 132
平均値 3.35 4.24 3.39 4.13
標準偏差 1.22 0.80 1.14 0.84
度数 132 132 132 132
平均値 4.12 4.36 3.63 4.30
標準偏差 0.85 0.74 1.01 0.86
度数 132 132 132 132
平均値 4.02 4.25 3.52 4.13
標準偏差 0.81 0.78 1.04 0.89
度数 132 132 132 132
平均値 3.88 3.98 3.34 3.84
標準偏差 0.81 0.86 0.99 0.95
度数 132 132 132 132
平均値 3.90 4.15 3.42 3.95
標準偏差 0.85 0.71 0.92 0.87
度数 132 132 132 132
平均値 3.33 3.67 3.29 3.52
標準偏差 1.09 0.94 1.03 1.04
度数 132 132 132 132
平均値 4.81 4.70 4.43 4.70
標準偏差 0.41 0.63 0.82 0.64
度数 132 132 132 132

発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定

(改定)に係る業務
B-1

B-2 災害廃棄物発生量の推計に係る業務

B-3 分別、処理、最終処分、再資源化等の災
害廃棄物処理フロー作成業務

B-4 仮置場の選定、設置、管理、運営に係る
業務

災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る

業務

B-5 有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の
対策

B-6 災害廃棄物の収集、運搬に係る業務

B-7 発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿へ
の対応に係る業務

B-14 地域防災活動等の地域コミュニティへの
参加

B-15 日頃のごみの分別

項目

B-11 災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や
演習・訓練等の人材育成

B-12 あなたの職場の自治体における地勢・気
候、人口構造、産業構造等の地域特性

B-13 あなたの職場の自治体の地域防災計画に
おける被害想定

B-8 災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る
業務

B-9 発災後の国庫補助に係る業務

B-10

表 2-2 各項目別平均得点とその分散 
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【評価軸】項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 第6因子 第7因子 共通性

【効力感】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.961 -0.002 0.052 -0.044 0.005 0.000 -0.131 0.232
【効力感】仮置場の選定、設置、管理、運営 0.952 -0.003 0.041 -0.032 -0.017 -0.027 -0.119 -0.036
【効力感】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.922 0.102 0.017 -0.017 -0.097 -0.045 -0.029 0.200
【効力感】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.909 -0.184 0.168 -0.061 -0.002 0.082 -0.044 0.058
【効力感】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.906 -0.059 -0.098 0.069 -0.042 0.111 -0.016 0.273
【効力感】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.858 0.068 0.046 0.133 -0.110 -0.002 -0.078 -0.074
【効力感】発災後の国庫補助に係る業務 0.834 -0.096 0.002 -0.039 0.131 0.077 -0.057 -0.053
【効力感】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.807 0.095 0.065 0.044 0.116 0.007 -0.167 -0.024
【効力感】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練の人材育成 0.799 0.084 -0.074 -0.077 0.020 -0.101 0.203 -0.072
【効力感】災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る業務 0.766 0.104 -0.152 0.211 -0.134 0.043 0.055 -0.068
【効力感】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.701 0.021 0.136 -0.007 -0.102 -0.041 0.139 0.056
【効力感】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 0.611 -0.065 0.009 -0.058 0.172 0.042 0.280 -0.131
【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営 0.130 0.937 -0.059 -0.051 0.090 -0.135 -0.082 0.234
【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 -0.014 0.935 0.015 -0.068 -0.135 0.063 -0.027 0.016
【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 -0.011 0.931 -0.021 -0.014 -0.072 0.113 -0.009 -0.090
【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改定)に係る業務 -0.063 0.869 0.073 0.109 0.055 0.012 -0.123 -0.036
【関心】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練の人材育成 0.021 0.832 0.027 -0.059 0.021 -0.037 0.073 -0.121
【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.010 0.806 0.042 -0.043 -0.129 -0.038 0.156 0.161
【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.031 0.793 -0.040 -0.028 0.140 0.008 0.012 0.358
【関心】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.009 0.697 0.001 0.042 0.078 0.077 -0.036 0.342
【関心】発災後の国庫補助に係る業務 -0.062 0.662 0.149 0.056 0.050 0.032 0.023 -0.051
【関心】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.080 0.660 0.023 -0.011 0.156 0.055 0.044 -0.178
【関心】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.056 0.650 0.160 0.002 0.005 0.081 -0.011 0.110
【関心】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 -0.016 0.586 0.197 0.088 -0.141 0.055 0.020 0.034
【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.012 -0.060 0.962 0.025 -0.034 -0.027 0.034 -0.011
【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改定)に係る業務 0.120 0.052 0.897 -0.002 0.040 -0.033 -0.132 -0.102
【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.024 -0.063 0.891 0.039 -0.004 0.080 0.031 0.034
【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.021 0.029 0.827 0.008 -0.046 -0.036 0.079 0.226
【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.006 0.203 0.818 0.061 -0.065 -0.009 -0.098 -0.042
【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 -0.049 -0.014 0.768 0.007 0.130 0.059 0.051 -0.070
【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営 0.069 0.163 0.766 0.018 0.098 -0.105 -0.062 0.191
【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.028 -0.051 0.725 0.028 0.009 0.041 0.121 0.327
【当事者意識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 -0.027 0.029 0.671 0.045 0.053 0.039 0.056 0.352
【当事者意識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練の人材育成 0.105 0.143 0.655 -0.122 -0.046 -0.048 0.184 -0.188
【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 -0.023 0.339 0.631 0.014 -0.023 -0.120 -0.032 0.062
【知識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 -0.010 -0.119 -0.013 0.899 0.052 -0.006 -0.034 0.204
【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 -0.048 -0.013 -0.018 0.835 0.005 0.038 0.094 0.241
【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営 0.047 0.086 -0.039 0.813 -0.042 -0.050 0.111 0.036
【知識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.071 -0.189 0.188 0.773 0.061 0.061 -0.147 -0.079
【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.033 0.124 0.061 0.760 -0.036 -0.069 0.050 0.078
【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 -0.028 0.043 -0.043 0.757 -0.002 -0.013 0.125 -0.019
【知識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 -0.071 -0.062 0.161 0.756 -0.051 0.000 0.043 0.126
【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.125 0.174 -0.087 0.728 -0.125 -0.046 0.083 -0.160
【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改定)に係る業務 -0.028 0.129 0.012 0.693 0.162 0.022 -0.128 -0.141
【知識】発災後の国庫補助に係る業務 0.071 -0.125 -0.100 0.669 0.207 0.086 0.045 -0.168
【関心】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.127 0.231 0.069 0.008 0.838 0.012 -0.041 0.129
【当事者意識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.142 -0.045 0.228 -0.050 0.759 0.027 0.110 0.029
【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.038 -0.089 -0.082 0.215 0.731 -0.058 -0.126 0.003
【効力感】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.422 -0.022 -0.134 -0.096 0.614 -0.039 0.096 -0.075
【当事者意識】日頃のごみの分別 -0.001 -0.226 0.383 -0.078 -0.054 0.746 0.072 0.017
【知識】日頃のごみの分別 0.079 0.150 -0.150 0.141 -0.119 0.719 -0.124 -0.056
【関心】日頃のごみの分別 -0.129 0.264 -0.130 -0.019 0.076 0.691 0.077 0.123
【効力感】日頃のごみの分別 0.255 0.123 -0.066 -0.103 0.073 0.606 0.059 0.082
【当事者意識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特
性

-0.056 -0.070 0.259 -0.026 -0.068 0.002 0.864 -0.019
【関心】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.101 0.255 0.017 0.054 -0.074 0.092 0.733 -0.001
【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.019 -0.114 -0.006 0.248 0.127 -0.024 0.580 0.052
【効力感】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.471 -0.025 -0.041 -0.011 0.151 -0.125 0.512 -0.014

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.386 0.358 0.403 0.314 0.288 0.417
第2因子 － 0.608 0.493 0.314 0.384 0.421
第3因子 － 0.329 0.339 0.342 0.532
第4因子 － 0.289 0.050 0.309
第5因子 － 0.225 0.518
第6因子 － 0.263
第7因子 －

表 2-3 Promax 回転後の災害廃棄物対策に係る因子構造行列 
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回転による因子分析を繰り返し行った．その結果，因子負荷量 0.5 以上を基準とし，充分な

因子負荷量を示さなかった 3 項目を除外し，7 因子を抽出した． 

Promax 回転による因子分析により得られた因子パターンと因子間相関を表 2-3 に示す．

なお，「災害廃棄物の収集，運搬に係る業務」という観測変数の因子負荷量は，1 つの因子

についてのみ，その絶対値が大きくなっていることから，因子構造が単純構造となっている

ことがわかる．なお，7 つの潜在的因子の下位尺度点数の Cronbach の α 係数を算出した．

Cronbach の α 係数は，α>0.700 になると，高い信頼性があると判断される30）．その結果，す

べての潜在的因子の α 係数は 0.8 以上であったため，尺度の内的整合性が高いといえた． 

第 1 因子については，効力感の評価軸で分けられ，因子負荷量が 0.8 以下の項目は「災害 

廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練の人材育成」，「災害廃棄物処理計画の策定（改

定）に係る業務」，「災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務」および「あなたの職場の

自治体の地域防災計画における被害想定」といった人材育成や計画等の災害廃棄物への事

前対策に係る項目が示された一方，因子負荷量が 0.8 以上の項目は，災害廃棄物への対応業

務であった．このため，第 1 因子は「災害対応業務に係る効力感因子」（以下，「効力感因子」

という．）と命名した． 

第 2 因子については，「仮置場の選定，設置，管理，運営に係る業務」，「災害廃棄物処理

計画の策定（改定）に係る業務」，「災害廃棄物発生量の推計に係る業務」，「発災後の災害廃

棄物処理実行計画の策定（改定）に係る業務」および「災害廃棄物対策に係るセミナー・研

修や演習・訓練の人材育成」の因子負荷量が概ね 0.8 以上であった．これらは災害廃棄物の

計画に係る項目である．したがって，第 2 因子は「処理計画の策定（改定）に係る関心因子」

（以下，「関心因子」という．）と命名した． 

第 3 因子については，当事者意識の評価軸による項目が高い負荷量を示している．因子負

荷量が 0.8 以上の項目は，「災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務」，「発災後の災害

廃棄物処理実行計画の策定（改定）に係る業務」，「有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の

対策業務」であった．これらの項目は市民の安全や安心を確保するためのものである．この

ため，第 3 因子は「市民の安全・安心に係る当事者意識因子」（以下，「当事者意識因子」と

いう．）と命名した． 

第 4 因子については，「発災後の生活ごみ，避難所ごみ，し尿への対応に係る業務」およ

び「有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策」といった生活環境保全上支障が生じる廃

棄物対策に係る項目，また，「災害廃棄物の収集，運搬に係る業務」および「仮置場の選定，

設置，管理，運営に係る業務」といった被災者の生活圏から廃棄物を除去するための項目の

因子負荷量が概ね 0.8 以上であった．このため，第 4 因子は「災害時の生活環境保全に係る

知識因子」（以下，「知識因子」という．）と命名した． 

第 5 から第 7 因子は，項目ごとに因子が分かれたため，それぞれの項目の負荷量より，第

5 因子は「地域コミュニティへの参加因子」（以下，「地域コミュニティ因子」という．），第

6 因子は「日頃のごみ分別因子」（以下，「ごみ分別因子」という．），第 7 因子は「職場の地
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域特性因子」（以下，「地域特性因子」という．）とそれぞれ命名した． 

このとき，第 7 因子までの累積寄与率は 76.0%であった． 

 

２．３．３． 「当事者意識因子」との相関に関する考察 

 

表 2-3 で得られた 7 つの潜在的因子ついての相関を検討した．ここで，算出した各潜在

的因子の因子得点間の関係を図 2-5から図 2-11に示す． 

7 つの潜在的因子に対する pearson の相関係数による相関パス図を図 2-12に示す． 

「当事者意識因子」と 0.5 以上の相関がある因子は「関心因子」および「地域特性因子」

であった．すなわち，「関心因子」および「地域特性因子」の因子得点が大きい場合には，

「当事者意識因子」の因子得点が大きい傾向にあるといえる。 

「当事者意識因子」と「関心因子」については，「災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に

係る業務」および「分別，処理，最終処分，再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務」

の項目における質問の因子負荷量が 0.8 以上であった．このことから，災害後の災害廃棄物

処理業務に関心がある担当者は，「当事者意識因子」の因子得点が大きい強い傾向にあると

推察できる． 

「当事者意識因子」と「地域特性因子」の相関係数 0.564 であった．したがって，職場の 
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図 2-6 災害廃棄物対策に係る関心からみた因子得点の関係 

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

効力感

当事者意識

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

関心

当事者意識

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

知識

当事者意識

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

地域

コミュ

ニティ

当事者意識

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

当事者意識

ごみ分別

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

当事者意識

地域特性

図 2-7 災害廃棄物対策に係る当事者意識からみた因子得点の関係 
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図 2-8 災害廃棄物対策に係る知識からみた因子得点の関係 
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図 2-9 地域コミュニティからみた因子得点の関係 
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図 2-10 日頃のごみ分別からみた因子得点の関係 
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図 2-11 地域特性からみた因子得点の関係 
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自治体における地勢・気候，人口構造，産業構造等の地域特性への知識，関心，効力感およ

び当事者意識が高い自治体職員は，災害廃棄物対策における「当事者意識因子」の因子得点

が高くなっていると推察できる． 

「地域特性因子」の因子得点が高い場合，「当事者意識因子」および「地域コミュニティ

因子」の因子得点が高い．また，「関心因子」の因子得点が高い場合には，「当事者意識因子」

および「知識因子」の因子得点が高い傾向にある．これらのことから，災害廃棄物対策に係

る自治体職員の「当事者意識因子」と相関関係がある因子は，「関心因子」および職場の「地

域特性因子」であることが示唆される．すなわち，地方公共団体において，より効果的な災

害廃棄物対策を実施するためには，「当事者意識因子」，「関心因子」と災害廃棄物処理に係

る「知識因子」，「地域特性因子」と「地域コミュニティ因子」の因果関係を明らかにし，自

治体職員の災害廃棄物対策に係る当事者意識を醸成する施策を実施することが必要である

といえよう． 

 

 

 

 

 

 
図 2-12 災害廃棄物対策に係る潜在的因子に対する pearson の相関係数による相関パス図 
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２．４． アンケート回答者の個人属性による影響 
 

２．４．１． 廃棄物行政への従事期間および個人あるいは組織としての災害経験の差

による因子相関の差異に関する考察 

 

廃棄物行政への従事期間の差，すなわち 3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者による因

子得点の差を検討した．廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の分布の比較を図 2-

13 に示し，t 検定の結果を表 2-4 に示す．なお，本研究においては，2 つの母分散が等しい

ことを帰無仮説とした Levene 検定を行った結果，有意である場合（F>.05）はスチューデン

トのｔ検定を実施し，有意でない場合（F<=.05）はウェルチの t 検定を実施した．この結果，

すべての潜在的因子において統計的に有意な差はみられなかった．一般的には，経験年数が

増えるほど知識も増えると考えられる．しかしながら，環境省の災害廃棄物処理計画策定ガ

イドライン31)がはじめて制定されたのが 2014 年であり，災害廃棄物対策に係る業務は近年

に発生した業務である．このため，本調査を実施した 2017 年時点では，災害廃棄物処理計

画の策定に携わる職員において，3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者の知識因子に有意な

差が生じなかったものと考えられる． 

被災自治体としての災害廃棄物対応経験，個人としての被災経験および災害対応への派

遣経験の有無による因子得点の差を検討した．．因子得点の分布の比較を図 2-14 から図 2-

16 に，t 検定の結果を表 2-4 および表 2-5 にそれぞれ示す．この結果より，「効力感因子」

（t=1.89，df=130.00，p<.01）については，個人としての被災経験のある自治体職員の方が有

意に高い因子得点を示した．この結果については被災経験のある自治体職員の数が極めて

少なかったことから，今後，検証する必要があろう． 

 

２．４．２． セミナー・講習会および訓練・ワークショップの参加経験の有無による

因子相関の差異に関する考察 

 

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習および訓練・ワークショップの参加の有無による因

子得点の差を検討した．因子得点の分布の比較を図 2-17，図 2-18 に，t 検定の結果を表

2-6 にそれぞれ示す．この結果より，「関心因子」（t=2.64，df=130.00，p<.005），「当事者意

識因子」（t=1.88，df=130.00，p<.01）および「知識因子」（t=1.95，df=130.00，p<.01）につ

いては，セミナー・講習の受講経験がある自治体職員の方が有意に高い因子得点を示し

た．「効力感因子」（t=1.81，df=130.00，p<.01）および「知識因子」（t=2.83，df=130.00，

p<.005）については，訓練・ワークショップの参加経験のある自治体職員の方が有意に高

い因子得点を示した．これらのことから，自治体職員が災害廃棄物対策に係るセミナー・

講習会を受講することで，災害時の生活環境保全に係る知識を習得し，災害廃棄物処理に

関する関心，当事者意識が大きくなりうるといえよう．また，災害廃棄物対策に係る訓 
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 図 2-13 廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の分布の比較 

あり（N＝60），なし（N＝72） 
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図 2-14 被災自治体としての災害対応経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝21），なし（N＝111） 
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図 2-15 個人としての被災経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝9），なし（N＝123） 
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図 2-16 災害派遣経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝18），なし（N＝114） 
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図 2-17 セミナー・講習の参加経験による因子得点の分布の比較 

あり（N＝116），なし（N＝16） 
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図 2-18 訓練・WS の参加経験による因子得点の分布の比較 

あり（N＝86），なし（N＝46） 
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表 2-4 廃棄物行政への従事期間および被災自治体としての災害対応経験の差による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD

効力感因子 0.14 0.92 -0.12 1.03 1.51 0.28 0.77 -0.05 1.02 1.42

関心因子 0.05 1.04 -0.04 0.95 0.50 0.12 1.05 -0.02 0.98 0.61

当事者意識因子 0.00 1.07 0.00 0.92 0.04 0.11 0.96 -0.02 1.00 0.56

知識因子 0.13 0.90 -0.11 1.04 1.38 0.31 0.92 -0.06 0.98 1.60

地域コミュニティ因子 0.00 1.04 0.00 0.89 0.02 -0.22 0.91 0.04 0.97 -1.15

ごみ分別因子 -0.04 1.01 0.03 0.87 -0.43 0.14 0.86 -0.03 0.95 0.73

地域特性因子 -0.01 1.02 0.01 0.91 -0.11 -0.17 1.06 0.03 0.94 -0.91

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子 (N =60) (N =72)

廃棄物行政への従事期間

3年以上 3年未満

t値

災害対応経験

あり なし

t値(N =21) (N =111)

表 2-5 個人の被災経験および災害派遣経験の有無の差による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD

効力感因子 0.60 0.72 -0.04 0.99 1.89 * 0.28 0.86 -0.04 1.00 1.29

関心因子 0.25 0.87 -0.02 1.00 0.80 -0.06 1.09 0.01 0.98 -0.26

当事者意識因子 0.03 1.01 0.00 0.99 0.11 0.04 0.85 -0.01 1.01 0.18

知識因子 0.31 1.16 -0.02 0.97 0.97 0.13 0.89 -0.02 0.99 0.63

地域コミュニティ因子 -0.35 1.04 0.03 0.95 -1.13 0.00 0.80 0.00 0.98 -0.02

ごみ分別因子 0.30 0.45 -0.02 0.96 1.00 -0.03 0.87 0.00 0.95 -0.14

地域特性因子 -0.27 1.13 0.02 0.95 -0.87 0.07 0.92 -0.01 0.97 0.31

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

あり なし

t値(N =9) (N =123) (N =18) (N =114)

個人の被災経験

あり なし

災害派遣経験

t値

表 2-6 セミナー・講習および訓練・WS の参加の有無の差による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD

効力感因子 0.00 0.98 0.03 1.06 -0.13 0.11 0.91 -0.21 1.11 1.81 *

関心因子 0.11 0.88 -0.80 1.34 2.64 ** 0.05 0.94 -0.09 1.07 0.79

当事者意識因子 0.06 0.96 -0.43 1.12 1.88 * 0.01 0.95 -0.02 1.07 0.19

知識因子 0.08 0.89 -0.61 1.37 1.95 * 0.19 0.82 -0.35 1.15 2.83 **

地域コミュニティ因子 0.00 0.96 0.02 0.98 -0.08 -0.02 1.01 0.05 0.86 -0.40

ごみ分別因子 0.02 0.90 -0.13 1.17 0.59 0.06 0.88 -0.11 1.04 1.01

地域特性因子 0.02 0.94 -0.14 1.11 0.63 -0.05 0.97 0.09 0.94 -0.78

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

セミナー・講習の受講経験

(N =116) (N =16)
あり なし

t値
なし

t値(N =46)(N =86)
あり

訓練・ワークショップの参加経験
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図 2-20 災害廃棄物対策に係る訓練・ワークショップ未経験者の潜在的因子に対する相関 
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図 2-19 災害廃棄物対策に係る訓練・ワークショップ参加経験者の潜在的因子に対する相
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練・ワークショップを受講することで，災害時の生活環境保全に係る知識を習得し，災害

対応業務に対する効力感が大きくなりうるといえよう． 

災害廃棄物対策に係る訓練・ワークショップの参加経験の有無別に 7 つの潜在的因子に

対する相関について検討した．図 2-19および図 2-20 にその結果を示す．本アンケート回

答者の約 9 割がセミナー・講習の受講経験があり，訓練・ワークショップの経験者 86 名

のうち，84 名がセミナー・講習も経験している．このことを踏まえると，ここでは，訓

練・ワークショップとセミナー・講習両方の受講経験があるグループと，セミナー・講習

の受講経験はあるが訓練・ワークショップについては受講経験がないグループとの比較検

討であるといえる．これより，災害廃棄物対策に係る訓練・ワークショップの参加経験が

あるグループでは，経験がないグループに比べて，「効力感因子」と「知識因子」との相

関を除き，災害廃棄物対策業務に係る因子，すなわち，「効力感因子」，「関心因子」，「当

事者意識因子」および「知識因子」間の相関係数が大きくなっている．訓練・ワークショ

ップの参加により，知識因子の因子得点が大きい場合には，関心因子，当事者意識因子の

因子得点についても大きいといえる．一方，訓練・ワークショップへの経験がない場合に

は，知識因子の因子得点が高い場合には効力感因子が高いといえる．すなわち，回答者の

訓練・ワークショップ，セミナー・講習の受講経験を鑑みると，座学であるセミナー・講

習と参画型である訓練・ワークショップで得られる知識が，災害廃棄物対策に係る潜在的

因子に与える影響が異なるといえる．一方，本稿においては，座学を経験せず，訓練・ワ

ークショップのみで得られる知識の影響については分析することが困難である．以上のこ

とから，当事者意識という観点からは，座学によるセミナー・講習会と参加型での訓練・

ワークショップを両方受講することにより，災害廃棄物処理計画の策定や改定に対する関

心，災害時の市民の安全・安心に係る当事者意識を効果的に醸成しうるといえよう．ま

た，図 2-20 から，「知識因子」と「当事者意識」間に有意なパスがなく，「関心因子」と

の相関係数も大きくないことから，セミナー・講習により災害時の生活環境保全に係る知

識を得たとしても，災害廃棄物処理計画の策定や改定に係る関心や当事者意識の醸成に必

ずしもつながるとはいえない． 

防災教育分野において，講演による知識の習得により津波災害に対応できるという生徒

の「自信」を下方修正させたことが報告されている 23)．すなわち，座学による研修では，知

識や気付きを得ることで災害対応業務に対する効力感が大きくなるが，参画型での研修で

は，知識や気付きを得ることで，災害時にも有用な処理計画の必要性を認識し，災害廃棄物

処理計画の策定や改定に対する関心や当事者意識が関連付けられたものと推察できよう． 

以上のことから，本章では災害廃棄物対策に係る当事者意識，関心，知識に関する潜在的

因子に対する研修の効果について示しえた．今後は，共分散構造分析等を用いて当事者意識

の醸成を表現することができる社会心理モデルを構築するとともに，災害廃棄物に関する

研修の目的や目指すべき人材と当事者意識との関連性や，当事者意識と災害廃棄物処理計

画や対策の実効性や有用性との関連について明らかにすることが必要であると考える． 
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２．５． 結論 
 

本章では，災害廃棄物対策に係る当事者意識に着目し，アンケート調査を行い，その結果

を分析することで，自治体職員の災害廃棄物対策への当事者意識に係る潜在的因子および

潜在的因子間の相関について検討した．その結果，得られた知見を以下に示す． 

1) 探索的因子分析により，災害廃棄物処理計画策定に携わる自治体職員における災害廃棄

物対策に係る 7 つの潜在的因子を抽出した． 

2) 災害廃棄物対策に関するセミナー・講習を受講することで，災害時の生活環境保全に係

る知識を得ることができ，災害対応業務に係る効力感が大きくなるが，災害廃棄物処理

計画の策定や改定に係る関心や当事者意識の醸成に必ずしもつながるとはいえない．一

方，参画型のワークショップや図上演習と座学によるセミナーや講習会の両方を受講す

ることで，災害廃棄物処理計画の策定や改定に対する関心，災害時の市民の安全・安心

に係る当事者意識を効果的に醸成しうるといえよう． 

3) 参画型での研修では，知識や気付きを得ることで，災害時にも有用な処理計画の必要性

を認識し，災害廃棄物処理計画の策定や改定に対する関心や当事者意識が醸成されるも

のと推察された． 
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第３章 共分散構造モデルによる災害廃棄物対策に対する自治体職員の当事者意識の

要因分析 

 

 

３．１． 背景と目的 
 

第 2 章では，災害廃棄物処理計画策定に携わる自治体職員個人を対象に災害廃棄物対策

に係るアンケート調査を行い，自治体職員の災害廃棄物対策への当事者意識に係る潜在的

因子および潜在的因子間の相関を明らかにした．その結果，自治体職員における災害廃棄物

対策に係る 7 つの潜在的因子を抽出し，参画型のワークショップや図上演習と，座学による

セミナーや講習会の両方を受講することで，災害廃棄物処理計画の策定や改定に対する関

心，災害時の市民の安全・安心に係る当事者意識を効果的に醸成しうることを明らかにして

いる1)．他の災害廃棄物対策に係る当事者意識に係る先行研究においては，多島ら2)は，自治

体職員を対象に災害廃棄物対策業務に係るワークショップ型研修を実施し，ワークショッ

プによる参加者の意識・態度への影響を検討し，ワークショップは，業務を実施することが

できるという有能感と同業務は自分の仕事であるという当事者意識の醸成には必ずしも寄

与しないことを明らかにしている．しかしながら，災害廃棄物対策の実効性を確保するため

の当事者意識ついて，当事者意識を規程する要因に関する社会心理学的な分析はなされて

おらず，当事者意識の醸成のメカニズムについてはこれまでのところ明らかにされていな

い． 

環境分野においては，意識構造を明らかにすることで環境施策や取組みに供する調査研

究が多くなされてきている3), 4), 5)．例えば，小池ら 5)は，環境に係る勉強会に参加していた

中学校生を対象にアンケート調査を行い，河川との関わりを人と環境との関係の一般的な

視点から捉え，環境問題に対する行動に至る心理的因果モデルを提案している．この心理的

因果モデルの各心理プロセス段階に与える影響を持つ評価項目を考察することにより，河

川管理計画を策定していくうえで，行政における河川の管理担当者と住民といったステー

クホルダー間の河川環境に対する相互理解の一助としている． 

また，防災分野においても，意識構造から防災施策や取組みに関する調査研究が多くなさ

れている6), 7), 8)．例えば，照本ら 8)は，地方自治体の行政職員を対象として実施した意識調

査をもとに，洪水対策や河川整備に関連する自治体職員の意識構造について分析している．

導出した心理的因果モデルから，現在の政策の方向性と自治体職員の意識との整合性とズ

レを見いだし，治水政策の方向性を考察している． 

災害廃棄物分野においても意識構造を明らかにすることで基礎自治体の災害廃棄物施策

や取組みに供すると考えられる．以上から本章では，第 2 章で明らかにした災害廃棄物対策

における自治体職員の当事者意識に係る潜在的因子間の相関関係を踏まえ，要因分析によ

り潜在的因子間の因果関係を明らかにし，当事者意識の醸成過程を表現することができる
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心理的因果モデルを構築することを目的とする． 

 

 

３．２． 自治体職員の当事者意識に係る因果モデル 

 

本章では，第２章で実施したアンケート調査 4)における有効回答（N=132）を用いて検討

を行った． 

 

３．２．１． 自治体職員の当事者意識に係る因果モデル仮説 

 

実効性のある災害廃棄物対策の推進という観点において重要となりうる当事者意識は，

具体的には，災害廃棄物対策業務に対する当事者意識であると考える．このため，ここでは，

災害廃棄物対策における自治体職員の当事者意識に係る潜在的因子に基づき，自治体職員

の災害廃棄物対策業務に係る当事者意識の醸成過程を仮定した仮説因果モデルについて考

察する． 

第２章では，探索的因子分析により，災害廃棄物処理計画策定に携わる自治体職員におけ

る災害廃棄物対策に係る 7 つの潜在的因子「災害対応業務に係る効力感因子」，「処理計画の

策定（改定）に係る関心因子」，「市民の安全・安心に係る当事者意識因子」，「災害時の生活

環境保全に係る知識因子」，「地域コミュニティへの参加因子」，「日頃のごみ分別因子」，「職

場の地域特性因子」抽出した．これらの潜在的因子の相関関係を図 3-1 に示す． 

7 つの潜在的因子のうち自治体の施策や取組みによって直接醸成可能な潜在的因子は，知

識に係る観測変数を持つ潜在的因子である．このため，本研究における因果モデルは，災害

廃棄物対策の推進の観点から，研修や人材育成との係わりが大きな災害廃棄物対策業務の

知識に係る潜在的因子から他の潜在的因子を経て，災害廃棄物対策業務の当事者意識に係

る潜在的因子が醸成される因果モデルと仮定した． 

図 3-1に示した 7 つの潜在的因子の相関関係から，「市民の安全・安心に係る当事者意識

図 3-2 当事者意識に係る仮説因果モデル 

業務に係る
効力感因子

業務に係る
知識因子

業務に係る
当事者意識因子

ごみ分別因子

業務に係る
関心因子

地域社会に係る
知識因子

図 3-1 災害廃棄物対策に係る潜在的因子の相関 1) 
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因子」と最も相関が大きかった潜在的因子は「処理計画の策定（改定）に係る関心因子」で

あり，「処理計画の策定（改定）に係る関心因子」と最も相関が大きかった潜在的因子は「災

害時の生活環境保全に係る知識因子」であることから，当事者意識は知識により醸成された

関心により醸成されると推察される． 

脅威に係る設問は 7 つの既往の潜在的因子モデルにおける観測変数に含まれなかったこ

とから，当事者意識に係る潜在的因子の因果モデルを構成する潜在的因子として，「災害廃

棄物対策業務に係る関心因子」（以下，「関心因子」という）は「災害廃棄物対策業務に係る

知識因子」（以下，「知識因子」という），「地域社会に係る知識因子」（以下，「地域知識因子」

という），および「日常における廃棄物との係わりに関する因子」（以下，「ごみ分別因子」

という）を仮定した． 

また，「災害対応業務に係る効力感因子」については，「災害時の生活環境保全に係る知識

因子」との相関が大きかった一方で「市民の安全・安心に係る当事者意識因子」との相関は

大きくなかった．したがって，「災害廃棄物対策業務に係る当事者意識因子」（以下，「当事

者意識因子」という）は，「知識因子」から「関心因子」，「災害廃棄物対策業務に係る効力

感因子」（以下，「効力感因子」という）に影響し，「知識因子」，「地域知識因子」と「ごみ

分別因子」とが「関心因子」に作用することによって，当事者意識につながるものと仮定し

た。図 3-2 に本稿で仮定した災害廃棄物対策に係る自治体職員の当事者意識における仮説

因果モデルを示す． 

 

３．２．２． 共分散構造分析による自治体職員の当事者意識の因果モデルの分析結果 

 

前述の仮説因果モデルに基づき，共分散構造分析により要因間の因果連鎖構造を探索的に

分析する．分析には，IBM AMOS Version25 を用いた．その結果，適合度が高く，モデル説

明力が大きい因果モデルである，災害廃棄物処理計画業務に係る因果モデル，仮置場業務に

係る因果モデル，災害廃棄物処理フロー作成業務に係る因果モデルの 3 つが最終的に導出

された．図 3-3に処理計画因果モデル，図 3-4 に仮置場業務因果モデル，ならびに図 3-5に

災害廃棄物処理フロー因果モデルを示す．ここで，各因果モデルの潜在的構成概念における

観測変数の因子負荷量および共通性ならびに潜在的構成概念における寄与率を表 3-1 に示

す．共通性は観測変数の分散を因子で説明できる割合である9)．このため，各因果モデルの

寄与率および共通性の値より，それぞれの構成概念において抽出された因子は，それぞれの

観測変数により測定されており，これらの観測変数で観測される構成概念であるといえる． 

これらの因果モデルは，仮説に沿った因果モデルである．しかしながら，「地域知識因子」

は，「関心因子」を直接規定すると仮定したが，「関心因子」を直接規定するのではなく，「知

識因子」に作用し，間接的に「関心因子」を規定するという結果となった．このことは，被

害想定および地域特性に係る知識は，災害廃棄物の発生量や性状の検討，仮置場の選定等，

災害廃棄物対策の業務を実施する上で必要不可欠であることから，災害廃棄物担当職員に 
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表 3-1 構成概念別因子分析モデルとその寄与率 
モデル 潜在的構成概念 観測変数 因子負荷量 共通性 寄与率

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気
候、人口構造、産業構造等の地域特性

0.512 0.519

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画にお
ける被害想定

0.684 0.622

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改
定)に係る業務

0.770 0.708

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業

務
0.823 0.770

【効力感】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定

(改定)に係る業務
0.890 0.785

【効力感】災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る

業務
0.832 0.685

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改
定)に係る業務

0.842 0.870

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業

務
0.929 0.929

【知識】日頃のごみの分別 0.611 0.894

【効力感】日頃のごみの分別 0.840 0.803
【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の
策定  (改定)に係る業務

0.860 0.824

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に
係る業務

0.772 0.709

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気
候、人口構造、産業構造等の地域特性

0.563 0.555

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画にお
ける被害想定

0.621 0.564

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業
務

0.822 0.756

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.859 0.800
【効力感】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る
業務

0.812 0.558

【効力感】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.960 0.921
【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業
務

0.902 0.908

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.871 0.895

【知識】日頃のごみの分別 0.594 0.891

【効力感】日頃のごみの分別 0.868 0.834
【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に
係る業務

0.933 0.906

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.871 0.836
【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気
候、人口構造、産業構造等の地域特性

0.598 0.582

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画にお
ける被害想定

0.585 0.533

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害
廃棄物処理フロー作成業務

0.886 0.813

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.822 0.822
【効力感】分別、処理、最終処分、再資源化等の災
害廃棄物処理フロー作成業務

0.957 0.914

【効力感】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.880 0.738
【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害
廃棄物処理フロー作成業務

0.844 0.850

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.913 0.917

【知識】日頃のごみの分別 0.572 0.887

【効力感】日頃のごみの分別 0.884 0.854
【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等
の災害廃棄物処理フロー作成業務

0.919 0.877

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.887 0.828

87.05

処理フロー業務に
係る当事者意識

85.25

災害廃棄物
処理フロー

モデル

地域社会に係る
知識

55.75

処理フロー業務に
係る知識

81.75

処理フロー業務に
係る効力感

82.60

処理フロー業務に
係る関心

88.35

ごみ分別

90.15

ごみ分別 86.25

仮置場業務に係る
当事者意識

87.10

計画業務に係る
当事者意識

76.65

仮置場業務
モデル

地域社会に係る知
識

55.95

仮置場業務に係る
知識

77.80

仮置場業務に係る
効力感

73.95

処理計画
モデル

地域社会に係る
知識

57.05

計画業務に係る
知識

73.90

計画業務に係る
効力感

仮置場業務に係る
関心

73.50

計画業務に係る
関心

89.95

ごみ分別 84.85
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おいては，災害廃棄物対策業務に携わる中で，当該地域における被害想定および地域特性に

係る知識を持つようになると推察することができる．これにより，「地域知識因子」と「知

識因子」間の因果関係が示されたと推察される． 

また，仮置場業務因果モデルおよび災害廃棄物処理フロー因果モデルについては，「ごみ

分別因子」と「効力感因子」の間に因果関係がみられた．仮置場においては，種類別に災害

廃棄物の管理が求められる．災害廃棄物発生量の推計においては，被害想定に応じて品目ご

とに算出することが必要となる．事前に策定する災害廃棄物処理計画および災害後に策定

する処理実行計画における災害廃棄物処理フローの検討においては，品目ごとに処理・処分

先を整理したフローを検討することが求められる．また，災害廃棄物の収集運搬に係る検討

においては，被災現場から仮置場を経て，災害廃棄物を分別撤去・収集することとなる．以

上のことから，これら 2 因果モデルの観測変数に含まれる業務がごみ分別と密接に関連し

ているといえ，日頃のごみ分別に関する知識が，災害廃棄物処理業務に係る効力感の醸成に

図 3-3 処理計画因果モデル 
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図 3-5 災害廃棄物処理フロー因果モデル 
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図 3-4 仮置場業務因果モデル 
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寄与すると推察される．こ

のため，「ごみ分別因子」と

「効力感因子」間に因果関

係が現れたと考える． 

得られた因果モデルに含

まれる各パスの推定値は，

すべて 2%水準で有意であ

った．構成したモデルの適

合度指標は，GFI，AGFI お

よび RMSEA を参照した．各適合度指標をまとめ，表 3-2に示す．求められる適合度指標の

値は経験則から，GFI については 0.9 以上が良い適合を示す水準とされており，RMSEA に

ついては 0.05 以下であれば当てはまりが良く，0.1 以上であれば当てはまりが悪いと判断す

る習慣がある10)．本研究における共分散構造分析は，あくまでも仮説の検証であることから，

すべての因果モデルで p < 0.001 が得られたことを踏まえ，得られた 3 つのモデルは採択可

能であると判断した． 

 

３．２．３． 自治体職員における当事者意識の醸成過程に関する考察 

 

３．２．３．１． 災害廃棄物対策業務に係る社会心理モデルの構造 
 

処理計画因果モデルは，観測変数に災害廃棄物処理実行計画と災害廃棄物処理計画とが含

まれる．これは，計画策定業務という類似点に加えて，発災後に策定する災害廃棄物処理実

行計画は，事前に策定する災害廃棄物処理計画を踏まえた策定が求められることによるも

のと考えらえる． 

仮置場業務因果モデルでは，観測変数に災害廃棄物発生量推計業務と仮置場に係る業務が

含まれる．これは，仮置場の必要面積を算出するためには災害廃棄物発生量の推計が必須で

あるためといえる． 

災害廃棄物処理フロー因果モデルは，観測変数に災害廃棄物処理フロー作成業務と収集運

搬業務がある．これらの業務は発生した災害廃棄物を被災地から除去するために発災時に

必要となる業務であり，事前に検討することが求められる「災害廃棄物に係る処理フローの

検討業務」と発災後に平常時の収集運搬とは異なる「災害廃棄物の収集運搬に係る業務」と

に関連があることによるものと推察できる． 

 

３．２．３．２． 知識因子の醸成に係るスキーマ 

 

図 3-4から図 3-6 に示したすべての因果モデルにおいて，「知識因子」と「地域知識因子」

表 3-2 災害廃棄物対策に係る因果モデル分析の適合度 

 

χ2 GFI AGFI RMSEA

処理計画因果モデル
（df =49） 108.389 0.887 0.820 0.096

仮置場業務因果モデル
（df =48） 92.537 0.894 0.827 0.084

災害廃棄物処理フロー因果モデル

（df =48）
89.080 0.888 0.818 0.081
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に有意なパスがみられた．このことから，災害廃棄物に係る業務について学ぶことはもちろ

ん重要であるが，それぞれの自治体における地域特性や被害想定について学ぶことで，より

効果的に災害廃棄物対策業務への知識の獲得がなされるといえよう．また，災害廃棄物発生

量は地域特性や被害想定の影響を受ける11), 12)とともに，地域特性により広域連携の効果が

異なる13)ことが報告されている．すなわち，地域特性や被害想定についての知識を習得する

ことは，より実効性のある災害廃棄物対策業務への知識の獲得につながり，実効性のある計

画策定や災害廃棄物処理フローの検討に資するといえよう． 

 

３．２．３．３． 関心因子の醸成に係るスキーマ 

 

すべての因果モデルにおいて，「関心因子」と「ごみ分別因子」間に有意なパスがみられ

た．このことから，日頃のごみ分別について知っている・出来ているといった，環境問題お

よび循環型社会ならびに社会のルールといった事項への知識・効力感が強い自治体職員ほ

ど，災害廃棄物対策に

係る業務への関心が

高いといえる。 

潜在的因子による

間接効果を表 3-3 に

示す．これより，「関

心因子」の醸成におい

ては，「地域知識因子」

の重要性が示唆され

る． 

 

３．２．３．４． 当事者意識因子の醸成に係るスキーマ 

 

「当事者意識因子」と「関心因子」間には，すべての因果モデルで有意なパスがみられた

一方で，「当事者意識因子」と「知識因子」，「当事者意識因子」と「効力感因子」には有意

なパスは見られなかった．このことから，災害廃棄物対策に係る知識や効力感の向上は当事

者意識の向上には直接的には寄与することなく，災害廃棄物対策に係る関心が大きくなる

ことで，当事者意識が醸成されると推察できる．ここで，日本語での「関心」は，英語の

interest やドイツ語の Interesse などと比べてより価値中立的で自我関与のない，いわば日常

的な意見で用いられている言葉であると考えられる14)．このことから，小池ら15)は，「関心」

はある行動における基底的部分としての認知や注目のレベルから実際の外的行動への動機

のレベルにいたるまでに関与する極めて幅広い概念と考え，「関心」が認識構造の基底的な

部分でその役割は特に大きいと予想し，社会心理学の観点から環境問題に対する行動に至

表 3-3 潜在的因子による間接効果 

処理計画
因果モデル

仮置場業務
因果モデル

災害廃棄物
処理フロー
因果モデル

 地域知識因子 → 関心因子 0.456 0.441 0.466

 地域知識因子 → 当事者意識因子 0.356 0.319 0.345

 知識因子 → 当事者意識因子 0.438 0.394 0.429

 ごみ分別因子 → 当事者意識因子 0.282 0.320 0.338
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る心理プロセスについての基本的なモデルを構築している．当事者意識因子の醸成におい

てもこれと同様に，知識を得て認知した段階から当事者意識の醸成までに，認識構造の基底

的な部分で「関心」の役割が大きかったものと考えられる．次に，当事者意識の醸成におけ

る「関心」の役割について考察する．社会心理学における自我関与は，Sherif ら16)が重要性

を指摘し，Ostrom ら17)が「物事または考えが個人の価値体系の中心に関連する程度」と定義

した．ただし，Greenwald18)のいうように，自我関与という言葉は多様な意味で使われてい

る．ここで，日本語での「関心」が価値中立的で自我関与の少ない極めて幅広い概念である

と考えると，「当事者意識」の醸成は，「知識」のインプットから，幅のある「関心」の中で

自我関与が増すことにより，自分の街や自分自身にとっての問題意識として捉えることが

できるようになったものと考えられる．自我は「私」体験と関連している態度（自我態度）

の集積によって構成され 16)，態度は「関連するすべての対象や状況に対する個人の反応に

対して，直接的かつ力動的な影響を及ぼす，経験にもとづいて組織化された，精神的および

神経的準備状態のこと」と定義されている19)．以上より，当事者意識の醸成のための関心の

醸成の観点からは，自治体職員における災害廃棄物対策に関する「私」体験が重要であると

いえよう． 

また，「当事者意識因子」を規定する潜在的因子の間接効果については，「知識因子」が最

も大きな値を示した．「知識因子」は「当事者意識因子」への直接の因果関係は認められな

かった．すなわち，災害廃棄物対策業務に係る知識を得たとしても，必ずしも当事者意識の

醸成につながるものではなく，災害廃棄物業務に係る知識を獲得し，関心が高まることによ

り，災害廃棄物対策の当事者意識が醸成されうるものと示唆される． 

 

 

３．３． 因果モデルと教育・訓練の関係性に係る検討 
 

３．３．１． 回答者の属性による因果モデルへの影響の検討 

 

ここでは，アンケート回答者の属性による災害廃棄物対策に係る因果モデル構成概念へ

の影響について検討する．災害廃棄物対応の経験の有無，災害被災の経験，および災害対応

支援業務の有無の質問について多母集団同時分析を行った結果，アンケート回答者のうち

経験があると回答した人数はそれぞれ N = 21，N = 9，N = 18 と少なかったことから，解を

得ることができなかった．廃棄物行政の従事期間の回答に対して多母集団同時分析を行っ

た．各モデルにおける廃棄物行政への従事期間別の多母集団同時分析の結果を表 3-4 に示

す．その結果，一部の因子間を除き，廃棄物行政への従事期間の違いによる相関係数の有意

な差はみられなかった．これらのことから，廃棄物行政に係る日常業務の経験は災害廃棄物

に係る当事者意識の醸成過程に大きな影響は与えないといえよう． 
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３．３．２． 教育・訓練による因果モデルへの影響の検討 

 

セミナー・講習の座学研修の受講回数，訓練・ワークショップの参画型研修の受講回数の

回答については，本アンケートの回答者の 132 名のうち 116 名，87.9%がセミナー・講習の

受講経験があったことから，本稿では，災害廃棄物対策に係るセミナー・講習および訓練・

ワークショップを共に参加経験があるグループと，セミナー・講習の参加経験はあるが訓

練・ワークショップの参加経験がないグループを比較することとする．前者をグループ 1，

後者をグループ 2 とし，各モデルにおけるセミナー・講習および訓練・ワークショップへの

参加経験別の多母集団同時分析の結果を表 3-5 に示す．なお，本アンケートの回答者の受講

したセミナー・講習および訓練・ワークショップのテーマは，本稿で取り扱う因果モデルの

観測変数に係わることを題材としているとは必ずしも限らない．しかしながら，災害廃棄物

対応は様々な業務が多岐に跨がることから，災害廃棄物処理計画の策定に携わる自治体職

員にセミナー・講習および訓練・ワークショップの受講経験があれば，本稿で得られた因果

モデルの観測変数のいずれかに影響があるものと考えられる． 

「知識因子」から「関心因子」への相関係数は，すべての因果モデルにおいて，座学と参

画型の両方の経験があるグループ 1 は，座学経験のみのグループ 2 に対し有意に大きくな

っている．座学であるセミナー・講習では，災害廃棄物処理を行ううえで必要な基本的な知

識を体系的に身につけるのに有効である20)．一方，参画型である訓練・ワークショップでは，

災害廃棄物対策に対する受講者の意識を高めたり，説明力，想像力，判断力といったスキル

の習得にも寄与する 20)．すなわち，座学のセミナー・講習を受講することにより災害廃棄物

に係る業務を「知っている」と感じている段階から，参加型の訓練・ワークショップを受講

表 3-4 各モデルにおける災害廃棄物行政への従事期間別の多母集団同時分析の結果 

3年以上 3年未満 ※ 3年以上 3年未満 ※ 3年以上 3年未満 ※

(n=60) (n=72) (n=60) (n=72) (n=60) (n=72)

地域知識因子→知識因子 1.09 0.69 -0.88 0.99 0.72 -0.77 1.13 0.64 -1.00

知識因子→効力感因子 0.67 0.46 -0.92 0.59 0.52 -0.72 0.52 0.23 -1.73 *

知識因子→関心因子 0.47 0.71 0.64 0.56 0.55 -1.16 0.61 0.60 -1.41

ごみ分別因子→関心因子 0.36 0.30 -1.90 * 0.38 0.49 -0.60 0.38 0.41 -0.93

関心因子→当事者意識因子 0.79 0.75 -0.19 0.68 0.76 1.26 0.67 0.86 1.18

ごみ分別因子→効力感因子 － － － － 0.40 0.22 -1.44 0.53 0.45 -0.63

GFI

AGFI

RMSEA

*p <.1, **p<.05, ***p <.01

0.0960.080 0.081

0.655

0.788

0.718 0.723

0.823 0.830

処理計画因果モデル 仮置場業務因果モデル
災害廃棄物処理フロー

因果モデル
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することで，災害廃棄物業務に対する関心が高まるものと考えられる． 

一方で，「知識因子」から「効力感因子」への相関係数は，グループ 1 はグループ 2 に対

して有意に大きくなっていない．また，処理計画因果モデルにおいては，グループ 1 はグル

ープ 2 に対し有意に小さくなっていることがわかる．柄谷ら21)は，座学による知識の習得に

より津波災害に対応できるという生徒の「自信」が下方修正されたことを報告している．し

たがって，座学での研修は，知識や気付きを得ることで災害対応業務に対する効力感が大き

くなりうるが，災害廃棄物対応を疑似体験する参画型での訓練・WS は，出来ないことや事

前の対策が充分でないことを認識することにより，災害廃棄物対策に係る効力感が低減し

うると推察されよう． 

また，セミナー・講習を受講した職員の「知識因子」から「関心因子」への相関係数が負

の値となっており，「知識因子」が大きくなれば，「関心因子」が小さくなるといえる．朝位

ら22)は，家族間における防災意識の相違を検討しており，その結果，災害関心度と災害危機

感度には正の相関があると報告している．すなわち，座学と参画型の両方の研修を経験する

ことで，災害廃棄物対策に関する知識は習得され，対策が充分でないと気付き効力感が低減

するが，自治体の災害廃棄物担当者として関心の向上につながる一方，座学のみの経験では，

知識の獲得により効力感が増大し，事前対策が充分でないという危機感につながらず，関心

が大きくならないと考えられよう． 

「地域知識因子」から「知識因子」への相関係数は，すべての因果モデルにおいて，グル

ープ 1 とグループ 2 で有意な差はなかった．過去の知見や一般論を学ぶセミナー・講習と

表 3-5 各モデルにおけるセミナー・研修および訓練・ワークショップへの参加経験別の

多母集団同時分析の結果 

グループ1 グループ2 ※ グループ1 グループ2 ※ グループ1 グループ2 ※

(n=84) (n=32) (n=84) (n=32) (n=84) (n=32)

地域知識因子→知識因子 0.73 0.55 -0.08 0.81 0.73 0.47 0.78 0.66 0.21

知識因子→効力感因子 0.41 0.74 1.92 * 0.38 0.74 1.37 0.30 0.22 -0.78

知識因子→関心因子 0.65 -0.30 -4.17 *** 0.64 -0.04 -4.16 *** 0.67 -0.24 -6.43 ***

ごみ分別因子→関心因子 0.43 0.57 -0.56 0.50 0.54 -1.08 0.54 0.57 -0.98

関心因子→当事者意識因子 0.79 0.86 -0.35 0.71 0.78 0.31 0.88 0.17 -4.60 ***

ごみ分別因子→効力感因子 － － － － 0.48 0.21 -1.39 0.71 0.36 -2.20 **

GFI

AGFI

RMSEA

*p <.1, **p<.05, ***p <.01

グループ1 ： 災害廃棄物対策に係るセミナー・講習および訓練・ワークショップの参加経験がある．

グループ2 ： 災害廃棄物対策に係るセミナー・講習の参加経験はあるが，訓練・ワークショップの参加経験はない．

※パラメータ間の差に対する検定量

処理計画因果モデル
災害廃棄物処理フロー

因果モデル
仮置場業務因果モデル

0.071 0.0900.079

0.719 0.678

0.802

0.715

0.821 0.827
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と，訓練・ワークショップにおいて十分に地域に係る知識が得られていないと推察される．

「当事者意識因子」の醸成においては「地域知識因子」の間接効果が重要であることから，

今後の訓練・ワークショップの手法の選択しとして，例えば，巨大地図を用いた災害廃棄物

ワークショップ手法23 )のような地域特性や被害想定の知識も併せて得ることができる手法

が求められると考える． 

浅利ら24)は，自治体職員を対象とし，4 段階の評定尺度法を用いたアンケート調査により，

災害廃棄物への対応項目について、事前準備としての重要度のレベルと発災後の重要度の

レベルをそれぞれ尋ねている．その結果，計画立案および仮置場の確保においては，災害の

前後で自治体職員が考える重要度のレベルに差はみられなかった一方で，生活ごみの収集

運搬体制の確立および片付けごみの収集運搬体制の確立については，事前準備としての重

要度のレベルは発災後の重要度のレベルに比べ，重要度の最大レベルが 2 割以上少ないこ

とが報告されている．このことから，自治体職員においては，収集運搬体制の確立に向けた

事前準備の重要性が十分に認識されていないことが分かる．このことから，災害廃棄物処理

フロー因果モデルにおいては，座学に加えて参画型の研修を経験することで，処理フローに

関する知識の習得により自治体の災害廃棄物担当者として関心が向上し，収集運搬体制の

確立に向けた事前準備の重要性を認識するようになり，処理フローに係る当事者意識が醸

成されると推察される．このため，災害廃棄物処理フロー因果モデルでは，グループ 1 にお

ける「関心因子」から「当事者意識因子」への相関係数が有意に大きくなったと考える． 

以上のことから，本章では災害廃棄物対策に係る当事者意識の醸成のメカニズムと人材

育成による自治体職員の心理への影響を示しえた．今後は，本稿で得た知見を自治体におけ

る災害廃棄物対策の推進に資するため，自治体職員個人の当事者意識と自治体組織として

の災害廃棄物対策の実効性との関連を明らかにすることが必要であると考える． 

 

 

３．４． 結論 
 

本章では，災害廃棄物対策に係る当事者意識に着目し，アンケート調査を行い，潜在的心

理因子の因果連鎖構造を共分散構造分析を行うことで，自治体職員における災害廃棄物対

策への当事者意識の醸成過程について検討した．その結果，得られた知見を以下に示す． 

1) 共分散構造分析により，自治体職員における災害廃棄物対策に係る因果モデルを 3 つ

導出し，それぞれ，処理計画因果モデル，仮置場業務因果モデルおよび処理フロー因果

モデルとした． 

2) 得られた因果モデルから，災害廃棄物対策業務に係る知識を得たとしても，必ずしも当

事者意識の醸成につながるものではなく，災害廃棄物業務に係る知識を獲得し，「関心

因子」が高まることにより，災害廃棄物対策の当事者意識が醸成されうるものと示唆さ

れた．また，「当事者意識因子」の醸成のための間接効果においては，「知識因子」が最
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も重要であることが示唆された． 

3) 災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練・ワークショップを共に経験することで，

災害廃棄物業務に対する知識から当該関心が醸成されることが明らかとなった．座学

であるセミナー・講習では，災害廃棄物処理を行ううえで必要な基本的な知識を体系的

に身につけるのに有効である．一方，参画型である訓練・ワークショップでは，災害廃

棄物対策に対する受講者の意識を高めたり，説明力，想像力，判断力といったスキルの

習得にも寄与する．すなわち，座学のセミナー・講習を受講することにより災害廃棄物

に係る業務を「知っている」と感じている段階から，参加型の訓練・ワークショップを

受講することで，災害廃棄物業務に対する関心が高まるものと示唆された． 
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第４章 自治体における災害廃棄物対策の実効性評価手法に関する検討 

 

 

４．１． 背景と目的 
 

災害廃棄物対策は国土強靭化の重要な施策の一つとして位置付けられている1)．環境省で

は，災害廃棄物処理計画（以下「処理計画」という．）策定ガイドラインの制定2)やモデル事

業の実施3)等により，基礎自治体における災害廃棄物対策を支援してきた．その結果，基礎

自治体において処理計画策定等の災害廃棄物対策の取組みが進められてきている． 

しかしながら，災害時には処理計画を策定していた自治体においても混乱が生じた事例

が報告されている4)，5)．したがって，基礎自治体の災害廃棄物対策においては，処理計画の

策定が目標ではなく，処理計画の点検や見直しを継続的に行い，災害廃棄物対策の実効性を

向上することが求められる． 

木村ら6)は，東日本大震災後に処理計画を作成した 12 県を対象とし，処理計画策定ガイ

ドライン等に記載されている項目について各県の処理計画での記載の有無を割合で示して

いる．多島ら7)は，基礎自治体が自らの廃棄物処理システムの災害レジリエンスを自己評価

し，対応力の向上策検討に活かすための「廃棄物処理システムの災害レジリエンス評価ツー

ル」を開発している．ここでは，評価項目に対して 5 段階評価を行う評定尺度法を用いてお

り，基礎自治体の災害廃棄物対策の進捗管理を目指している．Cutter ら8)は，地域コミュニ

ティへのレジリエンスを促進するため，復旧目標となるベースラインの指標と，指標を測定

するための方法論を示している．しかしながら，これまでのところ，経営システム工学の観

点から，基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を評価する手法の調査研究はほとん

どなされていない．以上のことから，本研究では，基礎自治体の災害廃棄物対策に対する実

効性評価手法について検討することを目的とし，静岡県，愛知県および三重県を事例に実効

性の評価を行った．なお，本研究では，災害廃棄物対策の実効性を「災害廃棄物の排出を抑

制し，及び廃棄物の適正な分別，保管，収集，運搬，再生，処分等により，住民の健康への

配慮や安全の確保，衛生や環境面での安全・安心のための迅速な対応を行うこと」とし，災

害廃棄物対策の実効性向上は，事前対策によるものとする． 

 

 

４．２． 災害廃棄物対策の実効性評価手法の検討 
 

４．２．１． 防災に対する企業の取組み自己評価 

 

業種・業態・事業規模が異なる多くの企業を対象に，各企業が自社の防災に対する取組み

状況について自己評価する手法として，中央防災会議「民間と市場の力を活かした防災力向
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上に関する専門調査会」企業評価・事業継続ワーキンググループが策定し，「企業等の事業

継続・防災評価検討委員会」での検討を経て内閣府防災担当が 2007 年に改訂した「防災に

対する企業の取組み」自己評価項目表 第二版9)（以下，「企業防災評価表」という．）がある．

企業防災評価表は 61 項目の設問から成り，項目は「I．方針・計画」，「II．具体的施策」，「III．

教育・訓練」，「IV．点検・見直し」および「V．防災に貢献する商品・サービス」の大項目

で整理される． 

各項目における評価は，表 4-1に示すように，自社の対策実施状況から，『広さ』，すなわ

ち対象範囲，ならびに『深さ』，すなわち位置付けに対するそれぞれの実施度レベルを選択

することで，『広さ』と『深さ』との 2 軸によって定まるセルの値を達成度評価値とし，0～

3 のレベル値で評価する．各項目の評価結果から達成度のレベル分布を確認し，自社のすべ

ての項目の達成度のバランスから，次期計画において重点化すべき項目の検討に活用する

ことができる． 

この企業防災評価表の環境分野への適用事例として，阪神水道企業団は，水道事業体にお

ける危機管理対応の今後の方向性を検討するため，水道事業を考慮し企業防災評価表を修

正することで，企業団の危機管理対策における取組みの評価を行っている10)． 

 

４．２．２． 企業防災評価表の環境分野への適用事例 

 

企業防災評価表は企業を対象としたものである．このため，阪神水道企業団では，企業防

災評価表を企業団が運営している水道用水供給事業の施設や提供するサービスの内容等に

合うよう修正することで，水道用水供給事業の危機管理対対策の構築を行った． 

阪神水道企業団が行った企業防災評価表の修正内容について述べる． 

まず，企業防災評価表の分類において基礎自治体に当てはまらない分類として，大分類で 

表 4-1 レベル値判定方法 

 

防災に関する事項が含
まれていない。

特定の事業分野にのみ
防災に関する事項が含
まれている。

全ての事業分野におい
て防災に関する事項が
含まれている。

A B C

ア 0 0 0

イ 0 1 2

ウ 0 2 3

Ⅰ－ｂ－１．企業全体の経営に関す
る計画に防災に関する事項が含まれ
ていますか？

（広さ） 防災を含む計画の対象範囲

位
置

付
け

(

深
さ

)

防災に関する事項を含んだ
経営に関する計画がない。

部門レベルの経営に関する
計画に防災に関する事項が
含まれているが、経営者の
承認を得ていない。

経営者の承認を得た経営に
関する計画に防災に関する
事項が含まれている。
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必
須

基
礎

推
奨

0 1 2 3

0 20 0 Ⅰ．方針・計画 4 1 4 11

Ⅰ－ａ．方針 1 0 0 0

○ Ⅰ－ａ－１． 企業団全体に対して明らかにしている経営方針に防災に関する事項が含まれていますか？ ○

Ⅰ－ｂ．計画 2 0 2 8

○ Ⅰ－ｂ－１． 企業団全体の経営に関する計画に防災に関する事項が含まれていますか？ ○

○ Ⅰ－ｂ－２． 緊急時の避難についての対策の策定、訓練の実施が計画に明記されていますか？ ○

○ Ⅰ－ｂ－３． 安否確認についての対策の策定、訓練の実施につき計画に明記されていますか？ ○

○ Ⅰ－ｂ－４． 二次災害の防止についての対策の策定、訓練の実施につき計画に明記されていますか？ ○

○
Ⅰ－ｂ－５． 施設が立地している地域で想定されている災害について、災害が発生した場合に 経営用水供給に与

える影響を評価していますか？
○

○ Ⅰ－ｂ－６． 災害時に優先的に継続すべき重要業務について選定し、目標とする復旧時間を定めてい ますか？ ○

○
Ⅰ－ｂ－７．

災害対策の計画を策定するにあたり、複数のシナリオ（災害の種類と程度）が想定されてい ますか？ ○

○
Ⅰ－ｂ－８． 施設被害時の緊急措置・応急復旧等についての対策の策定、訓練の実施が計画に明記されています

か？
○

○ Ⅰ－ｂ－９． 断水時の応急給水についての対策の策定、訓練の実施が計画に明記されていますか？ ○
○ Ⅰ－ｂ－10． 災害・事故時の初動、受援についての対策の策定、訓練の実施が計画に明記されていますか？ ○
○ Ⅰ－ｂ－11． 災害・事故時の応援派遣についての対策の策定、訓練の実施が計画に明記されていますか？ ○
○ Ⅰ－ｂ－12． 水安全計画を策定していますか？ ○

Ⅰ－ｃ．組織体制と指揮命令系統 1 1 2 3

○
Ⅰ－ｃ－１． 平時より防災を統括する組織がありますか？また、その組織には経営層がメンバーに含ま れています

か？
○

○ Ⅰ－ｃ－２． 防災を明示的に所管し、日常の主たる業務としている部署がありますか？ ○

○ Ⅰ－ｃ－３． 防災に関し、経験・訓練等を通じて必要な知識を持つ要員が確保されていますか？ ○

○ Ⅰ－ｃ－４． 災害発生時における指揮命令系統が明確に定められていますか？ ○

○ Ⅰ－ｃ－５． 災害発生時における連絡・通信手段が確保されていますか？ ○

○ Ⅰ－ｃ－６．  営業勤務時間外（夜間、休日等）の指揮命令系統が整備されていますか？ ○

○ Ⅰ－c－７． 大規模災害等に対する応急復旧体制等（応援団体を含む）を想定されていますか？ ○

5 23 9 Ⅱ．具体的施策 11 4 9 13

Ⅱ－ａ．生命の安全確保と安否確認 6 0 0 2

●
Ⅱ－ａ－１． 顧客、外来者、周辺住民、 役員・従業員経営層・職員について、安全確保手順および緊急時の避難方

法・ 経路が明確になっていますか？
●

● Ⅱ－ａ－２．  役員・従業員経営層・職員に対して緊急連絡網を含む安否確認体制が整備されていますか？ ●

●
Ⅱ－ａ－３． 防火管理責任がある防火対象物に対して､救助用具をはじめとした防災用資機材を設置してい ます

か？
●

○ Ⅱ－ａ－４． 救急救命の訓練を受け、災害発生時に動員可能な人材を確保していますか？ ○

○ Ⅱ－ａ－５． 災害発生時における二次災害防止のための対応体制を整備していますか？ ○

○ Ⅱ－ａ－６． 災害発生時にすぐ必要となる生活物資（水、非常用食料・非常用生活用品等）を備蓄していま すか？ ○

☆ Ⅱ－ａ－７．  役員・従業員経営層・職員の家族の安否確認の対策を実施していますか？ ☆

☆ Ⅱ－ａ－８． 帰宅困難 従業員職員対策を実施していますか？ ☆

Ⅱ－ｂ． 事務所・事業所および設備水道用水供給施設および本庁舎の災害被害軽減 1 1 2 1

○ Ⅱ－ｂ－１． 施設（管路を含む）の地震対策（耐震化）を実施していますか？ ○

● Ⅱ－ｂ－２． 施設の防火対策（不燃化等）を実施していますか？ ●

○ Ⅱ－ｂ－３． 施設の風水害対策（台風・洪水・津波・高潮等への対策）を実施していますか？ ○

○ Ⅱ－ｂ－４． 設備・機器類の地震対策を実施していますか？ ○

● Ⅱ－ｂ－５． 必要な防災設備・資機材について定期的な安全点検を実施していますか？ ●

 ☆  Ⅱ－ｂ－６．  高度な耐震技術（免震・制震等）を建物や設備に導入していますか？

Ⅱ－ｃ．バックアップ・ 業務施設復旧・財務手当 1 2 4 6

○ Ⅱ－ｃ－１．  本社オフィス本庁舎が機能しなくなった場合のバックアップオフィス（場所）を確保していますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－２．  基幹業務システム送水センターシステム等のバックアップ対策を実施していますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－３． 設備機器類（自家発電装置など）の二重化対策を実施していますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－３－２． 管路等のバックアップ機能強化対策を実施していますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－４． 災害発生時の設備（機器類・システム）復旧について手順が明確となっていますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－４－２． 事故や災害発生時の管路の復旧について手順が明確となっていますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－４－３． 応急復旧のための管路資機材を確保（備蓄、調達ルートの整備）していますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－４－４． 応急給水のための設備や資機材等を確保していますか？ ○

○
Ⅱ－ｃ－４－５． 災害発生時の復旧活動等における消防、警察、道路等の関係機関との連絡調整・認可事務等にあた

り、平常時よりこれらの関係機関と協議していますか？
○

属性
レベル

記入の際は、レベル評価表

（P.12以降）を参照下さい。

企業名：

設問

阪神水道企業団

表 4-2 水道用水供給事業における危機管理対対策評価表の構成と設問項目（その 1） 
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必
須

基
礎

推
奨

0 1 2 3

○ Ⅱ－ｃ－４－６． 水質事故に対応するための設備・資機材を確保していますか？ ○

○ Ⅱ－ｃ－５．  災害事故発生に備えた財務手当（保険 、融資、内部留保等）を準備していますか？ ○

○
Ⅱ－ｃ－６． 復旧に必要な図面・データや重要な書類（電子データを含む）を 耐火金庫や同時に被災しない場所に写

しを保存するなど、 安全な場所に保管する対策を実施していますか？
○

☆
Ⅱ－ｃ－７． 災害発生時において、事業継続計画（BCP）に基づいた事業継続について対応・手順を明確 にしてい

ますか？
☆

Ⅱ－ｄ．災害時の情報発信、地域との連携・協調 1 0 2 2

○ Ⅱ－ｄ－０． 災害発生時の情報収集手順（記録様式を含む）を明確にしていますか？ ○

○
Ⅱ－ｄ－１． 災害発生時の 消防署・自治体・周辺住民構成市、国・県等の水道行政部署、マスコミ等への情報発信

手段を明確にしていますか？
○

○
Ⅱ－ｄ－２． 爆発や延焼、有害物質の流出など、周辺地域に被害を及ぼすような二次災害の防止策を 平時から実

施していますか？
○

 ☆
 Ⅱ－ｄ－３．  自治体、その他の公的機関と災害時における合意や協定について協議し、協定等の締結を しています

 か？　※Ⅱ－e－３．に変更。

☆ Ⅱ－ｄ－４． 防災について構成市や地域住民、地域企業と連携した取組みに参加していますか？ ☆

☆ Ⅱ－ｄ－５． 地域住民に対する被災時支援策を策定していますか？ ☆

Ⅱ－ｅ． 他企業との共助・相互扶助応援や調達を受ける関係機関との協力 1 0 1 1

○
Ⅱ－ｅ－１． サプライチェーン（取引先）との間で 緊急時の避難、二次災害の防止、事業継続など応急復旧工事、資

機材、燃料・浄水薬品の供給など防災に関す る 相互協力体制を構築していますか？
○

☆ Ⅱ－ｅ－２． 取引要件として事業継続計画を組み込んでいますか？ ☆

○
Ⅱ－e－３．

他の水道用水供給事業体、水道事業体と災害時における相互応援協定等を締結 していますか？ ○

Ⅱ－ｆ.　情報公開・社会貢献 1 1 0 1

☆ Ⅱ－ｆ－１． 防災全体についての積極的な情報公開を実施していますか？ ☆

☆ Ⅱ－ｆ－２． 災害時等においてボランティア活動を実施していますか？ ☆

 ☆  Ⅱ－ｆ－３．  災害時等において寄付を実施していますか？

☆ Ⅱ－ｆ－４． 企業・市民への防災セミナーや学校等への防災教育を行っていますか？ ☆

2 8 2 Ⅲ．教育・訓練 3 0 4 5

Ⅲ－１．災害発生時の対応・手順について教育・訓練を実施していますか？

● （１）緊急時の避難について ●

● （２）緊急連絡について（災害発生初期、経営層・職員を対象） ●

○ （２）－２　動員（参集）について ○

○ （２）－３　情報連絡について（関係機関を含む） ○

○ （３）二次災害の防止について ○

○ （３）－２　施設の被害確認・緊急措置について ○

○ （４） 設備（機器類・システム）施設復旧について ○

○ （４）－２　応急給水について ○

○ （４）－３　受援（応援要請、受入れ・配備）について ○

○ （４）－４　応援派遣について ○

☆ （５）事業継続計画（BCP）に基づいた事業継続について ☆

☆ Ⅲ－２． 役員・従業員経営層・職員に対し、家庭における防災対策の支援・指導を実施していますか？ ☆

0 4 1 Ⅳ．点検・見直し 0 0 5 0

Ⅳ－１．防災全体についての定期的な点検・監査を行っていますか？

○ （１）計画の内容について ○

○ （２）運用状況について ○

○ （３）教育・訓練について ○

○ Ⅳ－２．防災全体の取組みについて経営者による定期的な見直しを行っていますか？ ○

☆ Ⅳ－３．防災全体についての第三者の診断・監査を受けていますか？ ☆

 Ⅴ．防災に貢献する商品・サービスの向上

 Ⅴ－１．自社の商品・サービスに対して、防災に貢献する工夫を行っていますか？

 ☆  （１）耐震性の観点

 ☆  （２）耐火性の観点

 ☆  （３）その他防災に関する観点

 ☆  Ⅴ－２．防災に貢献する商品・サービスを普及させる活動を行っていますか？

7 55 12 18 5 22 29
計

74 74

属性
レベル

記入の際は、レベル評価表

（P.12以降）を参照下さい。

企業名：

設問

阪神水道企業団

表 4-3 水道用水供給事業における危機管理対対策評価表の構成と設問項目（その 2） 
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の「V．防災に貢献する商品・サービス」を削除している．個別の設問としては，企業団の

有する建築物の特徴や公的機関の性質から，耐震に係る設問や災害時の寄付に関する設問

を削除している．一方で，水道用水供給事業として必要と考える設問については，厚生労働

省のマニュアル等を参考に，追加している．具体的には，災害・事故時に実施する応急給水

0 1 2 3 計

Ⅰ－ａ．方針 1 0 0 0 1 0.0

Ⅰ－ｂ．計画 2 0 2 8 12 78.3

Ⅰ－ｃ．組織体制と指揮命令系統 1 1 2 3 7 68.6

小計（Ⅰ） 4 1 4 11 20 71.0

Ⅱ－ａ．生命の安全確保と安否確認 6 0 0 2 8 25.0

Ⅱ－ｂ．水道用水供給施設、本庁舎の災害被害軽減 1 1 2 1 5 56.0

Ⅱ－ｃ．バックアップ・施設復旧・財務手当 1 2 4 6 13 73.8

Ⅱ－ｄ．災害時の情報発信、地域との連携・協調 1 0 2 2 5 68.0

Ⅱ－ｅ．応援や調達を受ける関係機関との協力 1 0 1 1 3 56.7

Ⅱ－ｆ.　情報公開・社会貢献 1 1 0 1 3 46.7

小計（Ⅱ） 11 4 9 13 37 56.5

Ⅲ－１．災害発生時の対応・手順の教育・訓練 2 0 4 5 11 70.9

Ⅲ－２．家庭における防災対策の支援・指導 1 0 0 0 1 0.0

小計（Ⅲ） 3 0 4 5 12 65.0

Ⅳ－１．防災全体の定期的な点検・監査 0 0 3 0 3 70.0

Ⅳ－２．防災全体について経営者による定期的な見直し 0 0 1 0 1 70.0

Ⅳ－３．防災全体について第三者の診断・監査 0 0 1 0 1 70.0

小計（Ⅳ） 0 0 5 0 5 70.0

Ⅰ．方針・計画 4 1 4 11 20 71.0

Ⅱ．具体的施策 11 4 9 13 37 56.5

Ⅲ．教育・訓練 3 0 4 5 12 65.0

Ⅳ．点検・見直し 0 0 5 0 5 70.0

計 18 5 22 29 74 62.7

レベル
総合得点区分

表 4-4 水道用水供給事業における危機管理対対策評価結果 

図 4-1 水道用水供給事業における危機管理対対策評価結果 

全体評価結果 Ⅱ．具体的施策評価結果 
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に係る計画の策定や訓練の実施，災害・事故時に用水供給を継続するための管路のバックア

ップ状況や設備・資機材の確保などの設問項目を追加している． 

以上により作成した評価表を表 4-2，表 4-3に示し，その評価表を用いた阪神水道企業団

における危機管理対対策の評価結果表 4-4 および図 4-1に示す． 

 

４．２．３． 災害廃棄物対策における実効性評価手法の検討 

 

本研究では，内閣府で示された企業防災評価表を災害廃棄物処理業務や対策に合わせて

修正することで，災害廃棄物対策の実効性評価手法の構築を試みる． 

ここでは，セルの値の設定によっては実効性のレベル値は変動する．ゆえに，妥当であろ

うセル値を検討し設定する必要があるため，セル値について感度分析を実施する．なお，実

効性はレベル値が大きいほど実効性が高いとした． 

 

４．２．４． 災害廃棄物対策における組織機能論の観点からの検討 

 

災害時の組織機能の観点から災害廃棄物対策の実効性評価を検討する．災害廃棄物対応

のマネジメントおよび自治体としての総合的な対応力の向上を検討するためには，災害廃

棄物対策に求められる機能ごとに実効性レベル値を算出することが有効であると考える． 

多島ら11 )は，米国における標準的危

機 対 応 シ ス テ ム で あ る Incident 

Command System (ICS)を用いて，東日本

大震災において実際に行われた災害廃

棄物処理業務を体系化し，災害廃棄物

処理に求められる機能を具体的に示し

ている． 

発災後の災害廃棄物処理に求められ

る組織論的機能は災害廃棄物対策にお

いても重要である．また，発災後の機能

としては現れないが，事前対策におい

ては，職員の教育・訓練および処理計画

の点検・見直しも重要である．したがっ

て，本研究では，ICS を用い，災害廃棄

物対策に求められる基本機能およびサ

ブ機能を表 4-5 に示すように設定し

た． 

 

表 4-5 災害廃棄物対策に求められる機能 

基本機能 ザブ機能 基本機能 ザブ機能

目標設定 撤去

内部調整 保管

渉外 分別

広報 中間処理

人材 最終処分

資機材 計画策定

施設 情報収集

資金調達 情報分析

契約 情報共有

支払い 技術支援

指揮調整

　点検・見直し　教育・訓練

事案処理
渉外・広報

資源管理

情報作戦

庶務財務
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４．３． アンケート調査の概要 
 

４．３．１． 実効性評価表の設計 

 

環境省は，災害廃棄物の処理は災害時の生活環境保全にとって非常に重要であり，その処

理に当たっては処理主体である市町村における事前準備に基づいた迅速かつ適切な初動対

応が不可欠12)としている．また，発災直後の大きな混乱は，災害廃棄物処理の長期化による

復興の遅れや処理費用の高騰を招く13)ことや，その後の災害廃棄物処理の難易度に大きく影

響する 12)ことが指摘されている．したがって，本研究では，発災直後の対策に着目する． 

企業防災評価表に基づく災害廃棄物対策の実効性評価表について述べる． 

まず，企業防災評価表の分類において基礎自治体に当てはまらない分類として，大分類で

は「V．防災に貢献する商品・サービス」，中分類では「II-e．他企業との共助・相互扶助」，

「II-f．情報公開・社会貢献」を削除した．一方で，災害廃棄物対策における具体的施策を

評価するため，中分類に「II-e．災害廃棄物・し尿等の処理」を追加した． 

「II-e．災害廃棄物・し尿等の処理」における項目については，本研究では発災直後の対

策に着目していることから，災害発生後 48 時間以内に最低限行うべきことを記した「市町

村向け 災害廃棄物処理 行政事務の手引き」13)を主に参考とし，災害廃棄物対策指針および

自治体や関連団体等から発行された災害対応の記録書等の記載内容を加味することで作成

した．また，削除した「II-f．情報公開・社会貢献」の情報公開に係る項目は，本分類に追加

した． 

また，「II-d．災害時の関係機関との連携・協調」に「ボランティアとの連携について検討

しているか」，「II-c．バックアップ・業務 施設復旧・財源確保」に「発災後の災害廃棄物処

理事業に係る業務発注，業務管理等の準備をしているか」を追加した．その結果，実効性評

価の項目数は 58 となった．また，各項目における『広さ』と『深さ』の選択肢についても，

災害廃棄物対策に適応するよう企業防災評価表を修正した．なお，実効性評価表については，

被災地支援経験のある 4 名の所属の異なる自治体職員および自治体の OB 職員に意見照会

を行った．各項目のレベル値については，項目ごとの選択肢の広さに ABC，深さにアイウ 

表 4-6 災害廃棄物対策実効性評価表における項目と選択肢の一例 

A 災害廃棄物に関する事項が含まれていない。

B
通常の一般廃棄物業務の事業継続は含まれていないが災害廃
棄物に関する事項が含まれている。

C
通常の一般廃棄物業務の事業継続を含む災害廃棄物に関する
事項が含まれている。

ア
市の総合計画および地域防災計画に災害廃棄物に関する事項
が含まれていない。

イ
地域防災計画に災害廃棄物に関する事項が含まれているが、
市の総合計画には記載がない。

ウ
市の総合計画および地域防災計画に災害廃棄物に関する事項
が含まれており、対外的にも明らかにしている。

１

市の計画（市の総合計
画および地域防災計
画）に災害廃棄物に関
する事項が含まれてい
ますか？

（広さ）
計画の対象範囲

（深さ）
位置付け
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 表 4-7 評価表の構成と設問項目 

I

．方針・計画

 

I-a 方針 1 市の総合計画や地域防災計画に災害廃

棄物関する事項が含まれる 

II
．具体的施策

(2) 

II-d 災害

時の情報

発信，関

係機関と

の連携・

調整 

1 災害時の情報収集、情報共有手順が明確

である 

I-b 計画 

1 災害廃棄物処理計画を策定している 2 災害時の住民、関係機関、マスコミとの

情報発信手段を明確にしている 

2 安否確認についての対策策定、訓練実施

が計画に明記されている 3 
爆発や延焼、有害物質の流出など、周辺

地域への二次災害防止策を平時から実

施している 

3 二次災害の防止対策、訓練実施について

計画に記載されている 4 自治体、その他関係機関と協定等の締結

をしている 

4 想定災害について廃棄物処理に与える

影響評価をしている 5 ボランティアとの連携について検討し

ている 

5 災害時優先的に継続する業務を選定し、

目標復旧時間を定めている 

II-e 災害

廃棄物・

し尿等の

処理 

1 災害廃棄物対策の積極的な情報公開を

実施している 

6 処理計画で複数の災害シナリオを想定

している 2 市民への啓発・広報を行っている 

7 
施設被害時の緊急措置、応急復旧につい

て対策や訓練実施が計画に記載されて

いる 
3 仮置場の選定、確保について検討してい

る 

8 初動、受援について対策や訓練実施が計

画に記載されている 4 仮置場の管理、運営について検討してい

る 

9 災害時連絡調整、協力体制構築で、平時

から関係機関と協議している 5 災害廃棄物処理フローについて検討し

ている 

I-c 組織

体制と指

揮命令系

統 

1 経験・訓練により必要な知識を持つ要員

が確保されている 6 有害廃棄物・処理困難廃棄物について検

討している 

2 災害時の指揮命令系統が明確に定めら

れている 7 仮設トイレ等の設置について検討して

いる 

3 災害時の連絡・通信手段が確保されてい

る 8 発生後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿に

ついて検討している 

4 夜間、休日の指揮命令系統が整備されて

いる 9 生活環境保全等について検討している 

II

．具体的施策

(1) 

II-a 生命

の安全確

保と安否

確認 

1 幹部職員、職員、周辺住民の安全確保手

順、緊急時避難方法・経路が明確である 
1
0 処理の進捗管理について検討している 

2 緊急連絡網や安否確認体制が整備され

ている 
1
1 

環境対策や環境モニタリングを検討し

ている 

3 二次災害防止のための対応体制を整備

している 

III

．教育・訓練

 

災害対

応・業務

手順の教

育・訓練

の実施 

1 緊急連絡について教育・訓練を実施して

いる 

4 災害後の生活物資（水、非常用食料、非

常用生活用品）を備蓄している 2 動員（参集）について教育・訓練を実施

している 

5 幹部職員・職員の家族の安否確認対策を

実施している 3 二次災害の防止について教育・訓練を実

施している 

6 帰宅困難職員対策を実施している 4 設備（機器類・システム）の復旧につい

て教育・訓練を実施している。 

II-b 施設

の被害軽

減 

1 主要な施設の地震対策（耐震化）を実施

している 5 処理計画に基づく事業継続について教

育・訓練を実施している 

2 主要な施設の風水害対策を実施してい

る 6 セミナー・研修を実施している 

3 設備・機器類の地震対策を実施している 7 演習・訓練を実施している 

II-c バッ

クアッ

プ・業務

施設復

旧・財源

確保 

1 庁舎が機能しなくなった場合のバック

アップオフィスを確保している 防災対策 8 家庭における防災対策の支援や指導を

実施している 

2 主要施設の基幹業務システムのバック

アップ対策を実施している 

IV．点検・見直

し 

1 計画の内容について定期的な点検・監査

の仕組みがある 

3 設備機器類（自家発電装置等）の二重化

対策をしている 2 運用状況について定期的な点検・監査の

仕組みがある 

4 災害に備えた財源確保（補助金、補正予

算、保険等）を準備している 3 教育・訓練について定期的な点検・監査

の仕組みがある 

5 災害廃棄物処理業務の発注、業務管理の

準備をしている 4 取組みについての幹部職員による定期

的な見直しを実施している 

6 重要書類に対する対策（複写等）をして

いる 5 第三者の診断・監査の仕組みがある 
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を割り振り，一つずつ選択することで，レベル値が決定するようにした．評価表における項

目と選択肢の一例を表 4-6 に示す．表 4-7 に災害廃棄物の実効性評価表を示す． 

 

４．３．２． アンケート調査の概要 

 

東海地方のうち，南海トラフ巨大地震による被害が大きいと想定されている静岡県，愛知

県および三重県の 121 におよぶ基礎自治体を調査対象とした． 

本調査の対象地域における災害廃棄物対策の取組みについて述べる．各県の市町村にお

ける処理計画の策定率は，平成 30 年末時点で，静岡県では 97.1%，愛知県では 53.1%，三

重県では 96.6%であり，全国の平均策定率の 27.3%を大きく上回っている14)．すなわち，本

研究での対象地域は，災害廃棄物対策に積極的に取組んでいる地域であるといえる． 

本調査では，平成 31 年 4 月 17 日に，実効性評価表をそれぞれの基礎自治体の担当課宛

に郵送で送付し，FAX またはメールで回答票を提出していただくよう依頼した．回答期間

は平成 31 年 4 月 26 日までとした． 

4 月 26 日時点で回答のなかった基礎自治体に対しては，メールと電話によりリマインドを

行った． 

 

４．３．３． アンケート調査結果 

 

対象とした 3 県の 121 基礎自治体のうち，54 の基礎自治体から回答があった． 

県別の回答率については，静岡県は 42.9%（35 自治体のうち 15 自治体が回答），愛知県

は 44.4%（54 自治体のうち 24 自治体が回答），三重県は 51.7%（29 自治体のうち 15 自治体

が回答）であった． 

次に，回答のあった基礎自治体における処理計画の策定状況について述べる．愛知県内の

基礎自治体における計画策定率は 75.0%（24 自治体のうち 15 自治体が策定）であり，静岡

県および三重県においてはすべての基礎自治体で処理計画は策定済みであった．このこと

から，本調査においては，処理計画を策定し災害廃棄物対策に積極的に取組んでいる基礎自

治体からの回答が多かったことが分かる． 

 

 

４．４． アンケート調査を踏まえた実効性評価手法の検討 
 

４．４．１． 実効性評価表によるレベル値に関する考察 

 

本研究における実効性評価表のセル値は，企業防災評価表と同様に，セル値の最低スコア

を 0，最大スコアを 3 とし，対角に対して対称に設定した． 
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感度分析を実施するセル値の組み合わせを 6 通り設定し、表 4-8 に示す。また、式 (1)により、

表 4-1 に示した case1 を基準とした場合における、設問 k にける各 case と case1 との実効性レ

ベル値の素点の差の平均値を算出し、得られた 58 個の解を図 4-2 に示した． 

   ∑ {    ∑ (𝑟𝑎𝑤 𝑒𝑓𝑓𝑖𝑐𝑎𝑑𝑦 𝑣𝑎𝑙𝑢𝑒(𝑛, 𝑘) − 𝑟𝑎𝑤 𝑒𝑓𝑓𝑖𝑐𝑎𝑑𝑦 𝑣𝑎𝑙𝑢𝑒(1, 𝑘))}           ･･････････(1) 

 

図 4-2 より，各 case の実効性レベル値の素点と case1 の素点の差の平均が 0.17 であるこ

とから，実効性評価表による実効性レベル値は頑健性があるといえよう．このため，本研究

では，企業防災評価表のマトリックスにおいてセル値の標準としている case1 を採用した． 

case1 による各県における実効性レベル値の平均値を図 4-3 示す．「I．方針・計画」にお

いては，相対的にレベル値が高かった．これは，回答自治体の多くが処理計画を策定済みで

あったことによるといえる．一方で，「IV．点検・見直し」においては，相対的にレベル値

が低かった．処理計画の実効性を確保するためには計画の点検・見直しが必要であることか

ら 13)，「I．方針・計画」のレベル値を維持・向上させるためにも，今後，「IV．点検・見直

し」のレベル値の向上が必要であると考える． 

一方，「I．方針・計画」においてレベル値が低い項目は，「I –b．計画」における 3，4，7

および「I -c．組織体制と指揮命令系統」における 1 であり，各設問の内容は，施設が被災

した場合の二次被害，災害廃棄物処理への影響，緊急措置・応急復旧について，災害廃棄物

対策に係る人員の質・人数の確保であった．このため，施設の観点からは，「II．具体的施策」

の「II -b．廃棄物に係る施設の災害被

害軽減」や「II -c．バックアップ・業

務 施設復旧・財源確保」における施

設や設備に係る項目のレベル値も低

かったことから，処理計画を実行す

るためのハード対策の推進が必要で

あるといえる．また，人の観点では，

「III．教育・訓練」において，動員・

表 4-8 感度分析における検討 case 

Ａ×ア
Ａ×イ

(Ｂ×ア)
Ａ×ウ

(Ｃ×ア)
Ｂ×イ

Ｂ×ウ
(Ｃ×イ)

Ｃ×ウ

case1 0 0 0 1 2 3
case2 0 0 1 1 2 3
case3 0 0 1 2 2 3
case4 0 1 1 1 2 3
case5 0 1 1 2 2 3

case6 0 1 2 2 2 3

図 4-2 実効性レベル値における感度分析結果 
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参集や緊急連絡の防災に係る設問に比べ，廃棄物部局に係る施設の復旧や処理計画に基づ

く訓練など災害廃棄物対策に係る設問のレベル値が低かったことから，今後，災害廃棄物分

野での人材育成が必要であるといえる． 

「II．具体的施策」の「II -a．生命の安全確保と安否確認」においては，発災時の避難方

法，生活物資の備蓄，職員の家族の安否確認および帰宅困難者対策に係る設問項目のレベル

値が低かった．したがって，災害廃棄物処理の事業継続性や事業継続計画の視点からも災害

廃棄物対策の検討を実施していく必要がある． 

「II -d．災害時の情報の発信，関係機関との連携・協調」および「II -e．災害廃棄物・し

尿等の処理」においては，関係機関等との協定に係る設問のレベル値が高かった．しかしな

がら，広報および情報公開ならびにボランティアとの連携に係る設問のレベル値が低かっ

た．協定に係るレベル値が高かった要因としては，アンケート対象の自治体では，県が産業

廃棄物協会と災害時における包括協定を締結していることが要因であると考えられる．こ

のため，今後は，社会福祉協議会との連携や市民への広報などの自発的な渉外・広報の強化

が求められるといえよう． 

 

４．４．２． 組織機能論からの実効性分析結果に関する考察 

 

設問と組織論的機能分類の対応を表 4-9に示す．また，組織論的機能項目別による実効性

レベル値の素点を表 4-10から表 4-12 に示す．なお，各機能への分類分けにおいては，設問

の内容だけでなく，選択肢の内容も考慮し，一つの設問項目につき複数のサブ機能に当ては

まる場合は，最も当てはまる 2 項目に分類した．また，実効性評価表における事案処理（撤

去・保管・分別・中間処理・最終処分）に係る設問については，複数のサブ機能に関連する

ため，サブ機能による分類分けは行わず，基本機能である「事案処理」に分類した．なお，

本評価手法の主な評価対象は災害廃棄物処理の処理責任のある市区町村であることから，

国や都道府県，専門家などに求められる「技術支援」は分類分けにおいては除外した．また，

評価表においてはサブ機能の「支払」に該当する設問がなかったため，分類分けにおいては 

図 4-3 各県における実効性レベル値の素点 
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2.5

3.0

1 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3 4 1 2 3 4 5 6 1 2 3 1 2 3 4 5 6 1 2 3 4 5 1 2 3 4 5 6 7 8 9 1011 1 2 3 4 5 6 7 8 1 2 3 4 5

Ⅰ-
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Ⅰ．方針・計画 Ⅱ．具体的施策 Ⅲ.教育・訓練 Ⅳ.点検・見
直し

レ
ベ

ル
値

全体

愛知県

三重県

静岡県
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設問内容 平均
標準
偏差

I-a　方針 1 計画策定 市の総合計画や地域防災計画に災害廃棄物関する事項が含まれる 1.44 0.76

1 渉外 計画策定 災害廃棄物処理計画を策定している 1.46 0.83

2 人材 計画策定 安否確認についての対策策定、訓練実施が計画に明記されている 1.09 1.28

3 施設 計画策定 二次災害の防止対策、訓練実施について計画に記載されている 0.83 1.11

4 施設 情報分析 想定災害について廃棄物処理に与える影響評価をしている 0.77 1.00

5 目標設定 災害時優先的に継続する業務を選定し、目標復旧時間を定めている 1.35 1.19

6 計画策定 情報分析 処理計画で複数の災害シナリオを想定している 1.43 1.12

7 施設 計画策定 施設被害時の緊急措置、応急復旧について対策や訓練実施が計画に記載されている 0.47 1.07

8 人材 計画策定 初動、受援について対策や訓練実施が計画に記載されている 1.61 1.19

9 渉外 災害時連絡調整、協力体制構築で、平時から関係機関と協議している 0.85 1.08

1 人材 経験・訓練により必要な知識を持つ要員が確保されている 0.35 0.58

2 内部調整 情報共有 災害時の指揮命令系統が明確に定められている 1.69 1.14

3 資機材 施設 災害時の連絡・通信手段が確保されている 0.93 1.07

4 渉外 内部調整 夜間、休日の指揮命令系統が整備されている 1.31 1.40

1 施設 情報共有 幹部職員、職員、周辺住民の安全確保手順、緊急時避難方法・経路が明確である 0.43 0.94

2 情報収集 情報共有 緊急連絡網や安否確認体制が整備されている 1.80 1.31

3 内部調整 施設 二次災害防止のための対応体制を整備している 0.20 0.68

4 資機材 災害後の生活物資（水、非常用食料、非常用生活用品）を備蓄している 0.25 0.61

5 情報収集 情報共有 幹部職員・職員の家族の安否確認対策を実施している 0.37 0.97

6 計画策定 情報共有 帰宅困難職員対策を実施している 0.09 0.48

1 施設 主要な施設の地震対策（耐震化）を実施している 1.25 1.36

2 施設 主要な施設の風水害対策を実施している 0.66 1.16

3 資機材 設備・機器類の地震対策を実施している 0.57 1.11

1 施設 庁舎が機能しなくなった場合のバックアップオフィスを確保している 0.26 0.48

2 施設 計画策定 主要施設の基幹業務システムのバックアップ対策を実施している 0.42 0.88

3 施設 計画策定 設備機器類（自家発電装置等）の二重化対策をしている 0.60 1.05

4 内部調整 資金調達 災害に備えた財源確保（補助金、補正予算、保険等）を準備している 0.50 0.83

5 内部調整 契約 災害廃棄物処理業務の発注、業務管理の準備をしている 0.19 0.51

6 情報収集 重要書類に対する対策（複写等）をしている 0.13 0.47

1 情報収集 情報共有 災害時の情報収集、情報共有手順が明確である 0.72 0.80

2 広報 内部調整 災害時の住民、関係機関、マスコミとの情報発信手段を明確にしている 0.78 0.81

3 施設 爆発や延焼、有害物質の流出など、周辺地域への二次災害防止策を平時から実施している 0.40 0.96

4 渉外 自治体、その他関係機関と協定等の締結をしている 2.02 0.89

5 渉外 ボランティアとの連携について検討している 0.35 0.82

1 広報 災害廃棄物対策の積極的な情報公開を実施している 0.78 1.01

2 広報 市民への啓発・広報を行っている 0.41 0.68

3 内部調整 施設 仮置場の選定、確保について検討している 1.69 1.00

4 施設 仮置場の管理、運営について検討している 0.94 1.03

5 事案処理 情報分析 災害廃棄物処理フローについて検討している 1.78 1.18

6 事案処理 有害廃棄物・処理困難廃棄物について検討している 0.57 0.78

7 内部調整 資機材 仮設トイレ等の設置について検討している 0.59 0.83

8 事案処理 発生後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿について検討している 1.21 0.96

9 事案処理 生活環境保全等について検討している 1.28 1.18

10 目標設定 計画策定 処理の進捗管理について検討している 0.39 0.78

11 目標設定 計画策定 環境対策や環境モニタリングを検討している 1.11 1.20

1 人材 情報共有 緊急連絡について教育・訓練を実施している 0.96 1.14

2 人材 動員（参集）について教育・訓練を実施している 0.85 1.23

3 人材 施設 二次災害の防止について教育・訓練を実施している 0.48 1.03

4 人材 資機材 設備（機器類・システム）の復旧について教育・訓練を実施している。 0.34 0.95

5 人材 計画策定 処理計画に基づく事業継続について教育・訓練を実施している 0.28 0.70

6 人材 セミナー・研修を実施している 0.17 0.57

7 人材 演習・訓練を実施している 0.26 0.72

防災対策 8 人材 家庭における防災対策の支援や指導を実施している 0.50 0.94

1 計画策定 計画の内容について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.57 1.05

2 計画策定 運用状況について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.50 1.05

3 人材 計画策定 教育・訓練について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.48 1.05

4 計画策定 取組みについての幹部職員による定期的な見直しを実施している 0.41 0.89

5 計画策定 第三者の診断・監査の仕組みがある 0.02 0.13

組織機能論
（サブ機能）

I
．

方

針

・
計

画

I-b　計画

I-c　組織

体制と指
揮命令系

統

I
I
．

具

体
的

施
策

II-a　生命

の安全確

保と安否
確認

II-b　施設

の被害軽

減

II-c　バッ

クアッ

プ・業務
施設復

旧・財源
確保

II-d　災害

時の情報
発信，関

係機関と
の連携・

調整

II-e　災害

廃棄物・
し尿等の

処理

I
I
I
．
教

育
・

訓
練

災害対
応・業務

手順の教
育・訓練

の実施

IV．点検・見

直し

分類

表 4-9 実効性評価表における各設問の実効性レベル値の素点 
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  基
本

機
能

サ
ブ

機
能

設
問

内
容

平
均

標
準

偏
差

緊
急

連
絡

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
96

1.
14

動
員

（
参

集
）

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
85

1.
23

二
次

災
害

の
防

止
に

つ
い

て
教

育
・

訓
練

を
実

施
し

て
い

る
0.

48
1.

03

設
備

（
機

器
類

・
シ

ス
テ

ム
）

の
復

旧
に

つ
い

て
教

育
・

訓
練

を
実

施
し

て
い

る
。

0.
34

0.
95

処
理

計
画

に
基

づ
く

事
業

継
続

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
28

0.
70

セ
ミ

ナ
ー

・
研

修
を

実
施

し
て

い
る

0.
17

0.
57

演
習

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
26

0.
72

防
災

対
策

家
庭

に
お

け
る

防
災

対
策

の
支

援
や

指
導

を
実

施
し

て
い

る
0.

50
0.

94

計
画

の
内

容
に

つ
い

て
定

期
的

な
点

検
・

監
査

の
仕

組
み

が
あ

る
0.

57
1.

05

運
用

状
況

に
つ

い
て

定
期

的
な

点
検

・
監

査
の

仕
組

み
が

あ
る

0.
50

1.
05

教
育

・
訓

練
に

つ
い

て
定

期
的

な
点

検
・

監
査

の
仕

組
み

が
あ

る
0.

48
1.

05

取
組

み
に

つ
い

て
の

幹
部

職
員

に
よ

る
定

期
的

な
見

直
し

を
実

施
し

て
い

る
0.

41
0.

89

第
三

者
の

診
断

・
監

査
の

仕
組

み
が

あ
る

0.
02

0.
13

I ．
方

針
・

計
画

I-b
　

計
画

災
害

時
優

先
的

に
継

続
す

る
業

務
を

選
定

し
、

目
標

復
旧

時
間

を
定

め
て

い
る

1.
35

1.
19

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

処
理

の
進

捗
管

理
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
0.

39
0.

78

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

環
境

対
策

や
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

検
討

し
て

い
る

1.
11

1.
20

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
災

害
時

の
指

揮
命

令
系

統
が

明
確

に
定

め
ら

れ
て

い
る

1.
69

1.
14

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
夜

間
、

休
日

の
指

揮
命

令
系

統
が

整
備

さ
れ

て
い

る
1.

31
1.

40

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

二
次

災
害

防
止

の
た

め
の

対
応

体
制

を
整

備
し

て
い

る
0.

20
0.

68

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

災
害

に
備

え
た

財
源

確
保

（
補

助
金

、
補

正
予

算
、

保
険

等
）

を
準

備
し

て
い

る
0.

50
0.

83

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

災
害

廃
棄

物
処

理
業

務
の

発
注

、
業

務
管

理
の

準
備

を
し

て
い

る
0.

19
0.

51

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

災
害

時
の

住
民

、
関

係
機

関
、

マ
ス

コ
ミ

と
の

情
報

発
信

手
段

を
明

確
に

し
て

い
る

0.
78

0.
81

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

仮
置

場
の

選
定

、
確

保
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
1.

69
1.

00

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

仮
設

ト
イ

レ
等

の
設

置
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
0.

59
0.

83

I-b
　

計
画

災
害

廃
棄

物
処

理
計

画
を

策
定

し
て

い
る

1.
46

0.
83

I-b
　

計
画

災
害

時
連

絡
調

整
、

協
力

体
制

構
築

で
、

平
時

か
ら

関
係

機
関

と
協

議
し

て
い

る
0.

85
1.

08

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
夜

間
、

休
日

の
指

揮
命

令
系

統
が

整
備

さ
れ

て
い

る
1.

31
1.

40

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

自
治

体
、

そ
の

他
関

係
機

関
と

協
定

等
の

締
結

を
し

て
い

る
2.

02
0.

89

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
の

連
携

に
つ

い
て

検
討

し
て

い
る

0.
35

0.
82

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

災
害

時
の

住
民

、
関

係
機

関
、

マ
ス

コ
ミ

と
の

情
報

発
信

手
段

を
明

確
に

し
て

い
る

0.
78

0.
81

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

災
害

廃
棄

物
対

策
の

積
極

的
な

情
報

公
開

を
実

施
し

て
い

る
0.

78
1.

01

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

市
民

へ
の

啓
発

・
広

報
を

行
っ

て
い

る
0.

41
0.

68

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

点
検

・
見

直
し

IV
．

点
検

・
見

直
し

教
育

・
訓

練
III
．

教
育

・
訓

練

渉
外

・
広

報

渉
外

I ．
方

針
・

計
画

II ．
具

体
的

施
策

広
報

II ．
具

体
的

施
策

組
織

機
能

論
実

効
性

評
価

表

分
類

指
揮

調
整

目
標

設
定

II ．
具

体
的

施
策

内
部

調
整

I ．
方

針
・

計
画

II ．
具

体
的

施
策

表
4-

10
 

組
織

機
能

論
分

類
に

よ
る
実

効
性

レ
ベ

ル
値

の
素

点
（
そ
の

1）
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   基
本

機
能

サ
ブ

機
能

設
問

内
容

平
均

標
準

偏
差

I-b
　

計
画

安
否

確
認

に
つ

い
て

の
対

策
策

定
、

訓
練

実
施

が
計

画
に

明
記

さ
れ

て
い

る
1.

09
1.

28

I-b
　

計
画

初
動

、
受

援
に

つ
い

て
対

策
や

訓
練

実
施

が
計

画
に

記
載

さ
れ

て
い

る
1.

61
1.

19

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
経

験
・

訓
練

に
よ

り
必

要
な

知
識

を
持

つ
要

員
が

確
保

さ
れ

て
い

る
0.

35
0.

58

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

緊
急

連
絡

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
96

1.
14

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

動
員

（
参

集
）

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
85

1.
23

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

二
次

災
害

の
防

止
に

つ
い

て
教

育
・

訓
練

を
実

施
し

て
い

る
0.

48
1.

03

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

設
備

（
機

器
類

・
シ

ス
テ

ム
）

の
復

旧
に

つ
い

て
教

育
・

訓
練

を
実

施
し

て
い

る
。

0.
34

0.
95

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

処
理

計
画

に
基

づ
く

事
業

継
続

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
28

0.
70

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

セ
ミ

ナ
ー

・
研

修
を

実
施

し
て

い
る

0.
17

0.
57

災
害

対
応

・
業

務
手

順
の

教
育

・
訓

練
の

実
施

演
習

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
26

0.
72

防
災

対
策

家
庭

に
お

け
る

防
災

対
策

の
支

援
や

指
導

を
実

施
し

て
い

る
0.

50
0.

94

IV
．

点
検

・
見

直
し

教
育

・
訓

練
に

つ
い

て
定

期
的

な
点

検
・

監
査

の
仕

組
み

が
あ

る
0.

48
1.

05

I ．
方

針
・

計
画

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
災

害
時

の
連

絡
・

通
信

手
段

が
確

保
さ

れ
て

い
る

0.
93

1.
07

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

災
害

後
の

生
活

物
資

（
水

、
非

常
用

食
料

、
非

常
用

生
活

用
品

）
を

備
蓄

し
て

い
る

0.
25

0.
61

II-
b 　

施
設

の
被

害
軽

減
設

備
・

機
器

類
の

地
震

対
策

を
実

施
し

て
い

る
0.

57
1.

11

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

仮
設

ト
イ

レ
等

の
設

置
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
0.

59
0.

83

III
．

教
育

・
訓

練
災

害
対

応
・

業
務

手
順

の
教

育
・

訓
練

の
実

施
設

備
（

機
器

類
・

シ
ス

テ
ム

）
の

復
旧

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

。
0.

34
0.

95

I-b
　

計
画

二
次

災
害

の
防

止
対

策
、

訓
練

実
施

に
つ

い
て

計
画

に
記

載
さ

れ
て

い
る

0.
83

1.
11

I-b
　

計
画

想
定

災
害

に
つ

い
て

廃
棄

物
処

理
に

与
え

る
影

響
評

価
を

し
て

い
る

0.
77

1.
00

I-b
　

計
画

施
設

被
害

時
の

緊
急

措
置

、
応

急
復

旧
に

つ
い

て
対

策
や

訓
練

実
施

が
計

画
に

記
載

さ
れ

て
い

る
0.

47
1.

07

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
災

害
時

の
連

絡
・

通
信

手
段

が
確

保
さ

れ
て

い
る

0.
93

1.
07

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

幹
部

職
員

、
職

員
、

周
辺

住
民

の
安

全
確

保
手

順
、

緊
急

時
避

難
方

法
・

経
路

が
明

確
で

あ
る

0.
43

0.
94

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

二
次

災
害

防
止

の
た

め
の

対
応

体
制

を
整

備
し

て
い

る
0.

20
0.

68

II-
b 　

施
設

の
被

害
軽

減
主

要
な

施
設

の
地

震
対

策
（

耐
震

化
）

を
実

施
し

て
い

る
1.

25
1.

36

II-
b 　

施
設

の
被

害
軽

減
主

要
な

施
設

の
風

水
害

対
策

を
実

施
し

て
い

る
0.

66
1.

16

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

庁
舎

が
機

能
し

な
く

な
っ

た
場

合
の

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

オ
フ

ィ
ス

を
確

保
し

て
い

る
0.

26
0.

48

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

主
要

施
設

の
基

幹
業

務
シ

ス
テ

ム
の

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

対
策

を
実

施
し

て
い

る
0.

42
0.

88

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

設
備

機
器

類
（

自
家

発
電

装
置

等
）

の
二

重
化

対
策

を
し

て
い

る
0.

60
1.

05

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

爆
発

や
延

焼
、

有
害

物
質

の
流

出
な

ど
、

周
辺

地
域

へ
の

二
次

災
害

防
止

策
を

平
時

か
ら

実
施

し
て

い
る

0.
40

0.
96

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

仮
置

場
の

選
定

、
確

保
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
1.

69
1.

00

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

仮
置

場
の

管
理

、
運

営
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
0.

94
1.

03

III
．

教
育

・
訓

練
災

害
対

応
・

業
務

手
順

の
教

育
・

訓
練

の
実

施
二

次
災

害
の

防
止

に
つ

い
て

教
育

・
訓

練
を

実
施

し
て

い
る

0.
48

1.
03

契
約

II ．
具

体
的

施
策

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

災
害

廃
棄

物
処

理
業

務
の

発
注

、
業

務
管

理
の

準
備

を
し

て
い

る
0.

19
0.

51

資
金

調
達

II ．
具

体
的

施
策

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

災
害

に
備

え
た

財
源

確
保

（
補

助
金

、
補

正
予

算
、

保
険

等
）

を
準

備
し

て
い

る
0.

50
0.

83
庶

務
財

務

資
源

管
理

人
材

I ．
方

針
・

計
画

III
．

教
育

・
訓

練

資
機

材
II ．

具
体

的
施

策

施
設

I ．
方

針
・

計
画

II ．
具

体
的

施
策

組
織

機
能

論
実

効
性

評
価

表

分
類

表
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組
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効
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レ
ベ
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（
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表
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組
織

機
能

論
分

類
に

よ
る
実

効
性

レ
ベ

ル
値

の
素

点
（
そ
の

3）
 

基
本

機
能

サ
ブ

機
能

設
問

内
容

平
均

標
準

偏
差

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

災
害

廃
棄

物
処

理
フ

ロ
ー

に
つ

い
て

検
討

し
て

い
る

1.
78

1.
18

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

有
害

廃
棄

物
・

処
理

困
難

廃
棄

物
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
0.

57
0.

78

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

発
生

後
の

生
活

ご
み

、
避

難
所

ご
み

、
し

尿
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
1.

21
0.

96

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

生
活

環
境

保
全

等
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
1.

28
1.

18

I-a
　

方
針

市
の

総
合

計
画

や
地

域
防

災
計

画
に

災
害

廃
棄

物
関

す
る

事
項

が
含

ま
れ

る
1.

44
0.

76

I-b
　

計
画

災
害

廃
棄

物
処

理
計

画
を

策
定

し
て

い
る

1.
46

0.
83

I-b
　

計
画

安
否

確
認

に
つ

い
て

の
対

策
策

定
、

訓
練

実
施

が
計

画
に

明
記

さ
れ

て
い

る
1.

09
1.

28

I-b
　

計
画

二
次

災
害

の
防

止
対

策
、

訓
練

実
施

に
つ

い
て

計
画

に
記

載
さ

れ
て

い
る

0.
83

1.
11

I-b
　

計
画

処
理

計
画

で
複

数
の

災
害

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
し

て
い

る
1.

43
1.

12

I-b
　

計
画

施
設

被
害

時
の

緊
急

措
置

、
応

急
復

旧
に

つ
い

て
対

策
や

訓
練

実
施

が
計

画
に

記
載

さ
れ

て
い

る
0.

47
1.

07

I-b
　

計
画

初
動

、
受

援
に

つ
い

て
対

策
や

訓
練

実
施

が
計

画
に

記
載

さ
れ

て
い

る
1.

61
1.

19

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

帰
宅

困
難

職
員

対
策

を
実

施
し

て
い

る
0.

09
0.

48

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

主
要

施
設

の
基

幹
業

務
シ

ス
テ

ム
の

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

対
策

を
実

施
し

て
い

る
0.

42
0.

88

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

設
備

機
器

類
（

自
家

発
電

装
置

等
）

の
二

重
化

対
策

を
し

て
い

る
0.

60
1.

05

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

処
理

の
進

捗
管

理
に

つ
い

て
検

討
し

て
い

る
0.

39
0.

78

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

環
境

対
策

や
環

境
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
を

検
討

し
て

い
る

1.
11

1.
20

III
．

教
育

・
訓

練
災

害
対

応
・

業
務

手
順

の
教

育
・

訓
練

の
実

施
処

理
計

画
に

基
づ

く
事

業
継

続
に

つ
い

て
教

育
・

訓
練

を
実

施
し

て
い

る
0.

28
0.

70

計
画

の
内

容
に

つ
い

て
定

期
的

な
点

検
・

監
査

の
仕

組
み

が
あ

る
0.

57
1.

05

運
用

状
況

に
つ

い
て

定
期

的
な

点
検

・
監

査
の

仕
組

み
が

あ
る

0.
50

1.
05

教
育

・
訓

練
に

つ
い

て
定

期
的

な
点

検
・

監
査

の
仕

組
み

が
あ

る
0.

48
1.

05

取
組

み
に

つ
い

て
の

幹
部

職
員

に
よ

る
定

期
的

な
見

直
し

を
実

施
し

て
い

る
0.

41
0.

89

第
三

者
の

診
断

・
監

査
の

仕
組

み
が

あ
る

0.
02

0.
13

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

緊
急

連
絡

網
や

安
否

確
認

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

1.
80

1.
31

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

幹
部

職
員

・
職

員
の

家
族

の
安

否
確

認
対

策
を

実
施

し
て

い
る

0.
37

0.
97

II-
c 　

バ
ッ

ク
ア

ッ
プ

・
業

務
施

設
復

旧
・

財
源

確
保

重
要

書
類

に
対

す
る

対
策

（
複

写
等

）
を

し
て

い
る

0.
13

0.
47

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

災
害

時
の

情
報

収
集

、
情

報
共

有
手

順
が

明
確

で
あ

る
0.

72
0.

80

I-b
　

計
画

想
定

災
害

に
つ

い
て

廃
棄

物
処

理
に

与
え

る
影

響
評

価
を

し
て

い
る

0.
77

1.
00

I-b
　

計
画

処
理

計
画

で
複

数
の

災
害

シ
ナ

リ
オ

を
想

定
し

て
い

る
1.

43
1.

12

II ．
具

体
的

施
策

II-
e 　

災
害

廃
棄

物
・

し
尿

等
の

処
理

災
害

廃
棄

物
処

理
フ

ロ
ー

に
つ

い
て

検
討

し
て

い
る

1.
78

1.
18

I ．
方

針
・

計
画

I-c
　

組
織

体
制

と
指

揮
命

令
系

統
災

害
時

の
指

揮
命

令
系

統
が

明
確

に
定

め
ら

れ
て

い
る

1.
69

1.
14

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

幹
部

職
員

、
職

員
、

周
辺

住
民

の
安

全
確

保
手

順
、

緊
急

時
避

難
方

法
・

経
路

が
明

確
で

あ
る

0.
43

0.
94

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

緊
急

連
絡

網
や

安
否

確
認

体
制

が
整

備
さ

れ
て

い
る

1.
80

1.
31

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

幹
部

職
員

・
職

員
の

家
族

の
安

否
確

認
対

策
を

実
施

し
て

い
る

0.
37

0.
97

II-
a 　

生
命

の
安

全
確

保
と

安
否

確
認

帰
宅

困
難

職
員

対
策

を
実

施
し

て
い

る
0.

09
0.

48

II-
d 　

災
害

時
の

情
報

発
信

，
関

係
機

関
と

の
連

携
・

調
整

災
害

時
の

情
報

収
集

、
情

報
共

有
手

順
が

明
確

で
あ

る
0.

72
0.

80

III
．

教
育

・
訓

練
災

害
対

応
・

業
務

手
順

の
教

育
・

訓
練

の
実

施
緊

急
連

絡
に

つ
い

て
教

育
・

訓
練

を
実

施
し

て
い

る
0.

96
1.

14

II ．
具

体
的

施
策

情
報

分
析

I ．
方

針
・

計
画

情
報

共
有

II ．
具

体
的

施
策

事
案

処
理

事
案

処
理

II ．
具

体
的

施
策

情
報

作
戦

計
画

策
定

I ．
方

針
・

計
画

II ．
具

体
的

施
策

IV
．

点
検

・
見

直
し

情
報

収
集

組
織

機
能

論
実

効
性

評
価

表

分
類
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「支払」を除外した．以上を踏ま

え，機能ごとに実効性レベル値の平

均値を算出した． 

以上のことから，「指揮調整」，「渉

外・広報」，「資源管理」，「庶務・財務」

「事案処理」，「情報作戦」，「教育・訓

練」，「点検・見直し」の 8 つのカテゴ

リーで，対象範囲と位置付けの 2 軸

によるレベル値を用いて，基礎自治

体における災害廃棄物対策の実効性

を評価するものとした．図 4-4 に本

研究における回答基礎自治体の平均

レベル値による災害廃棄物対策の実

効性評価結果を示す． 

これより，今回の回答基礎自治体では，「事案処理」の実効性が高く示されている一方で，

「庶務財務」，「教育・訓練」および「点検・見直し」は低い結果となったことがわかる．こ

のため，本アンケートを回答したほぼ全ての基礎自治体が処理計画を策定済みであること

から，回答自治体においては，災害廃棄物対応に係る「事案処理」の検討は充実していると

評価できよう．しかしながら，資金調達，契約の「庶務財務」，職員の「教育・訓練」およ

び処理計画の「点検・見直し」に係る検討や取組みが不十分である自治体が多いといえよう．

このため，災害廃棄物対策における実効性を向上させるためには，「教育・訓練」および処

理計画の「点検・見直し」を実施することにより，災害廃棄物対策における PDCA サイクル

を回していくことが求められる． 

また，環境省中部地方環境事務所は，中部ブロック内の基礎自治体における処理計画に含

まれる記載事項を，災害前に係る事項と災害後に係る事項に分けて整理している 12)．木村

ら 6)は，環境省，廃棄物資源循環学会が作成した指針等における記載事項を調査し，処理計

画に記載すべき事項を整理している．これらの記載事項において，「事案処理」に係る事項

は記載されているが，「庶務・財務」に係る事項については十分に記載されているとは言い

難い．すなわち，基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を向上するためには，「庶務

財務」に係る事項について具体的に検討することが必要不可欠であるといえよう．具体的な

検討内容は，基礎自治体においては，自自治体の被害想定を踏まえた，発災直後から当面必

要となる災害廃棄物対策費の概算が考えられる．また，発災後，国の補助金が支払われるま

では被災自治体において災害廃棄物対策費用を確保しなければならないことから，概算費

用の検討結果は事前に財務部局に伝え，年度末の災害においても財源を確保できる手段を

検討・調整しておくことが望ましい．次に，国においては，災害廃棄物対策指針に財務部局

との調整の必要性や補助金交付までの財源確保に係る具体的な方法の記載が無いことから，

図 4-4 基礎自治体の組織機能論的実効性評価 
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基礎自治体への指導においては，技術的な指導に加え，「庶務財務」の重要性を認識する必

要があるといえよう． 

 

４．４．３． 基礎自治体の属性と実効性評価に関する考察 

 

４．４．３．１． 県別および処理計画の有無別の実効性評価に関する考察 

 

アンケート調査対象の 3 県の災害廃棄物対策に対する実効性評価を図 4-5 に示す．これ

より，三重県の基礎自治体の実効性評価結果が高いことがわかる．三重県においては，県お

よび市町における処理計画の策定は完了している．しかしながら，三重県では，計画の策定

を最終目的とするのではなく処理計画の実効性を高めることを目的とし，その取り組みの

一つとして，県主導で災害廃棄物処理スペシャリスト人材育成講座を 2016 年度から実施し

ている15)．本取り組みは，県および市町・一部事務組合・広域連合の職員を対象とし，演習

や実地研修により，災害廃棄物処理に係る様々な課題を解決できる能力を有する人材を育

成することで，県全体としての災害対応力向上を目的とするものである16)．これにより，「庶

務・財務」を除くすべてのカテゴリーにおいて実効性が高い評価につながったと考えられる．

「事案処理」，「情報作戦」，「教育・訓練」，「点検・見直し」，「渉外・広報」のカテゴリーに

おいて，愛知県は他の 2 県と比べて実効性の評価が高くない結果となっている．これは，静

岡県が昭和 53 年の大規模地震対策特別措置法により東海地震対策を推進してきたことや，

愛知県からの回答基礎自治体には処理計画未策定の基礎自治体が 25%含まれており，処理

計画策定済みの自治体に比べ未策定の自治体のレベル値の平均値が 0.47 倍であったことが

一因であると考えられる．また，処理計画の有無別の組織機能論的実効性評価結果を図 4-6

に示す．組織機能論的観点から比べると，図 4-6より，処理計画を未策定の自治体に比べ，
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図 4-5 県別の組織機能論的実効性評価 
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策定済みの自治体の実効性レベル値が概ね高いことが分かった．すなわち，まずは処理計画

を策定していなければ，災害廃棄物対策の実効性評価は大きくならないといえよう．「庶務・

財務」のうち，「契約」においては，静岡県の実効性評価が大きくなっている．これは，静

岡県の処理計画において，委託契約の方法やフローを整理している17)ことによると考えられ

る． 

 

 

４．４．３．２． 教育・訓練および処理計画の点検・見直しの取組状況と実効性

評価に関する考察 

 

図 4-7および図 4-8に「教育・訓練」ならびに処理計画の「点検・見直し」の評価結果か

らみた組織機能論的カテゴリーの実効性評価結果を示す．「教育・訓練」に対する評価結果

が 2.0 以上の基礎自治体においては，すべてのカテゴリーの評価結果が高くなっており，災

害廃棄物対策の実効性が高いといえよう．しかしながら，「庶務・財務」における「契約」

については，「教訓・訓練」の評価結果に関わらず実効性評価が低くなっている．廃棄物の

処理及び清掃に関する法律及び災害対策基本法の一部を改正する法律18)において，災害時の

廃棄物処理施設の迅速な新設または柔軟な活用のための手続きの簡素化や災害廃棄物の処

理を代行することができることなどの措置を規定している．しかしながら，基礎自治体にお

ける災害廃棄物対策の実効性向上のためには，災害時の契約や手続き，あるいは災害査定業

務などの災害廃棄物対策に取組むことが重要であるといえる． 

また，「点検・見直し」の評価が大きくなると，すべてのカテゴリーの実効性評価が向上

していることがわかる．特に，「情報分析」，「資金調達」，「事案処理」の項目においては，

その実効性評価が顕著に大きくなる傾向がみられる．したがって，災害廃棄物対策の実効性

を確保するためには，点検・見直しが必要不可欠であり，かつ，点検・見直しにより，災害
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図 4-7 教育・訓練と組織機能論的実効性評価 
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時における実務業務の対応力向上に資するといえよう． 

以上のことから，本章では基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を「指揮調整」，

「渉外・広報」，「資源管理」，「庶務・財務」，「事案処理」，「情報作戦」，「教育・訓練」，「点

検・見直し」の 8 つのカテゴリーから評価する手法を導出した．その結果，それぞれの基礎

自治体において，災害廃棄物対策の実効性向上に必要となる取組みや施策を明らかにする

ことできることを示しえた．一方で，本評価表における各設問項目では，対策の実施や計画

への記載の有無といった選択肢から選ぶものが多いため，記載内容の質の評価においては

不確実性がある．このため，基礎自治体が自己評価に本評価表を用いる場合は，自自治体の

対策の実施状況や財政状況等を踏まえ，本評価表をカスタマイズすることが望ましい．今後

は，災害対応前後での実効性評価手法の検証や，災害廃棄物対策と実効性評価との関連につ

いて明らかにしていくことが必要である． 

 

 

４．５． 結論 
 

本研究では，「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表に基づき，基礎自治体におけ

る災害廃棄物対策の実効性を評価する手法を，東海 3 県の基礎自治体を対象としたアンケ

ート調査により検討した．その結果，得られた知見を以下に記す． 

1） 「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表に基づき，基礎自治体における災害廃

棄物対策の実効性評価表を構築した．さらに，「指揮調整」，「渉外・広報」，「資源管

理」，「庶務・財務」，「事案処理」，「情報作戦」，「教育・訓練」，「点検・見直し」の 8

つのカテゴリーから災害廃棄物対策の実効性を評価する手法を導出した． 

2） 回答基礎自治体においては，災害廃棄物対応に係る「事案処理」の検討は充実してい

るといえた．そのうえで，災害廃棄物対策の実効性を担保するためには，処理計画策

定のみならず，処理計画の点検・見直し，教育・訓練が必要不可欠であることを指摘

した． 

3） 我が国の災害廃棄物対策において，基礎自治体の実効性を向上するためには，「庶務

財務」に係る事項について具体的に検討することが必要不可欠であるといえた． 

4） 災害廃棄物対策に対する実効性評価手法により，実効性の向上のために基礎自治体

の必要となる対策や施策を明らかにすることができうることを示しえた． 
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第５章 自治体における職員の当事者意識と災害廃棄物対策の実効性評価との関係に

関する検討 

 

 

５．１． 本章の目的 
 

第２章および第３章において，処理計画に携わる自治体職員を対象として実施したアン

ケート調査結果を用い，因子分析と共分散構造分析により，社会心理学的な観点から災害廃

棄物対策と当事者意識の関係を明らかにした．また，第４章において，経営システム工学の

観点から自治体における災害廃棄物対策の実効性評価手法を確立することを目的とし，内

閣府「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表1)に基づき，自治体における災害廃棄物

対策の実効性評価表を構築した．さらに，組織機能論の観点から自治体における災害廃棄物

対策の実効性を評価する手法を導出した． 

このため本章では，まず，前章までで明らかにした災害廃棄物対策への自治体職員の当事

者意識に係る心理構造と自治体における災害廃棄物対策の実効性を評価する手法の検証を

行う．心理構造における一般性と実効性評価手法における他の地域への適応可能性を確認

したうえで，社会心理学的アプローチによる災害廃棄物に係る当事者意識と経営システム

工学的アプローチによる災害廃棄物対策の実効性評価について，定性的かつ定量的解析に

基づき，基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を向上するための学術的モデルを導

出し，当事者意識の重要性を科学的に明らかにすることを目的とする． 

 

 

５．２． アンケート調査の概要 
 

５．２．１． 調査対象 

 
本研究においては，亀田ら2) 3)が作成した 2 種類の調査票を基に，アンケート調査を実施

した。災害廃棄物対策に係る当事者意識に係るアンケート調査 2)（以下，「当事者意識アン

ケート」という。）は処理計画作成に携わる職員個人を調査対象とし，実効性に係るアンケ

ート調査 3)（以下，「実効性アンケート」という。）は自治体組織を対象とした。 

調査対象地域は，南海トラフ地震防災対策推進地域指定市町村および当該市町村を管轄

する府県とした。なお、令和元年房総半島台風および令和元年東日本台風に伴う災害に係る

災害救助法の適応自治体および当該台風による被害の大きい都県における自治体は除外し

た。 

本調査の対象地域である南海トラフ地震防災対策推進地域における災害廃棄物対策の取

組みについて述べる．本地域は，南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
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置法法第 4 条の規定に基づく南海トラフ地震防災対策推進基本計画により，処理計画の策

定率について具体的な目標およびその達成の期間を定め取組みがなされている4)．南海トラ

フ地震防災対策推進地域における処理計画の策定率は，2018 年度末時点で 44%であり，同

年度における全国の平均策定率 28%を上回っている5)．すなわち，本調査での対象地域は，

災害廃棄物対策に積極的に取り組んでいる地域であるといえる． 

 

５．２．２． 調査方法 

 

本調査では，先行研究 2)から一部修正した当事者意識アンケート調査票と災害廃棄物対策

に係る実効性評価表 3)を用いてアンケート調査を行った．当事者意識アンケート調査票にお

ける修正点は，先行調査で潜在的因子との関連を認められなかった，個人としての被災経験

についての属性情報と，脅威に係る質問を削除した点である．修正した当事者意識アンケー

ト調査票の構成を表 5-1に示す． 

本調査では，2019 年 11 月 25 日に，当事者意識アンケート調査票および実効性評価表を

それぞれの基礎自治体の担当課宛に郵送で送付し，FAX またはメールで回答票を提出して

いただくよう依頼した．また，調査票および回答票は Web からダウンロードできるように

した．回答期間は 2019 年 12 月 20 日までとした． 

 

５．３． アンケート調査結果と考察 
 

５．３．１． 回答者の属性 

 

対象とした 24 都県 598 市町村のうち，当事者意識アンケートでは 204 自治体 328 人から

回答があり，実効性アンケートでは 209 自治体から回答があった．当事者意識アンケートお

よび実効性アンケートの両方に回答した自治体は 198自治体，322人であった．本調査では，

当事者意識アンケートおよび実効性アンケートの両方に回答した自治体とその職員，すな

わち，198 自治体および 322 人を調査対象とした． 

回答者の特徴について述べる．まず，廃棄物行政に従事した期間の分布を図 5-1 に示す．

廃棄物行政が 1 年目の回答者は 112 名で全体の 34.8%，2 年目の回答者は 56 名で全体の

17.4%，3 年目の回答者は 51 名で全体の 15.8%であったことから，本アンケートの回答者は，

先行調査と同様に，廃棄物行政の経験の浅い担当者が半分以上を占めていた．その一方で，

10 年目から 14 年目の回答者は 11 名で全体の 3.4%であり，15 年目以上の回答者は 9 名で全

体の 4.7%であったことから，10 年目以上のベテランの回答者が 8.1%を占めていた． 

個人または自治体としての災害経験の有無を図 5-2 に示す．被災自治体として災害廃棄

物対応を経験したことがある回答者は 26.4%であり，すなわち回答者においては 4 人に 1 人

は災害対応を経験していた．災害対応に派遣された経験のある回答者は 17.4%であった． 
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A-1 自治体名

A-2 廃棄物行政に従事した期間

A-3 被災自治体として災害廃棄物対応をした経験の有無

A-4 災害対応に派遣された経験の有無

A-5 災害廃棄物対策に係るセミナー・講習の受講回数

A-6 災害廃棄物対策に係る訓練・ワークショップの参加回数

以下のB-1からB-15の評定を依頼

B-1 発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定  (改定)に係る業務

B-2 災害廃棄物発生量の推計に係る業務

B-3 分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務

B-4 仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務

B-5 有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策

B-6 災害廃棄物の収集、運搬に係る業務

B-7 発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務

B-8 災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務

B-9 発災後の国庫補助に係る業務

B-10 災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る業務

B-11 災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成

B-12 あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性

B-13 あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定

B-14 地域防災活動等の地域コミュニティへの参加

B-15 日頃のごみの分別

知っている 知らない

関心がある 関心がない

効力感がある 効力感がない

当事者意識がある 当事者意識がない

A.個人属性に係る質問

B.災害廃棄物対策に係る質問

設問B

選択肢

と

て

も

少

し

ど

ち

ら

で

も

な

い

ほ

と

ん

ど

全

く

表 5-1 調査票の構成 
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人材育成に係るセミナー・講習および訓練・ワークショップ（以下，「WS」という．）の 

参加回数を図 5-3 に示す．この結果，セミナー・講習の受講経験のある回答者は全体の 67.1%

であり，受講経験のない回答者は全体の 30.4%であった．訓練・WS の参加経験がある回答

者は全体の 59.3%であり，参加経験のない回答者は全体の 38.2%であった．次に，セミナー・

講習および訓練・WS の受講経験をおよび図 5-4 に示す．この結果，セミナー・講習と訓練・

WS を共に受講経験のある回答者は全体の 47.8%であり，共にない回答者は全体の 21.7%で

あった．このことから，訓練・WS の受講経験のある回答者の大半はセミナー・講習の受講
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20%
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40%

50%

回
答

者
割
合

図 5-1 廃棄物行政に従事した期間（A-2） 
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被災自治体として災害廃棄物対応をした経験の有無（A-3）
災害対応に派遣された経験の有無（A-4）

図 5-2 個人または自治体としての災害経験 
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セミナー・講習の受講回数（A-5）
訓練・ワークショップの参加回数（A-6）

図 5-3 セミナー・講習，訓練・WS の

参加回数 
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図 5-4 セミナー・講習，訓練・WS の

受講状況 
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訓練・WSの未経験者

図 5-5 人材育成講習未経験者と 
廃棄物行政に従事した期間の関係 
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南海トラフ地震防災対策

推進地域

南海トラフ地震津波避

難対策特別強化地域

図 5-6 災害廃棄物処理計画策定状況 

70



経験があった．人材育成講習未経験者の内訳を廃棄物行政に従事した期間で整理し図 5-5に

示す．この結果，人材育成講習未経験者のうち，半数近くが廃棄物行政 1 年目の回答者であ

った．廃棄物行政 2 年目の回答者において人材育成講習未経験者が約 15%に減少している

ことから，本調査の回答期限が年末であったことを踏まえると，災害廃棄物対策に係る人材

育成講習は年度末に集中していると推察される．我が国における水害は夏季に集中してい

ることから，講習の実施時期を見直す必要があろう．また，図 5-5から，人材育成講習未経

験者のうち，廃棄物行政 2 年目以降の割合に大きな変化がないことがわかる．このことか

ら，訓練・WS の受講経験のある回答者の大半はセミナー・講習の受講経験があったことも

踏まえると，災害廃棄物対策に係る人材育成講習について，自治体における機会格差あるい

は取組み格差があるものと推察される． 

処理計画の策定状況を図 5-6 に示す．この結果，南海トラフ地震防災対策推進地域におい

ては，144 自治体が策定済みであり，策定率は 72.7%であった．南海トラフ地震防災対策推

進地域のうち南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域においては，39 自治体が策定済み

であり，策定率は 92.9%であった．これら策定率は，2019 年末時点で，全国の市町村におけ

る平均策定率の 52%を上回っている6)．すなわち，本調査での回答自治体は，災害廃棄物対

策に積極的に取り組んでいたといえる． 

 

 

５．３．２． 災害廃棄物対策における自治体職員の当事者意識に係る因子の要因分析 

 

本項では，本調査の全回答者（N=328）を対象に，災害廃棄物対策に係る潜在的因子を抽

出し，その相関を明らかにする． 

 

５．３．２．１． 潜在的因子の抽出結果とその相関 
 

災害廃棄物対策に係る各設問における尺度得点平均とその分散を表 5-2 に示す．ここで

は，例えば「知識」の評価軸であれば，「とても知っている」を 5 点，「全く知らない」を 1

点とし，5 段階の点数で各設問における尺度得点平均とその分散を算出した．この結果，尺

度得点平均が 4 点を超える設問も多く，尺度得点のデータは正規分布でないことがわかる． 

本調査では，有効回答（N=328）を用いて，探索的因子分析を実施した．データの分析に

は統計パッケージ SPSS Version25 を用いた．欠損値はペアワイズ除去法により処理した． 

初期解における固有値の減衰状況や因子の解釈可能性を考慮したうえで，複数の因子に

負荷する項目やどの因子にも負荷しない項目をモニターしながら最尤法，Promax 回転によ

る因子分析を繰り返し行った．その結果，因子負荷量 0.5 を目安とし，充分な因子負荷量を

示さなかった項目を除外し，因子を抽出した． 

Promax 回転による因子分析により得られた因子パターンと因子間相関を表 5-3 に示す． 
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知識 関心 効力感 当事者意識

平均値 4.04 4.35 3.65 4.45
標準偏差 1.02 0.80 0.95 0.75
度数 317 318 317 318
平均値 3.91 4.25 3.68 4.36
標準偏差 1.12 0.86 0.99 0.83
度数 317 318 317 319
平均値 3.88 4.31 3.65 4.33
標準偏差 1.06 0.78 0.97 0.80
度数 317 302 316 319
平均値 4.20 4.51 3.83 4.44
標準偏差 0.94 0.72 1.05 0.81
度数 318 319 318 320
平均値 3.77 4.33 3.54 4.25
標準偏差 1.09 0.79 1.09 0.86
度数 317 319 317 319
平均値 4.12 4.41 3.77 4.34
標準偏差 0.90 0.75 1.01 0.84
度数 318 319 318 320
平均値 3.98 4.38 3.67 4.29
標準偏差 1.00 0.75 1.02 0.84
度数 318 319 318 319
平均値 3.99 4.30 3.72 4.28
標準偏差 0.99 0.79 0.99 0.86
度数 318 319 318 320
平均値 3.62 4.26 3.65 4.19
標準偏差 1.28 0.86 1.12 0.94
度数 311 311 309 310
平均値 4.17 4.37 3.82 4.34
標準偏差 1.02 0.83 1.04 0.86
度数 310 311 310 312
平均値 3.98 4.19 3.63 4.11
標準偏差 1.02 0.93 1.04 0.94
度数 310 311 310 312
平均値 3.93 3.99 3.43 3.76
標準偏差 0.91 0.86 0.99 1.02
度数 310 310 311 309
平均値 3.84 4.19 3.45 3.94
標準偏差 0.96 0.79 0.97 0.95
度数 310 311 310 311
平均値 3.35 3.69 3.31 3.53
標準偏差 1.16 0.96 1.00 1.07
度数 317 318 318 318
平均値 4.80 4.70 4.47 4.71
標準偏差 0.45 0.59 0.79 0.60
度数 319 319 318 320

発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定

(改定)に係る業務
B-1

B-2 災害廃棄物発生量の推計に係る業務

B-3 分別、処理、最終処分、再資源化等の災
害廃棄物処理フロー作成業務

B-4 仮置場の選定、設置、管理、運営に係る
業務

災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る

業務

B-5 有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の
対策

B-6 災害廃棄物の収集、運搬に係る業務

B-7 発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿へ
の対応に係る業務

B-14 地域防災活動等の地域コミュニティへの
参加

B-15 日頃のごみの分別

項目

B-11 災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や
演習・訓練等の人材育成

B-12 あなたの職場の自治体における地勢・気
候、人口構造、産業構造等の地域特性

B-13 あなたの職場の自治体の地域防災計画に
おける被害想定

B-8 災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る
業務

B-9 発災後の国庫補助に係る業務

B-10

表 5-2 各項目別平均得点とその分散 

72



 表 5-3 Promax 回転後の災害廃棄物対策に係る因子構造行列（その 1） 
【評価軸】項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 第6因子 共通性1 共通性2

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.961 0.030 -0.025 -0.007 0.004 0.034 -0.011 -0.204

【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.892 -0.097 0.062 -0.015 -0.032 0.023 0.001 0.032

【関心】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.877 -0.030 -0.029 0.009 0.006 0.126 -0.172 -0.081

【関心】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.854 0.099 -0.089 -0.022 -0.048 0.030 0.069 -0.008

【関心】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.841 0.034 0.045 -0.046 0.183 -0.073 -0.112 0.064

【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.840 0.011 0.055 0.083 -0.141 0.002 0.054 -0.039

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.831 0.026 -0.039 0.032 0.057 -0.079 -0.005 0.027

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.822 -0.020 0.044 -0.004 -0.058 -0.052 -0.001 0.106

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.720 -0.007 0.005 0.011 -0.125 0.136 0.010 0.344

【関心】発災後の国庫補助に係る業務 0.684 -0.014 0.039 -0.086 -0.030 0.159 0.087 0.198

【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.618 0.099 0.014 -0.028 0.152 -0.006 0.199 0.075

【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.617 0.088 -0.046 -0.082 -0.007 0.102 0.452 0.016

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.614 0.059 0.050 0.027 0.025 -0.155 0.438 0.036

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.594 0.078 0.032 0.028 0.053 0.063 0.384 -0.218

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.576 0.009 0.006 0.070 0.028 -0.010 0.465 0.058

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.535 -0.009 -0.053 0.054 -0.038 0.059 0.261 0.464

【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 0.489 -0.003 0.077 -0.132 0.072 0.174 0.347 0.170

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.489 0.071 0.037 0.132 0.037 -0.097 0.363 0.120

【効力感】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.066 0.897 0.012 -0.008 -0.012 -0.047 0.003 -0.023

【効力感】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.043 0.887 -0.053 0.055 -0.008 0.060 -0.044 -0.081

【効力感】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.059 0.881 0.042 -0.043 -0.039 0.013 0.101 -0.212

【効力感】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.010 0.877 -0.043 -0.053 -0.009 0.012 0.121 -0.006

【効力感】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 -0.031 0.855 0.060 0.014 -0.124 -0.095 0.113 0.036

【効力感】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.034 0.817 0.095 0.056 0.074 -0.137 -0.073 0.092

【効力感】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.079 0.809 0.032 0.008 0.021 -0.139 -0.002 0.061

【効力感】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.174 0.777 0.062 -0.066 -0.031 -0.147 -0.002 0.065

【効力感】発災後の国庫補助に係る業務 -0.007 0.738 0.053 -0.089 -0.084 0.120 0.040 0.068

【効力感】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.165 0.687 -0.125 0.048 0.120 0.273 0.008 0.125

【効力感】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.065 0.642 0.051 0.052 -0.143 0.050 -0.079 0.405

【効力感】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.041 0.552 0.091 -0.009 0.092 0.028 -0.074 0.236

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 -0.004 0.013 0.866 0.080 -0.033 0.050 0.076 -0.194

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.008 -0.032 0.842 -0.014 -0.007 0.016 0.075 0.000

【知識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.032 0.038 0.828 0.020 -0.013 0.113 -0.142 -0.141

【知識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 -0.100 0.090 0.811 -0.057 0.040 -0.042 0.096 -0.060

【知識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.057 0.045 0.789 0.021 0.086 -0.070 -0.096 0.100

【知識】発災後の国庫補助に係る業務 -0.034 0.011 0.779 -0.103 0.034 0.087 -0.059 0.011

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.020 0.031 0.766 0.081 -0.117 0.063 0.145 -0.109

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.080 0.025 0.749 -0.015 0.061 -0.122 0.002 0.110

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.073 -0.021 0.706 0.063 -0.086 0.014 -0.028 0.364

【知識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.058 -0.031 0.701 0.010 0.064 -0.103 0.018 0.162

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.119 0.051 0.691 0.032 0.086 -0.089 -0.032 0.030

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.068 -0.030 0.571 -0.088 0.072 0.178 0.012 0.200

【当事者意識】日頃のごみの分別 0.050 -0.130 -0.061 0.880 0.077 -0.023 0.126 0.045

【関心】日頃のごみの分別 0.123 -0.061 -0.021 0.795 0.054 0.052 -0.059 -0.004

【知識】日頃のごみの分別 0.039 -0.077 0.140 0.710 -0.123 0.042 0.045 0.040

【効力感】日頃のごみの分別 -0.122 0.313 -0.076 0.704 0.006 0.035 -0.092 0.038

【当事者意識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.047 -0.089 -0.054 -0.014 0.862 0.055 0.143 -0.040

【関心】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.210 -0.080 -0.004 0.022 0.854 -0.077 -0.020 -0.017

【効力感】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.199 0.476 -0.060 0.029 0.572 0.137 -0.031 -0.066

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.164 -0.083 0.388 -0.002 0.567 0.099 -0.066 -0.136

【当事者意識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.121 -0.142 -0.051 0.027 0.148 0.681 0.093 0.104

【効力感】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.128 0.455 -0.059 0.046 0.014 0.662 -0.085 0.038

【関心】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.355 -0.109 -0.036 0.041 0.009 0.650 -0.049 -0.051

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.073 -0.062 0.437 -0.013 -0.060 0.527 -0.006 0.070

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.451 0.550 0.519 0.332 0.315
第2因子 － 0.495 0.320 0.272 0.359
第3因子 － 0.271 0.176 0.233
第4因子 － 0.215 0.253
第5因子 － 0.487
第6因子 －
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表 5-4 関心の観測変数を除いた Promax 回転後の災害廃棄物対策に係る因子構造行列 
【評価軸】項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 第6因子 共通性1

【効力感】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.896 0.023 0.031 0.008 0.005 -0.055 0.010

【効力感】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.880 0.037 0.144 -0.042 -0.005 -0.031 -0.201

【効力感】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.877 -0.051 0.024 0.066 -0.008 0.052 -0.067

【効力感】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.873 -0.050 0.107 -0.065 0.012 -0.003 -0.014

【効力感】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.851 0.043 0.075 -0.012 -0.114 -0.098 0.038

【効力感】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.811 0.099 -0.020 0.064 0.059 -0.125 0.123

【効力感】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.807 0.041 0.044 0.018 0.025 -0.138 0.105

【効力感】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.774 0.085 0.104 -0.039 -0.039 -0.126 0.103

【効力感】発災後の国庫補助に係る業務 0.735 0.057 0.026 -0.088 -0.076 0.109 0.039

【効力感】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 0.671 -0.136 -0.107 0.019 0.106 0.299 0.091

【効力感】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.629 0.055 -0.013 0.049 -0.165 0.069 0.451

【効力感】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.537 0.094 -0.027 -0.016 0.086 0.040 0.310

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.014 0.856 0.058 0.083 -0.013 0.020 -0.192

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.032 0.843 0.033 -0.023 0.000 0.030 -0.025

【知識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.032 0.835 -0.069 0.046 -0.018 0.098 -0.105

【知識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.096 0.809 -0.031 -0.068 0.074 -0.056 -0.091

【知識】発災後の国庫補助に係る業務 0.020 0.804 -0.113 -0.078 0.072 0.045 -0.001

【知識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.041 0.801 -0.027 0.034 0.061 -0.048 0.112

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.024 0.763 0.038 -0.004 0.038 -0.079 0.106

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.021 0.741 0.175 0.050 -0.127 0.070 -0.132

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.054 0.718 0.029 0.059 0.087 -0.078 0.050

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 -0.026 0.712 0.048 0.047 -0.105 0.038 0.337

【知識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 -0.036 0.701 0.070 -0.006 0.051 -0.083 0.164

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.009 0.563 -0.049 -0.095 0.072 0.165 0.150

【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.078 -0.054 0.887 -0.088 -0.019 0.089 0.025

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.071 0.048 0.862 0.004 -0.118 0.031 0.010

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.056 0.043 0.854 0.029 -0.006 -0.137 0.049

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.005 -0.005 0.850 0.060 0.010 -0.005 0.056

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.074 0.018 0.847 0.033 0.049 0.018 -0.196

【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.082 0.012 0.725 -0.011 0.090 0.008 0.132

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.063 0.024 0.706 0.117 -0.010 -0.064 0.133

【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 -0.011 0.073 0.702 -0.131 0.055 0.151 0.164

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 -0.026 -0.060 0.665 0.040 -0.078 0.072 0.516

【当事者意識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.062 -0.067 0.629 0.007 0.070 0.163 -0.041

【当事者意識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 -0.039 0.095 0.490 -0.081 0.153 0.039 0.348

【当事者意識】日頃のごみの分別 -0.127 -0.075 0.145 0.862 0.062 -0.007 0.009

【関心】日頃のごみの分別 -0.057 0.002 0.027 0.830 0.065 0.030 0.002

【効力感】日頃のごみの分別 0.312 -0.066 -0.205 0.719 0.013 0.047 0.021

【知識】日頃のごみの分別 -0.075 0.145 0.053 0.711 -0.113 0.034 0.007

【関心】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.059 0.025 0.115 0.069 0.885 -0.136 0.056

【当事者意識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.080 -0.075 0.189 -0.032 0.841 0.043 -0.031

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.076 0.384 -0.160 -0.013 0.586 0.070 -0.149

【効力感】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.475 -0.074 -0.160 0.010 0.559 0.148 -0.076

【効力感】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.412 -0.062 -0.141 0.032 -0.032 0.732 0.025

【当事者意識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.183 -0.063 0.231 0.006 0.092 0.726 0.094

【関心】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.133 0.002 0.240 0.096 0.010 0.607 0.025

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.091 0.434 -0.031 -0.034 -0.095 0.569 0.028

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.492 0.460 0.321 0.247 0.390
第2因子 － 0.535 0.281 0.162 0.241
第3因子 － 0.509 0.371 0.360
第4因子 － 0.213 0.260
第5因子 － 0.522
第6因子 －

74



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 因子から第 6 因子については，観測変数の因子負荷量が 1 つの因子についてのみその

絶対値が大きくなっているが，第 1 因子については，設問の評価軸を当事者意識とする観測

変数の因子負荷量が 2 つの因子についてその絶対値が大きくなっている．ことから，因子構

造が単純構造ではないことがわかる．また，6 つの潜在的因子の下位尺度点数における

Cronbach の α 係数を算出した．その結果，すべての潜在的因子の α 係数は 0.8 以上であった

ため，尺度の内的整合性が高いといえた．なお，Cronbach の α 係数は，α > 0.700 になると，

高い信頼性があると判断される7）． 

次に，災害廃棄物対策業務に係る観測変数のうち評価軸を関心とする観測変数を除き，

Promax 回転による因子分析により得られた因子パターンと因子間相関を表 5-4 に示す．観

測変数の因子負荷量は，1 つの因子についてのみ，その絶対値が大きくなっていることから，

因子構造が単純構造となっていることがわかる．なお，2 つの潜在的因子の下位尺度点数の

α 係数を算出した．その結果，すべての潜在的因子の α 係数は 0.8 以上であったため，尺度

の内的整合性が高いといえた．潜在的因子を構成する項目や項目の評価軸を踏まえ，表 5-4

で得られた 6 つの潜在的因子について，「効力感因子」，「当事者意識因子」，「知識因子」，

「地域コミュニティ因子」，「ごみ分別因子」および「地域特性因子」とそれぞれ命名した． 

評価軸を当事者意識と関心とする観測変数のみを用い，Promax 回転による因子分析によ

り得られた因子パターンと因子間相関を表 5-5 に示す．観測変数の因子負荷量は，1 つの因

子についてのみ，その絶対値が大きくなっていることから，因子構造が単純構造となってい  

【評価軸】項目 第1因子 第2因子

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.953 -0.062

【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.829 0.065

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.807 0.109

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.803 0.066

【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 0.781 0.024

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.774 0.131

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.741 0.110

【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.707 0.172

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.615 0.221

【当事者意識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.498 0.232

【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.020 0.882

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.006 0.847

【関心】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 -0.026 0.837

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.042 0.817

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.149 0.766

【関心】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.144 0.742

【関心】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.201 0.687

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.190 0.668

【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.262 0.651

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.799
第2因子 －

表 5-5 当事者意識・関心の観測変数のみを用いた 
Promax 回転後の災害廃棄物対策に係る因子構造行列 
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図 5-7 災害廃棄物対策に係る効力感からみた因子得点の関係 
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図 5-8 災害廃棄物対策に係る当事者意識からみた因子得点の関係 
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図 5-9 災害廃棄物対策に係る知識からみた因子得点の関係 
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図 5-10 地域コミュニティからみた因子得点の関係 
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図 5-11 日頃のごみ分別からみた因子得点の関係 
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図 5-12 地域特性からみた因子得点の関係 
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ることがわかる．なお，2 つの潜在

的因子の下位尺度点数の α 係数を

算出した．その結果，  

2 つの潜在的因子の α 係数は 0.9

以上であったため，尺度の内的整

合性が高いといえた．潜在的因子

を構成する項目の評価軸を踏ま

え，表 5-5 で得られた 2 つの潜在

的因子について，「関心因子_2 因

子」および「当事者意識因子_2 因

子」とそれぞれ命名した．このこ

とから，本調査における処理計画策定に携わる自治体職員においては，先行研究 2)と同様の

7 つの心理的要素があるといえよう．ここで，表 5-5 から，これら 2 因子の因子間相関行列

の値が 0.799 と大きく，また，表 5-3 から，評価軸を当事者意識と関心とする観測変数を含

めて因子分析を行った結果において，当事者意識に係る観測変数と関心に係る観測変数が

一つの因子として抽出されたことから，本調査の回答者においては，災害廃棄物対策に係る

当事者意識と関心は類似した性質があるものと推察される． 

次に，表 5-4 で得られた 6 つの潜在的因子ついての相関を検討した．ここで，算出した各

潜在的因子の因子得点間の関係を図 5-7から図 5-12 に示す． 

これら因子得点を用い，6 つの潜在的因子に対する pearson の相関係数による相関パス図

を図 5-13に示す．「当事者意識因子」と 0.5 以上の相関がある因子は「知識因子」および「ご

み分別因子」であった．すなわち，「知識因子」および「ごみ分別因子」の因子得点が大き

い傾向にあるといえる． 

 

５．３．２．２． アンケート回答者の個人属性による影響 
 

ここでは，災害廃棄物対策に係る潜在的因子に対する回答者の個人属性の影響を検討す

る．なお，因子得点は欠損がある回答者については算出されない．このため，各因子におけ

る因子得点のデータ数は，災害廃棄物対策業務に係る観測変数のうち評価軸を関心とする

観測変数を除き抽出した 6 因子については N=286，評価軸を当事者意識と関心とする観測

変数のみを用い抽出した 2 因子については N=290 であった． 

 

（１） 廃棄物行政への従事期間および自治体のハザードの差による因子得点の差

異に関する考察 
 

廃棄物行政への従事期間の差，すなわち 3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者による因 

図 5-13 災害廃棄物対策に係る潜在的因子に対す

る pearson の相関係数による相関パス図 
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0.5660.416
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0.270
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図 5-14 廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の分布の比較 

あり（N＝134），なし（N＝232） 

80



 

図 5-15 自治体のハザードの差による因子得点の分布の比較 

     ※地域 1：南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域（N=70） 

      地域 2：地域 1 を除く南海トラフ地震防災対策推進地域（N=232） 
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図 5-16 災害廃棄物処理計画の策定状況による因子得点の分布の比較 

あり（N＝203），なし（N＝94） 
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子得点の差を検討した．廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の分布の比較を図 5-

14 に示し，t 検定の結果を表 5-6 に示す．この結果より，「効力感因子」（t=2.00，df=290，

p<0.01）および「知識因子」（t=3.59，df=290，p<0.05）については，廃棄物行政への従事期

間が 3 年以上の自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した．これらのことから，業務を

行うにつれ，災害廃棄物対策に係る知識や効力感を得たものと推察される． 

自治体のハザードによる差，すなわち，南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域と南海

トラフ地震防災対策推進地域における回答者による因子得点の差を検討した．自治体のハ

ザードによる差による因子得点の分布の比較を図 5-15 に示し，t 検定の結果を表 5-6 に示

す．この結果，南海トラフ地震津

波避難対策特別強化地域の自治

体の方が処理計画の策定率が高

かったが，すべての潜在的因子

において統計的に有意な差はみ

られなかった． 

処理計画の策定状況による

差，すなわち，処理計画の策定済

みの自治体と未策定の自治体に

おける回答者による因子得点の

差を検討した．処理計画の策定

状況による差による因子得点の

分布の比較を図5-16に示し，t検

定の結果を表 5-7 に示す．この

表 5-6 廃棄物行政への従事期間および自治体のハザードの差による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD

効力感因子 0.11 0.90 -0.13 1.06 2.00 ** -0.01 1.01 0.00 0.99 -0.08

知識因子 0.20 0.86 -0.21 1.06 3.59 ** 0.09 0.98 -0.04 0.99 0.99

地域コミュニティ因子 -0.03 0.94 0.04 0.97 -0.61 0.06 0.96 -0.01 0.95 0.55

ごみ分別因子 0.01 0.93 0.02 0.89 -0.11 -0.08 0.97 0.05 0.93 -0.97

地域特性因子 -0.08 0.94 0.08 0.90 -1.55 0.00 0.97 0.03 0.91 -0.18

当事者意識因子 0.02 0.98 -0.05 1.00 0.60 0.03 0.88 -0.03 1.02 0.41
当事者意識因子_2因子 0.02 0.96 -0.03 0.96 0.47 0.02 0.91 -0.01 0.98 0.21
関心因子_2因子 0.04 0.95 -0.02 0.95 0.53 0.15 0.87 -0.03 0.98 1.35

*p <0.1, **p <0.05
地域1 ： 南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域

地域2 ： 地域1を除く南海トラフ地震防災対策推進地域

廃棄物行政への従事期間

潜在因子

3年以上 3年未満

t値(N =134) (N =158) (N =70) (N =232)

ハザードの別

地域1 地域2

t値

表 5-7 災害廃棄物処理計画の策定状況による 
因子得点の比較 

M SD M SD

効力感因子 -0.07 0.99 0.24 0.97 -2.17 **

知識因子 -0.03 1.00 0.05 0.95 -0.51

地域コミュニティ因子 0.02 0.96 -0.07 0.94 0.69

ごみ分別因子 -0.05 0.99 0.30 0.65 -3.33 **

地域特性因子 -0.03 0.94 0.23 0.83 -2.00 **

当事者意識因子 -0.07 1.02 0.23 0.85 -2.13 **
当事者意識因子_2因子 -0.06 0.98 0.21 0.84 -1.88 *
関心因子_2因子 -0.03 0.97 0.14 0.92 -1.19

*p <0.1, **p <0.05

(N =203) (N =94)

災害廃棄物処理計画の有無

潜在因子

策定済み 未策定

t値
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結果より，「当事者意識因子」（t=-2.13，df=300，p<0.05）および「当事者意識_2 因子」（t=  

-1.88，df=288，p<0.1）については，処理計画策定済みの自治体職員の方が有意に低い因子得

点を示した．このことから，基礎自治体においては，災害廃棄物対策の目標が処理計画を策

定となっていると推察される．このため，実効性のある災害廃棄物対策のためには当事者意

識が重要であるという本研究の学術的仮定の上では，処理計画の策定後においても自治体

職員の災害廃棄物対策における当事者意識を保ち，人材育成や処理計画の点検・見直しを進

めていくことが必要であると考える． 

 

（２） 災害対応経験および災害派遣経験の差による因子得点の差に関する考察 
 

被災自治体位としての災害対応経験および被災地への災害派遣経験の有無による因子得

点の差を検討した．災害対応経験および災害派遣経験の有無による因子得点の分布の比較

を図 5-17，図 5-18にそれぞれ示し，t 検定の結果を表 5-8 に示す．この結果より，災害廃

棄物対策に係るすべての評価軸の潜在的因子において，災害対応経験のある自治体職員の

方が有意に高い因子得点を示した．被災自治体として災害廃棄物処理や国庫補助への対応

を実施するにあたり，災害廃棄物対策について強制的に学ばなければならない環境の中

で，これらの潜在的因子が醸成されたものと推察される．一方で，災害派遣を経験した自

治体職員においては，経験のない職員と比べ，「知識因子」について有意に高い因子得点

を示したが，「地域特性因子」については有意に低い因子得点を示した．「効力感因子」に

ついては，有意な差はないが，災害派遣を経験した自治体職員の方が低い因子得点を示し

た．これらのことから，災害派遣を経験した自治体職員においては，災害廃棄物対応を実 

体験することで災害廃棄物対応への知識を得る一方で，実災害では化学工場由来の有害物

や危険物，漁港由来の水産業系処理困難物等への対応も求められることから，自自治体の

産業構造等の地域特性への理解について不十分さを感じ，効力感が低下するものと推察さ

れる． 

 

（３） セミナー・講習会および訓練・ワークショップの参加経験の有無による因

子得点の差に関する考察 
 

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習および訓練・WS の受講経験の有無による因子得

点の差を検討した．セミナー・講習および訓練・WS の参加の有無による因子得点の分布

の比較を図 5-19，図 5-20 にそれぞれ示し，t 検定の結果を表 5-8に示す．この結果より，

「ごみ分別因子」および「地域特性因子」を除き，すべての潜在的因子において受講経験

がある自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した． 

図 5-4より，本調査の回答者の 5 割はセミナー・講習と訓練・WS の受講経験がともに

参加経験があった．座学による研修と参加型の研修とでは，得られる効果が異なると仮定 
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図 5-17 被災自治体としての災害対応経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝78），なし（N＝220） 
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図 5-18 災害派遣経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝55），なし（N＝215） 
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し，「セミナー・講習と訓練・WS を共に受講経験のあるグループ」，「セミナー・講習の

み受講経験のあるグループ」，「訓練・WS のみ受講経験のあるグループ」および「共に受

講経験のないグループ」の 4 グループによる因子得点の差を検討した．4 グループの因子

得点の分布の比較を図 5-21 に示し，t 検定の結果を表 5-9 から表 5-11 に示す． 

表 5-11 から，セミナー・講習と訓練・WS の単独の効果について考察する．セミナー・

講習と訓練・WS の共に受講経験のないグループと比較すると，「知識因子」，「当事者意識

因子」，「当事者意識因子_2 因子」および「関心因子_2 因子」については，セミナー・講

習または訓練・WS の受講経験のある自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した．一

方で，「効力感因子」については，訓練・WS の受講経験のある自治体職員において有意に

高い因子得点を示した．このことから，訓練・WS を受講することで，災害廃棄物対策に

係る知識を得ることができ，災害対応を疑似体験することで更に災害対応業務に係る効力

感が大きくなるものと推察される． 

表 5-10 から，共に受講経験のない自治体職員に比べ，共に受講経験のある自治体職員

の潜在的因子における因子得点が高い傾向にあった．セミナーのみ受講経験がある自治体

職員と訓練のみ受講経験のある自治体職員とでは，潜在的因子における因子得点に統計的

な差はみられなかった． 

表 5-9から，セミナー・講習と訓練・WS を併せて受講することの効果について考察す

る．まず，訓練・WS に加えてセミナー・講習を受講する効果について考察する．「知識因

子」および「関心因子_2 因子」については，訓練・WS のみ受講経験のある自治体職員と

比べ，共に受講経験のある自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した．これらのこと

から，訓練・WS に加えてセミナー・講習を受講することで，災害廃棄物対策に係る知識

を習得し，関心が高まると推察される．次に，セミナー・講習に加えて訓練・WS を受講

する効果について考察する．災害廃棄物対策に係るすべての評価軸の潜在的因子におい 

表 5-8 災害対応経験・災害派遣経験による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD

効力感因子 0.51 0.87 -0.16 0.95 5.43 ** -0.08 0.99 0.04 1.01 -0.80

知識因子 0.47 0.73 -0.15 0.98 5.83 ** 0.24 1.09 -0.04 0.95 1.90 *

地域コミュニティ因子 0.12 0.96 -0.04 0.94 1.27 -0.03 0.98 0.02 0.95 -0.33

ごみ分別因子 0.17 0.77 0.00 0.92 1.45 0.14 0.77 0.00 0.96 0.98

地域特性因子 0.19 1.06 -0.03 0.86 1.63 -0.24 1.13 0.09 0.86 -2.07 **

当事者意識因子 0.28 0.76 -0.08 1.00 3.27 ** 0.04 0.87 0.02 1.00 0.11
当事者意識因子_2因子 0.26 0.81 -0.08 0.98 2.84 ** 0.03 0.87 0.04 0.97 -0.09
関心因子_2因子 0.37 0.75 -0.09 0.98 4.15 ** 0.15 0.91 0.02 0.95 0.96

*p <0.1, **p <0.05

自自治体での災害対応経験 災害派遣経験

潜在因子

ある ない

t値
ある ない

t値(N =78) (N =220) (N =55) (N =215)
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図 5-19 セミナー・講習の参加経験による因子得点の分布の比較 

あり（N＝203），なし（N＝94） 
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図 5-20 訓練・WS の参加経験による因子得点の分布の比較 

あり（N＝179），なし（N＝118） 
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図 5-21 セミナー・講習および訓練・WS の参加経験による因子得点の分布の比較 

共にあり（N＝154），ｾﾐﾅｰのみ（N＝49），訓練のみ（N＝25），共になし（N＝70） 
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表 5-9 人材育成に着目した因子得点の比較（その 1） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子 0.14 0.91 -0.21 0.98 2.35 ** 0.14 0.91 0.19 1.11 -0.21
知識因子 0.33 0.72 -0.14 0.95 3.21 ** 0.33 0.72 -0.09 1.13 1.80 *
地域コミュニティ因子 0.06 0.97 0.08 0.95 -0.08 0.06 0.97 -0.01 1.05 0.37
ごみ分別因子 0.14 0.72 0.24 0.60 -0.93 0.14 0.72 0.05 0.84 0.52
地域特性因子 0.03 0.91 0.19 0.89 -1.08 0.03 0.91 0.10 1.00 -0.35
当事者意識因子 0.25 0.78 -0.01 0.89 1.96 * 0.25 0.78 0.22 0.70 0.16
当事者意識因子_2因子 0.14 0.91 -0.21 0.98 2.35 ** 0.14 0.91 0.19 1.11 -0.21
関心因子_2因子 0.33 0.72 -0.14 0.95 3.21 ** 0.33 0.72 -0.09 1.13 1.80 *
*p <0.1, **p <0.05

(N =25)潜在因子

共にあり セミナーのみ

t値
共にあり

(N =154) (N =49) (N =154)
訓練のみ

t値

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

表 5-10 人材育成に着目した因子得点の比較（その 2） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子 0.14 0.91 -0.25 1.08 2.80 ** -0.21 0.98 0.19 1.11 -1.59
知識因子 0.33 0.72 -0.63 1.16 6.40 ** -0.14 0.95 -0.09 1.13 -0.20
地域コミュニティ因子 0.06 0.97 -0.11 0.87 1.30 0.08 0.95 -0.01 1.05 0.37
ごみ分別因子 0.14 0.72 -0.32 1.29 2.81 ** 0.24 0.60 0.05 0.84 1.12
地域特性因子 0.03 0.91 -0.12 0.93 1.14 0.19 0.89 0.10 1.00 0.40
当事者意識因子 0.25 0.78 -0.66 1.22 5.75 ** -0.01 0.89 0.22 0.70 -1.24
当事者意識因子_2因子 0.14 0.91 -0.25 1.08 2.80 ** -0.21 0.98 0.19 1.11 -1.59
関心因子_2因子 0.33 0.72 -0.63 1.16 6.40 ** -0.14 0.95 -0.09 1.13 -0.20
*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

共にあり 共になし

t値
セミナーのみ

(N =154) (N =70) (N =49) (N =25)
訓練のみ

t値

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

表 5-11 人材育成に着目した因子得点の比較（その 3） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子 -0.21 0.98 -0.25 1.08 0.17 0.19 1.11 -0.25 1.08 1.71 *
知識因子 -0.14 0.95 -0.63 1.16 2.43 ** -0.09 1.13 -0.63 1.16 2.01 **
地域コミュニティ因子 0.08 0.95 -0.11 0.87 1.12 -0.01 1.05 -0.11 0.87 0.46
ごみ分別因子 0.24 0.60 -0.32 1.29 3.23 ** 0.05 0.84 -0.32 1.29 1.67 *
地域特性因子 0.19 0.89 -0.12 0.93 1.83 * 0.10 1.00 -0.12 0.93 1.00
当事者意識因子 -0.01 0.89 -0.66 1.22 3.38 ** 0.22 0.70 -0.66 1.22 4.38 **
当事者意識因子_2因子 -0.21 0.98 -0.25 1.08 0.17 0.19 1.11 -0.25 1.08 1.71 *
関心因子_2因子 -0.14 0.95 -0.63 1.16 2.43 ** -0.09 1.13 -0.63 1.16 2.01 **
*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

セミナーのみ 共になし

t値
訓練のみ

(N =49) (N =70) (N =25) (N =70)
共になし

t値

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験
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て，セミナー・講習のみ受講経験のある自治体職員と比べ，共に受講経験のある自治体職

員の方が有意に高い因子得点を示した．このことから，災害廃棄物対策に係る知識の定着

や効力感の醸成が期待できる．また，関心や当事者意識の高まりについては，座学の研修

による知識の獲得に加え，災害対応を疑似体験する参加型の研修を受講することで高い相

乗効果が期待できるものと推察される． 

 

５．３．３． 災害廃棄物対策に係る要因分析 

 

本項では，本調査の全回答者（N=328）を対象に，前項で明らかにした相関関係を踏まえ，

災害廃棄物対策に係る当事者意識の醸成メカニズムについて検討する． 

 

５．３．３．１． 自治体職員の当事者意識に係る因果モデル仮説 
 

本調査における全回答者（N=328）を対象に，災害廃棄物対策における自治体職員の当事

者意識に係る潜在的因子に基づき，自治体職員の災害廃棄物対策業務に係る当事者意識の

醸成過程を仮定した仮説因果モデルについて考察する． 

本章においては，処理計画の作成に

携わる職員においては類似した心理モ

デルが得らえると考え，第 3 章で導出し

た「処理計画因果モデル」，「仮置場業務

因果モデル」および「処理フロー因果モ

デル」が得られると仮定した．図 5-22

に本章で仮定した災害廃棄物対策に係

る自治体職員の当事者意識における因

果モデルを示す． 

 

５．３．３．２． 共分散構造分析による自治体職員の当事者意識の因果モデルの

分析結果 
 

前述の仮説因果モデルに基づき，共分散構造分析により要因間の因果連鎖構造を探索的に

分析する．分析には，IBM AMOS Version25 を用いた．欠損値については，完全にランダム

で発生している Missing Completely At Random（MCAR）8)であるとの仮定を置き，完全情報

最尤法により処理した．その結果，仮定どおり，処理計画因果モデル，仮置場業務因果モデ

ルおよび災害廃棄物処理フロー因果モデルの 3 つが導出された．図 5-23 に処理計画因果モ

デル，図 5-24 に仮置場業務因果モデル，ならびに図 5-25 に災害廃棄物処理フロー因果モ

デルを示す．ここで，各因果モデルの潜在的構成概念における観測変数の因子負荷量および

図 5-22 当事者意識に係る仮説因果モデル 

業務
に係る効力感因子

業務
に係る知識因子

業務に
係る当事者意識因子

ごみ分別因子

業務
に係る関心因子

地域社会に係る
知識因子

92



共通性ならびに潜在的構成概念における寄

与率を表 5-12 に示す．共通性は観測変数の

分散を因子で説明できる割合である9 )．この

ため，各因果モデルの寄与率および共通性の

値より，それぞれの構成概念において抽出さ

れた因子は，それぞれの観測変数により測定

されており，これらの観測変数で観測される

構成概念であるといえる． 

これらの因果モデルは，災害廃棄物対策に

係る知識が関心を経て当事者意識が醸成す

るという，仮説に沿った因果モデルである．

第 3 章のモデルとの違いは，モデルの適合度

や説明力を踏まえながら探索的にモデルを

検討する中で，「効力感因子」を削除した点である．「当事者意識因子」の醸成に寄与しない

と仮定した「効力感因子」を削除することは，本検討の目的である自治体職員の災害廃棄物

対策業務に係る当事者意識の醸成過程についての考察を行う上では，問題ないと考える． 

得られた因果モデルに含まれる各パスの推定値は，すべて 1%水準で有意であった．構成

したモデルの適合度指標は，欠損値を含むモデルでは GFI を利用できないため10)，欠損値を

含むモデルの検討を行った既往研究 10) 11)を参考に，CFI および RMSEA を参照した．各適

合度指標をまとめ，表 5-13 に示す．求められる適合度指標の値は経験則から，CFI につい

ては 0.9 以上が良い適合を示す水準とされており12)，RMSEA については 0.05 以下であれば

当てはまりが良く，0.1 以上であれば当てはまりが悪いと判断する習慣がある13)．本研究に

おける共分散構造分析は，あくまでも仮説の検証であることから，すべての因果モデルで p  

地域社会に係る
知識因子

計画業務
に係る知識因子

計画業務に
係る当事者意識因子

ごみ分別因子

計画業務
に係る関心因子

【関心】
処理計画

【関心】
実行計画

【当事者】
処理計画

【当事者】
実行計画

【知識】
処理計画

【知識】
実行計画

【関心】
ごみ分別

【知識】
ごみ分別

.91

.77

.93

.66

.81

.38

.71 .94 .74 .87

.75 .90

【当事者】
ごみ分別

【効力感】
ごみ分別

.68 .88

【知識】
被害想定

【知識】
地域特性

【知識】
地域コミュ

.57 .78 .41

図 5-23 処理計画因果モデル 

地域社会に係る
知識因子

仮置場業務
に係る知識因子

仮置場業務
に係る関心因子

ごみ分別因子

計画業務
に係る関心因子

【関心】
発生量

【関心】
仮置場

【当事者】
発生量

【当事者】
仮置場

【知識】
発生量

【知識】
仮置場

【関心】
ごみ分別

【知識】
ごみ分別

.75

.88

.94

.63

.71

.46

.85 .81 .75 .86

.89 .86

【当事者】
ごみ分別

【効力感】
ごみ分別

.67 .89

【知識】
被害想定

【知識】
地域特性

【知識】
地域コミュ

.67 .66 .46

図 5-24 仮置場業務因果モデル 

 

地域社会に係る
知識因子

処理フロー業務
に係る知識因子

処理フロー業務に
係る当事者意識因子

ごみ分別因子

処理フロー業務
に係る関心因子

【関心】
収集運搬

【関心】
処理フロー

【当事者】
収集運搬

【当事者】
処理フロー

【知識】
収集運搬

【知識】
処理フロー

【関心】
ごみ分別

【知識】
ごみ分別

.88

.85

.92

.52

.79

.51

.89 .83 .74 .87

.86 .86

【当事者】
ごみ分別

【効力感】
ごみ分別

.67 .88

【知識】
被害想定

【知識】
地域特性

【知識】
地域コミュ

.61 .72 .44

図 5-25 災害廃棄物処理フロー因果モデル 
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モデル 潜在的構成概念 観測変数 因子負荷量 共通性 寄与率

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人
口構造、産業構造等の地域特性

0.568 0.438

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における
被害想定

0.776 0.636

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.414 -0.108

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)
に係る業務

0.713 0.486

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.936 0.871

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)
に係る業務

0.772 0.760

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.914 0.897

【知識】日頃のごみの分別 0.742 0.908

【関心】日頃のごみの分別 0.867 0.914

【効力感】日頃のごみの分別 0.676 0.661

【当事者意識】日頃のごみの分別 0.882 0.921

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定

(改定)に係る業務
0.748 0.765

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る

業務
0.897 0.869

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人
口構造、産業構造等の地域特性

0.658 0.531

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における
被害想定

0.669 0.496

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.457 -0.057

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.851 0.759

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.806 0.564

【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.878 0.894

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.748 0.701

【知識】日頃のごみの分別 0.745 0.909

【関心】日頃のごみの分別 0.864 0.911

【効力感】日頃のごみの分別 0.674 0.658

【当事者意識】日頃のごみの分別 0.886 0.923

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る
業務

0.891 0.880

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.858 0.837

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人
口構造、産業構造等の地域特性

0.607 0.478

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における
被害想定

0.723 0.566

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.444 -0.072

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄
物処理フロー作成業務

0.888 0.765

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.829 0.750

【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄
物処理フロー作成業務

0.850 0.843

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.878 0.882

【知識】日頃のごみの分別 0.742 0.908

【関心】日頃のごみの分別 0.87 0.915

【効力感】日頃のごみの分別 0.674 0.658

【当事者意識】日頃のごみの分別 0.882 0.921

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災
害廃棄物処理フロー作成業務

0.859 0.845

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.857 0.829

仮置場業務に係る
当事者意識

85.85

仮置場業務に係る
関心

79.75

仮置場業務に係る
知識

66.15

ごみ分別 85.10

計画業務に係る
当事者意識

81.70

仮置場業務
モデル

地域社会に係る
知識

32.33

ごみ分別 85.03

処理計画
モデル

地域社会に係る
知識

32.20

計画業務に係る
知識

67.85

計画業務に係る
関心

82.85

83.70

災害廃棄物
処理フロー

モデル

地域社会に係る
知識

32.40

処理フロー業務に
係る知識

75.75

処理フロー業務に
係る関心

86.25

ごみ分別 85.05

処理フロー業務に
係る当事者意識

表 5-12 構成概念別因子分析モデルとその寄与率 
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< 0.001 が得られたことを踏まえ，得られた 3 つのモデルは採択可能であると判断した． 

ここで，参考までに第 3 章で導出したモデルを用いた場合の各適合度指標をまとめ，表

5-14に示す． 

 

５．３．３．３． 自治体職員における当事者意識の醸成過程に関する考察 
 

（１） 知識因子の醸成に係るスキーマ 
 

図 5-24 から図 5-26に示したすべての因果モデルにおいて，「知識因子」と「地域知識因

子」に有意なパスがみられた．このことから，第 3 章の検討結果と同様に，災害廃棄物に係

る業務について学ぶことはもちろん重要であるが，それぞれの自治体における地域特性や 

被害想定について学ぶことで，より効果的に災害廃棄物対策業務への知識の獲得がなされ

るといえよう．本章で得られたモデルにおいては，地域知識因子に地域コミュニティに係る

知識の観測変数を追加した．石丸らは14)，東日本大震災において，住民による処理施設ある

いは仮置場への災害廃棄物直接搬入量と当該地域における人と地域コミュニティとの関係

を分析している．その結果，搬入量と町内会や自治会への加入率等に正の相関がみられたこ

とから，近所付き合いが密であり，地域に愛着を持つ人々が多いコミュニティは災害廃棄物

処理が円滑に進むものと考察している．すなわち，地域特性や被害想定についての知識に加

えて地域コミュニティについての知識を習得することは，より実効性のある災害廃棄物対

表 5-14 第 3 章の因果モデルを用いた場合の適合度 

χ2 CFI RMSEA

処理計画因果モデル
（df =49） 339.825 0.860 0.136

仮置場業務因果モデル
（df =48） 328.286 0.869 0.135

災害廃棄物処理フロー因果モデル

（df =48） 343.177 0.872 0.138

表 5-13 災害廃棄物対策に係る因果モデル分析の適合度 
χ2 CFI RMSEA

処理計画因果モデル
（df =61） 277.738 0.905 0.105

仮置場業務因果モデル
（df =61） 285.073 0.905 0.107

災害廃棄物処理フロー因果モデル

（df =61） 236.535 0.926 0.095
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策業務への知識の獲得につながり，実効性のある計画策定や災害廃棄物処理フローの検討

に資するといえよう． 

 

（２） 関心因子の醸成に係るスキーマ 
 

すべての因果モデルにおいて，第 3 章の検討結果と同様に，「関心因子」と「ごみ分別因

子」間に有意なパスがみられた．このことから，第 3 章の検討結果と同様に，日頃のごみ分

別について知っている・出来ているといった，環境問題および循環型社会ならびに社会のル

ールといった事項への知識・効力感が強い自治体職員ほど，災害廃棄物対策に係る業務への

関心が高いといえる。 

潜在的因子による間接効果を表 5-15 に示す．これより，「関心因子」の醸成においては，

「地域知識因子」の重要性が示唆される． 

 

（３） 当事者意識因子の醸成に係るスキーマ 
 

「当事者意識因子」と「関心因子」間には，すべての因果モデルで有意なパスがみられた

一方で，3 つの因果モデルにおいて，「知識因子」と「当事者意識因子」の直接の因果関係

を検討したところ，有意なパスが得られないか，あるいは有意なパスを得られたが CFI が

0.7 程度となる結果となった．このことから，災害廃棄物対策に係る知識や効力感の向上は

当事者意識の向上には直接的には寄与することなく，災害廃棄物対策に係る関心が大きく

なることで，当事者意識が醸成されるといえる． 

また，「当事者意識因子」を規定する潜在的因子の間接効果については，「知識因子」が最

も大きな値を示した．「知識因子」は「当事者意識因子」への直接の因果関係は認められな

かっことから，災害廃棄物対策業務に係る知識を得たとしても，必ずしも当事者意識の醸成

につながるものではなく，災害廃棄物業務に係る知識を獲得し，関心が高まることにより，

災害廃棄物対策の当事者意識が醸成されうるものと示唆される． 

 

表 5-15 潜在的因子による間接効果 

処理計画
因果モデル

仮置場業務
因果モデル

災害廃棄物
処理フロー
因果モデル

 地域知識因子 → 関心因子 0.533 0.451 0.408

 地域知識因子 → 当事者意識因子 0.496 0.423 0.377

 知識因子 → 当事者意識因子 0.610 0.595 0.477

 ごみ分別因子 → 当事者意識因子 0.355 0.431 0.471
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５．３．４． 災害廃棄物対策に係る実効性の評価結果 

 

本項では，亀田ら 3)が構築した基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性評価表を用い，

本調査の全回答自治体（N=209）を対象に，災害廃棄物対策に係る実効性を評価する． 

 

５．３．４．１． 実効性評価表による実効性レベル値 
 

実効性レベル値の平均値を表 5-16と図 5-26にそれぞれ示す．「I．方針・計画」において

は，相対的にレベル値が高かった．これは，回答自治体の多くが処理計画を策定済みであっ

たことによるといえる．一方で，「IV．点検・見直し」においては，相対的にレベル値が低

かった．処理計画の実効性を確保するためには計画の点検・見直しが必要であることから15)，

「I．方針・計画」のレベル値を維持・向上させるためにも，今後，「IV．点検・見直し」の

レベル値の向上が必要であるといえる． 

施設の観点からは，主要な施設の地震対策を除き，「II．具体的施策」の「II -b．廃棄物に係

る施設の災害被害軽減」や「II -c．バックアップ・業務 施設復旧・財源確保」における施設

や設備に係る項目のレベル値も低かったことから，処理計画を実行するためのハード対策

の推進が必要であるといえる．また，人の観点では，「III．教育・訓練」において，動員・

参集や緊急連絡の防災に係る設問に比べ，廃棄物部局に係る施設の復旧や処理計画に基づ

く訓練など災害廃棄物対策に係る設問のレベル値が低かった．「I -c．組織体制と指揮命令系

統」において，経験・訓練による必要な知識を持つ要員の確保の項目におけるレベル値が低

かったことからも，今後，災害廃棄物分野での人材育成が必要であるといえる． 

「II．具体的施策」の「II -a．生命の安全確保と安否確認」においては，緊急連絡網の項

目におけるレベル値が高かった一方で，発災時の避難方法，生活物資の備蓄，職員の家族の

安否確認および帰宅困難者対策に係る設問項目のレベル値が低かった．したがって，災害廃

棄物処理の事業継続性や事業継続計画の視点からも災害廃棄物対策の検討を実施していく

必要がある． 

「II -d．災害時の情報の発信，関係機関との連携・協調」および「II -e．災害廃棄物・し

尿等の処理」の分類について述べる．関係機関等との協定に係る項目，災害時の情報収集や

情報共有手順，住民等への情報発信手段に係る項目および災害廃棄物対応，し尿処理に係る

項目のレベル値が高かった．まず，協定に係るレベル値が高かった要因としては，全国知事

会による「全国都道府県における災害時の広域応援に関する協定」より，協定内容としてご

み・し尿処理業務の提供若しくは斡旋が定められていること16)，また，近年，県が産業廃棄

物協会と災害時における包括協定を締結していることが要因であると考えられる．次に，災

害廃棄物対応，し尿処理に係る項目のレベル値が高かった要因としては，図 5-6から，本調

査の回答自治体においては約 75%の自治体において処理計画が策定済みであったことが要

因であると考えられる．最後に，災害時の情報収集や情報共有手順，住民等への情報発信手 
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表 5-16 実効性評価表における各設問の実効性レベル値の素点 

設問内容 平均
標準
偏差

I-a　方針 1 計画策定 市の総合計画や地域防災計画に災害廃棄物関する事項が含まれる 1.34 0.82
1 渉外 計画策定 災害廃棄物処理計画を策定している 1.25 1.03
2 人材 計画策定 安否確認についての対策策定、訓練実施が計画に明記されている 1.17 1.29
3 施設 計画策定 二次災害の防止対策、訓練実施について計画に記載されている 0.76 1.11
4 施設 情報分析 想定災害について廃棄物処理に与える影響評価をしている 0.68 0.98
5 目標設定 災害時優先的に継続する業務を選定し、目標復旧時間を定めている 1.15 1.19
6 計画策定 情報分析 処理計画で複数の災害シナリオを想定している 1.55 1.27
7 施設 計画策定 施設被害時の緊急措置、応急復旧について対策や訓練実施が計画に記載されている 0.51 1.07
8 人材 計画策定 初動、受援について対策や訓練実施が計画に記載されている 1.24 1.25
9 渉外 災害時連絡調整、協力体制構築で、平時から関係機関と協議している 0.94 1.16
1 人材 経験・訓練により必要な知識を持つ要員が確保されている 0.37 0.70
2 内部調整 情報共有 災害時の指揮命令系統が明確に定められている 1.66 1.11
3 資機材 施設 災害時の連絡・通信手段が確保されている 0.87 1.05
4 渉外 内部調整 夜間、休日の指揮命令系統が整備されている 0.94 0.89
1 施設 情報共有 幹部職員、職員、周辺住民の安全確保手順、緊急時避難方法・経路が明確である 0.58 1.05
2 情報収集 情報共有 緊急連絡網や安否確認体制が整備されている 1.80 1.31
3 内部調整 施設 二次災害防止のための対応体制を整備している 0.41 0.90
4 資機材 災害後の生活物資（水、非常用食料、非常用生活用品）を備蓄している 0.27 0.66
5 情報収集 情報共有 幹部職員・職員の家族の安否確認対策を実施している 0.49 1.03
6 計画策定 情報共有 帰宅困難職員対策を実施している 0.14 0.54
1 施設 主要な施設の地震対策（耐震化）を実施している 1.21 1.29
2 施設 主要な施設の風水害対策を実施している 0.57 1.05
3 資機材 設備・機器類の地震対策を実施している 0.39 0.90
1 施設 庁舎が機能しなくなった場合のバックアップオフィスを確保している 0.42 0.73
2 施設 計画策定 主要施設の基幹業務システムのバックアップ対策を実施している 0.59 0.99
3 施設 計画策定 設備機器類（自家発電装置等）の二重化対策をしている 0.47 0.95
4 内部調整 資金調達 災害に備えた財源確保（補助金、補正予算、保険等）を準備している 0.61 0.99
5 内部調整 契約 災害廃棄物処理業務の発注、業務管理の準備をしている 0.43 0.82
6 情報収集 重要書類に対する対策（複写等）をしている 0.21 0.51
1 情報収集 情報共有 災害時の情報収集、情報共有手順が明確である 0.90 0.97
2 広報 内部調整 災害時の住民、関係機関、マスコミとの情報発信手段を明確にしている 0.77 0.86
3 施設 爆発や延焼、有害物質の流出など、周辺地域への二次災害防止策を平時から実施している 0.29 0.76
4 渉外 自治体、その他関係機関と協定等の締結をしている 1.62 1.06
5 渉外 ボランティアとの連携について検討している 0.36 0.77
1 広報 災害廃棄物対策の積極的な情報公開を実施している 0.73 1.00
2 広報 市民への啓発・広報を行っている 0.44 0.75
3 内部調整 施設 仮置場の選定、確保について検討している 1.27 1.01
4 施設 仮置場の管理、運営について検討している 0.91 1.06
5 事案処理 情報分析 災害廃棄物処理フローについて検討している 1.51 1.23
6 事案処理 有害廃棄物・処理困難廃棄物について検討している 0.72 0.90
7 内部調整 資機材 仮設トイレ等の設置について検討している 0.79 0.91
8 事案処理 発生後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿について検討している 0.94 0.96
9 事案処理 生活環境保全等について検討している 1.03 1.17
10 目標設定 計画策定 処理の進捗管理について検討している 0.59 0.91
11 目標設定 計画策定 環境対策や環境モニタリングを検討している 0.90 1.22
1 人材 情報共有 緊急連絡について教育・訓練を実施している 0.86 1.17
2 人材 動員（参集）について教育・訓練を実施している 0.73 1.23
3 人材 施設 二次災害の防止について教育・訓練を実施している 0.31 0.84
4 人材 資機材 設備（機器類・システム）の復旧について教育・訓練を実施している。 0.26 0.75
5 人材 計画策定 処理計画に基づく事業継続について教育・訓練を実施している 0.18 0.58
6 人材 セミナー・研修を実施している 0.22 0.67
7 人材 演習・訓練を実施している 0.28 0.78

防災対策 8 人材 家庭における防災対策の支援や指導を実施している 0.39 0.87
1 計画策定 計画の内容について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.41 0.93
2 計画策定 運用状況について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.32 0.83
3 人材 計画策定 教育・訓練について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.35 0.87
4 計画策定 取組みについての幹部職員による定期的な見直しを実施している 0.39 0.83
5 計画策定 第三者の診断・監査の仕組みがある 0.10 0.41

II-b　施設
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減

II-c　バッ

クアッ
プ・業務
施設復

旧・財源
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I
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段に係る項目および災害廃棄物対応に係る項目のレベル値が高かった要因としては，これ

らの項目が処理計画を策定する中で検討がなされたものと推察される．一方で，平時の市民

への啓発・広報およびボランティアとの連携に係る設問のレベル値が低かったことから，今

後は，平時からの住民とのリスクコミュニケーションおよび社会福祉協議会との連携や市

民への広報などの自発的な渉外・広報の強化が求められるといえよう． 

 

５．３．４．２． 組織機能論からの実効性分析結果 
 

亀田ら 3)が導出した基礎自治体における災害廃棄物処理対策に係る実効性評価手法を用

い，全回答自治体における実効性を評価した．本手法は，ICS17)（Incident Command System）

の観点から，表 5-17 に示す「指

揮調整」，「渉外・広報」，「資源

管理」，「庶務財務」，「事案処

理」，「情報作戦」，「教育・訓練」，

「点検・見直し」の 8 つのカテ

ゴリーの組織論的機能項目別

に分類分けを行い，機能ごとに

実効性レベル値の平均値を算

出し，レーダーチャートに表す

ものである．図 5-27 に本調査

における回答基礎自治体の平

均レベル値による災害廃棄物

対策の実効性評価結果を示す． 

これより，本調査の回答基礎

自治体では，基本機能としては

「事案処理」，サブ機能として

図 5-26 各設問の実効性レベル値の素点 
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表 5-17 災害廃棄物対策に求められる機能とサブ機能 5) 

基本機能 ザブ機能 基本機能 ザブ機能

目標設定 撤去

内部調整 保管

渉外 分別

広報 中間処理

人材 最終処分

資機材 計画策定

施設 情報収集

資金調達 情報分析

契約 情報共有

支払い 技術支援

指揮調整

　点検・見直し　教育・訓練

事案処理
渉外・広報

資源管理

情報作戦

庶務財務
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は「渉外」と「情報分析」の実効性が

高く示されている．まず，「事案処理」

については，先に述べたとおり，本調

査に回答した約 75%の基礎自治体に

おいて処理計画が策定済みであった

ことことから，回答自治体において

は，災害廃棄物対応に係る「事案処

理」の検討は充実していると評価で

きよう．「渉外」についても，先に述

べたとおり，全国知事会による防災

協定が締結され，産業廃棄物協会と

の包括協定の締結が進められている

ことから，回答自治体においては，災

害廃棄物対応に係る「渉外」の検討は充実していると評価できよう．そして，「情報分析」

については，実効性評価表における「想定災害による廃棄物処理に与える影響評価」「処理

計画において複数の災害シナリオを想定」，「災害廃棄物処理フローの検討」の 3 項目の平均

値により「情報分析」の実効性レベル値が算出される．これらの項目は処理計画の中で検討

がなされる項目であることから，災害廃棄物対応に係る「情報分析」の検討は充実している

と評価できよう． 

一方で，「庶務財務」、「資産管理」、「教育・訓練」、「点検・見直し」は低い結果となった

ことがわかる．これらの項目に係る災害廃棄物対策の検討については，今後，具体的に検討

することが必要不可欠であるといえよう．  

 

 

５．４． 災害廃棄物対策に係る当事者意識の要因分析の一般性と実効性評価手法にお

ける他の地域への適用可能性の検証 
 

５．４．１． 先行調査と本調査における回答者の属性の比較考察（愛知県，三重県，

静岡県） 

 

愛知県，三重県，静岡県の 3 県において，本調査と先行調査における当事者意識アンケー

トの回答割合を図 5-28に示す．回答割合は，各県の市町村数から各県における回答自治体

数を除することで算出した．本調査においては，対象とした 3 県 118 市町村のうち，49 自

治体 118 人から回答があった．先行調査においては，82 自治体 132 人から回答があったこ

とから，本調査においては 1 自治体当たりの回答者が増えた一方で，回答した自治体数は減

少したことがわかる． 

図 5-27 基礎自治体の組織機能論的実効性評価 
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愛知県，三重県，静岡県の 3 県の回答者における特徴について述べる．まず，本調査と先

行調査の回答者における廃棄物行政に従事した期間の分布を図 5-29に示す．図 5-29から，

本調査と先行調査において，廃棄物行政に従事した期間の分布に大きな差がないことがわ

かる．本調査においては，廃棄物行政が 1 年目の回答者は 38 名で全体の 32.2%，2 年目の

回答者は 16 名で全体の 13.6%，3 年目の回答者は 19 名で全体の 16.1%であった．このこと

から，本調査の回答者は，廃棄物行政の経験の浅い担当者が半分以上を占めていたことが分

かった．その一方で，10 年目から 14 年目の回答者は 6 名で全体の 5.1%であり，15 年目以

上の回答者は 9名で全体の 7.6%であったことから，10年目以上のベテランの回答者が 12.7%

を占めていたことがわかった． 

本調査と先行調査における個人または自治体としての災害経験の有無の割合を図 5-30お

よび図 5-31 にそれぞれ示す．図 5-30 および図 5-31 から，本調査と先行調査において，個

人または自治体として災害経験のある職員の割合に大きな差がないことがわかる．本調査

においては，被災自治体として災害廃棄物対応を経験した回答者は 8.5%であり，災害対応

に派遣された経験のある回答者は 18.6%であった． 

愛知県，三重県，静岡県の 3 県の回答者における災害廃棄物対策に係る研修への参加状況

について述べる．本調査と先行調査の回答者における災害廃棄物対策に係るセミナー・講習

の参加割合を図 5-32 に示す．この結果，セミナー・講習の受講経験のない回答者は，先行

調査では全体の 12.1%であったが，本調査では，全体の 37.3%であった．本調査と先行調査

の回答者における災害廃棄物対策に係る訓練・WS の参加割合を図 5-33 に示す．この結果，

セミナー・講習の受講経験のない回答者は，先行調査では全体の 34.8%であったが，本調査

では，全体の 48.3%であった．本調査と先行調査の回答者における災害廃棄物対策に係るセ

ミナー・講習および訓練・WS の参加状況を図 5-34 に示す．この結果，セミナー・講習と

訓練・WS を共に受講経験のある回答者は，先行調査では全体の 63.6%であったが，本調査

では，全体の 43.2%であった．このことから，災害廃棄物対策に係る研修においては，先行

調査に比べ，本調査の回答者においては参加経験が少なかったことがわかる． 

 

５．４．２． 自治体職員の当事者意識に係る因子の要因分析における一般性の検証（愛

知県，三重県，静岡県） 

 

ここでは，愛知県，三重県，静岡県における本アンケート回答者（N=118）を対象に，災

害廃棄物対策に係る潜在的因子や個人属性による潜在的因子への影響を明らかにする．さ

らに，亀田ら 2)が同アンケート票を用いて明らかにした因子分析結果を用い，抽出される潜

在的因子や属性による潜在的因子への影響の傾向，潜在的因子間相関について比較検討す

る．以上により，災害廃棄物対策に係る因子分析における一般性について検証する． 
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図 5-34 セミナー・講習の参加経験（3 県） 
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図 5-33 訓練・WS の参加経験（3 県） 
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図 5-32 セミナー・講習の参加経験（3 県） 
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図 5-31 災害派遣派遣経験（3 県） 
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図 5-30 被災自治体としての災害対応経験（3 県） 
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図 5-28 各県の回答割合 
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図 5-29 廃棄物行政に従事した期間（3 県） 
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５．４．２．１． 潜在的因子の抽出結果の比較考察（愛知県，三重県，静岡県） 
 

災害廃棄物対策に係る各設問における尺度得点平均とその分散を表 5-18に示す．この結

果，尺度得点平均が 4 点を超える設問も多く，尺度得点のデータは正規分布でないことがわ

かる． 

本調査では，有効回答（N=118）を用いて，探索的因子分析を実施した．データの分析に

は統計パッケージ SPSS Version25 を用いた．欠損値はペアワイズ除去法により処理した． 

初期解における固有値の減衰状況や因子の解釈可能性を考慮したうえで，複数の因子に

負荷する項目やどの因子にも負荷しない項目をモニターしながら最尤法，Promax 回転によ

る因子分析を繰り返し行った．その結果，因子負荷量 0.5 を目安とし，充分な因子負荷量を

示さなかった項目を除外し，因子を抽出した． 

Promax 回転による因子分析により得られた因子パターンと因子間相関を表 5-19 に示す． 

観測変数の因子負荷量は，1 つの因子についてのみ，その絶対値が大きくなっていること

から，因子構造が単純構造となっていることがわかる．なお，6 つの潜在的因子の下位尺度

点数の α 係数を算出した．その結果，すべての潜在的因子の α 係数は 0.77 以上であったた

め，尺度の内的整合性は高いといえた． 

次に，災害廃棄物対策業務に係る観測変数のうち評価軸を関心とする観測変数を除き，

Promax 回転による因子分析により得られた因子パターンと因子間相関を表 5-20に示す．観

測変数の因子負荷量は，1 つの因子についてのみ，その絶対値が大きくなっていることから，

因子構造が単純構造となっていることがわかる．なお，2 つの潜在的因子の下位尺度点数の

α 係数を算出した．その結果，すべての潜在的因子の α 係数は 0.78 以上であったため，尺

度の内的整合性が高いといえた．潜在的因子を構成する項目や項目の評価軸を踏まえ，表 5-

20 で得られた 6 つの潜在的因子について，「効力感因子_3 県」，「当事者意識因子_3 県」，「知

識因子_3 県」，「地域コミュニティ因子_3 県」，「ごみ分別因子_3 県」および「地域特性因子

_3 県」とそれぞれ命名した． 

評価軸を当事者意識と関心とする観測変数のみを用い，Promax 回転による因子分析によ

り得られた因子パターンと因子間相関を表 5-21 に示す．観測変数の因子負荷量は，1 つの

因子についてのみ，その絶対値が大きくなっていることから，因子構造が単純構造となって

いることがわかる．なお，2 つの潜在的因子の下位尺度点数の α 係数を算出した．その結果，

2 つの潜在的因子の α 係数は 0.9 以上であったため，尺度の内的整合性が高いといえた．潜

在的因子を構成する項目の評価軸を踏まえ，表 5-21 で得られた 2 つの潜在的因子について，

「関心因子_3 県_2 因子」および「当事者意識因子_3 県_2 因子」とそれぞれ命名した．ここ

で，表 5-21から，これら 2 因子の因子間相関行列の値が 0.799 と大きく，また，表 5-19か

ら，評価軸を当事者意識と関心とする観測変数を含めて因子分析を行った結果において，当

事者意識に係る観測変数と関心に係る観測変数が一つの因子として抽出されたことから，

本調査の回答者においては，災害廃棄物対策に係る当事者意識と関心は類似した性質があ  
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知識 関心 効力感 当事者意識

平均値 3.76 4.22 3.49 4.33
標準偏差 1.08 0.79 0.99 0.77
度数 116 117 116 117
平均値 3.61 4.08 3.43 4.25
標準偏差 1.20 0.87 0.96 0.86
度数 116 117 116 117
平均値 3.65 4.17 3.47 4.27
標準偏差 1.12 0.80 0.96 0.83
度数 116 115 115 117
平均値 4.01 4.36 3.60 4.31
標準偏差 0.97 0.82 1.10 0.88
度数 117 118 117 118
平均値 3.56 4.19 3.32 4.14
標準偏差 1.09 0.84 1.02 0.90
度数 117 118 116 117
平均値 3.97 4.31 3.62 4.31
標準偏差 0.83 0.76 1.01 0.81
度数 117 118 117 118
平均値 3.85 4.31 3.58 4.31
標準偏差 1.05 0.75 1.01 0.79
度数 117 118 117 118
平均値 3.86 4.20 3.56 4.21
標準偏差 1.01 0.77 0.99 0.85
度数 117 118 117 118
平均値 3.21 4.03 3.29 3.97
標準偏差 1.35 0.92 1.13 0.97
度数 117 118 116 117
平均値 3.92 4.16 3.50 4.17
標準偏差 1.12 0.88 1.09 0.90
度数 117 118 117 118
平均値 3.84 4.01 3.38 3.99
標準偏差 1.07 0.98 1.01 0.97
度数 117 118 117 118
平均値 3.74 3.84 3.24 3.59
標準偏差 1.01 0.91 0.94 1.05
度数 117 117 117 117
平均値 3.66 4.10 3.32 3.80
標準偏差 0.92 0.79 0.88 0.94
度数 117 118 117 117
平均値 3.39 3.58 3.20 3.43
標準偏差 1.20 1.02 0.97 1.09
度数 117 118 117 118
平均値 4.75 4.64 4.40 4.69
標準偏差 0.51 0.62 0.79 0.56
度数 118 118 117 118

B-14 地域防災活動等の地域コミュニティへの
参加

B-15 日頃のごみの分別

項目

B-11 災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や
演習・訓練等の人材育成

B-12 あなたの職場の自治体における地勢・気
候、人口構造、産業構造等の地域特性

B-13 あなたの職場の自治体の地域防災計画に
おける被害想定

B-8 災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る
業務

B-9 発災後の国庫補助に係る業務

B-10

B-4 仮置場の選定、設置、管理、運営に係る
業務

災害廃棄物処理計画の策定  (改定)に係る

業務

B-5 有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の
対策

B-6 災害廃棄物の収集、運搬に係る業務

B-7 発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿へ
の対応に係る業務

発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定

(改定)に係る業務
B-1

B-2 災害廃棄物発生量の推計に係る業務

B-3 分別、処理、最終処分、再資源化等の災
害廃棄物処理フロー作成業務

表 5-18 各項目別平均得点とその分散（3 県） 
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【評価軸】項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 第6因子 共通性1 共通性2
【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.918 -0.030 0.028 -0.025 -0.012 0.048 0.168 -0.116

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.864 -0.009 0.068 0.086 0.066 -0.037 0.150 -0.091

【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 0.861 0.010 -0.009 -0.183 0.136 0.132 0.147 -0.195

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.856 -0.121 0.032 0.004 0.020 -0.016 0.482 -0.041

【関心】発災後の国庫補助に係る業務 0.856 -0.020 0.002 -0.122 0.022 0.161 0.126 -0.062

【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.855 -0.023 0.113 -0.014 0.044 -0.093 0.119 0.140

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.845 -0.084 0.127 0.038 0.028 -0.084 0.022 0.029

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.841 0.010 0.110 0.068 0.026 -0.147 0.044 -0.102

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.841 0.035 -0.007 0.017 -0.005 0.028 -0.181 0.053

【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.814 0.112 -0.151 -0.054 -0.026 0.064 0.077 0.307

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.811 0.124 -0.017 0.118 -0.079 -0.018 0.074 -0.161

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.807 0.005 -0.006 0.043 -0.041 0.120 -0.303 0.256

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.805 0.059 -0.036 -0.038 -0.071 -0.091 0.136 0.241

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.786 -0.009 0.004 0.047 -0.130 0.112 0.242 0.259

【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.771 0.171 -0.051 0.102 -0.144 0.058 -0.168 0.047

【関心】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.764 -0.067 0.075 0.135 -0.002 0.079 0.021 0.075

【関心】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.737 0.125 0.035 -0.039 0.083 -0.095 0.036 0.390

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.723 -0.022 0.117 0.032 0.054 0.003 -0.191 0.257

【関心】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.707 -0.090 -0.022 0.001 -0.064 0.061 -0.022 0.506

【関心】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 0.642 -0.163 0.083 -0.114 0.264 0.116 -0.112 0.194

【当事者意識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.566 0.204 -0.084 -0.021 0.126 -0.057 0.421 -0.003

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.008 0.837 -0.001 0.000 -0.043 -0.024 0.092 -0.012

【知識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.017 0.830 0.103 -0.006 -0.012 -0.026 0.119 0.139

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 -0.054 0.813 0.063 0.056 0.076 -0.140 0.154 -0.067

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.082 0.811 -0.010 0.114 0.029 -0.031 -0.121 -0.009

【知識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 -0.045 0.807 0.062 -0.053 0.040 -0.096 -0.057 -0.183

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.155 0.799 -0.033 0.079 -0.117 0.091 -0.151 -0.255

【知識】発災後の国庫補助に係る業務 -0.043 0.782 0.062 -0.232 0.157 0.082 -0.089 -0.170

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.088 0.765 -0.016 0.101 -0.089 -0.006 0.399 0.015

【知識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 -0.043 0.748 0.108 -0.062 -0.098 0.051 -0.090 0.135

【知識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.101 0.731 0.026 -0.033 0.026 -0.012 0.293 0.028

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.019 0.677 0.107 0.076 0.126 -0.050 -0.022 0.005

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.281 0.636 -0.154 0.059 0.394 0.232 -0.016 0.057

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 0.061 0.562 -0.070 -0.063 -0.078 0.221 0.229 0.143

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.106 0.552 -0.142 -0.106 -0.121 0.473 0.104 0.039

【効力感】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 -0.001 -0.028 0.878 0.029 -0.152 0.034 -0.018 0.177

【効力感】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.021 0.073 0.867 0.050 0.034 0.021 0.041 0.035

【効力感】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.123 0.012 0.827 0.024 0.079 -0.180 -0.007 0.053

【効力感】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.054 0.092 0.825 -0.030 -0.064 0.088 -0.203 -0.004

【効力感】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.092 0.004 0.817 -0.057 0.018 0.028 0.059 -0.123

【効力感】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.062 0.121 0.811 -0.044 0.070 -0.192 0.091 0.105

【効力感】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.082 0.134 0.764 -0.025 -0.069 -0.071 -0.049 -0.114

【効力感】発災後の国庫補助に係る業務 0.052 -0.150 0.758 -0.063 -0.107 0.353 0.046 -0.131

【効力感】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.057 0.192 0.754 -0.050 0.044 -0.198 0.062 -0.018

【効力感】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.157 -0.114 0.718 0.065 0.033 0.398 0.129 -0.071

【効力感】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.110 -0.051 0.676 0.051 -0.136 0.046 0.354 0.022

【効力感】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.010 0.074 0.568 0.017 0.090 0.094 0.368 0.045

【当事者意識】日頃のごみの分別 0.152 -0.051 -0.092 0.873 0.079 0.019 0.038 -0.051

【関心】日頃のごみの分別 0.060 -0.125 -0.061 0.861 0.126 0.068 0.001 0.038

【知識】日頃のごみの分別 0.084 0.229 -0.086 0.704 -0.160 0.024 -0.024 -0.071

【効力感】日頃のごみの分別 -0.082 -0.075 0.248 0.671 0.050 0.065 0.022 0.071

【関心】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.131 0.062 -0.087 0.057 0.925 -0.039 0.034 -0.013

【当事者意識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.088 0.000 -0.090 0.027 0.817 0.050 0.036 -0.073

【効力感】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.250 0.008 0.410 0.044 0.462 0.256 0.066 -0.026

【効力感】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.200 0.077 0.383 0.099 -0.031 0.733 -0.037 -0.042

【関心】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.371 -0.041 -0.087 -0.004 0.129 0.577 -0.201 0.098

【当事者意識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.289 -0.127 -0.144 0.069 0.104 0.557 0.087 0.027

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.520 0.421 0.525 0.165 0.231
第2因子 － 0.469 0.228 0.037 0.153
第3因子 － 0.298 0.084 0.172
第4因子 － 0.149 0.048
第5因子 － 0.282
第6因子 －

表 5-19 Promax 回転後の災害廃棄物対策に係る因子構造行列（3 県） 
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【評価軸】項目 第1因子 第2因子 第3因子 第4因子 第5因子 第6因子 共通性1 共通性2
【効力感】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.888 0.048 -0.009 0.005 -0.022 0.021 0.011 -0.314

【効力感】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.865 0.074 -0.012 0.086 0.099 -0.217 0.044 -0.055

【効力感】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.865 -0.028 0.062 0.064 0.023 0.021 0.069 -0.007

【効力感】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.841 0.044 -0.034 0.001 -0.128 0.028 0.017 0.230

【効力感】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.824 0.055 0.106 0.033 -0.084 -0.093 -0.057 -0.195

【効力感】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.817 0.073 0.081 -0.038 -0.037 0.093 -0.182 0.108

【効力感】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.803 0.084 0.082 -0.055 0.096 -0.203 0.110 0.125

【効力感】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.790 0.041 0.158 -0.016 0.022 -0.194 0.052 -0.102

【効力感】発災後の国庫補助に係る業務 0.747 0.074 -0.149 -0.099 -0.103 0.324 0.052 -0.035

【効力感】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 0.707 -0.148 -0.113 0.046 -0.005 0.347 0.174 -0.087

【効力感】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.654 0.134 -0.072 0.025 -0.099 -0.039 0.420 0.055

【効力感】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 0.523 0.022 0.065 -0.021 0.095 0.059 0.432 0.058

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.076 0.897 -0.022 0.046 0.038 0.023 0.042 0.030

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.113 0.888 -0.094 -0.004 0.013 -0.014 -0.049 0.177

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.120 0.879 -0.011 0.023 0.015 -0.081 -0.071 0.086

【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.081 0.873 -0.024 -0.034 0.037 -0.036 0.106 0.232

【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.068 0.852 -0.004 0.015 -0.047 0.087 0.111 -0.181

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.028 0.850 -0.112 -0.013 0.004 -0.022 0.435 -0.067

【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 0.029 0.817 0.027 -0.150 0.084 0.161 0.056 -0.219

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.012 0.807 0.106 0.103 -0.081 0.004 0.033 -0.021

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 -0.001 0.788 0.057 0.049 0.012 0.067 -0.146 0.128

【当事者意識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 -0.095 0.709 -0.009 -0.013 -0.032 0.055 0.087 0.389

【当事者意識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 -0.117 0.586 0.207 -0.048 0.081 -0.029 0.374 0.020

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 -0.031 -0.029 0.861 0.008 -0.061 0.002 0.093 0.024

【知識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.068 -0.036 0.849 0.021 -0.011 -0.007 0.199 0.087

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 -0.045 0.046 0.837 0.115 0.057 -0.003 -0.084 0.136

【知識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.096 -0.096 0.817 -0.010 0.016 -0.067 -0.107 -0.208

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.034 -0.039 0.804 0.028 0.055 -0.093 0.106 0.046

【知識】発災後の国庫補助に係る業務 0.064 -0.076 0.794 -0.222 0.141 0.110 -0.116 -0.112

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 -0.056 0.078 0.776 0.082 -0.084 -0.040 0.444 0.019

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 -0.018 0.164 0.768 0.060 -0.117 0.100 -0.150 0.001

【知識】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.016 0.010 0.757 -0.123 -0.064 0.077 -0.010 0.395

【知識】災害廃棄物対策に係るセミナー・研修や演習・訓練等の人材育成 -0.016 0.120 0.734 -0.069 0.013 0.014 0.263 0.066

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.077 -0.032 0.704 0.086 0.144 -0.024 0.017 0.079

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.111 0.004 0.616 -0.026 -0.069 0.150 0.325 0.016

【関心】日頃のごみの分別 -0.026 0.011 -0.113 0.899 0.098 0.055 -0.023 -0.043

【当事者意識】日頃のごみの分別 -0.080 0.165 -0.054 0.841 0.036 0.047 -0.017 0.022

【知識】日頃のごみの分別 -0.057 0.052 0.233 0.725 -0.157 0.002 -0.023 -0.033

【効力感】日頃のごみの分別 0.257 -0.158 -0.044 0.713 0.049 0.060 0.059 -0.033

【関心】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.068 0.039 0.076 0.074 0.979 -0.044 -0.002 -0.101

【当事者意識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 -0.094 0.093 -0.022 -0.018 0.793 0.073 -0.017 -0.004

【効力感】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.366 -0.217 -0.012 -0.027 0.447 0.250 0.092 0.093

【効力感】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 0.317 -0.214 0.129 0.064 -0.052 0.744 0.055 0.063

【当事者意識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.200 0.248 -0.037 0.059 0.034 0.654 0.067 -0.018

【関心】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人口構造、産業構造等の地域特性 -0.118 0.284 0.049 0.040 0.108 0.617 -0.141 0.054

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.393 0.496 0.280 0.110 0.223
第2因子 － 0.523 0.514 0.219 0.224
第3因子 － 0.227 0.066 0.083
第4因子 － 0.204 0.113
第5因子 － 0.345
第6因子 －

表 5-20 関心の観測変数を除いた Promax 回転後の災害廃棄物対策に係る因子構造行列（3 県） 
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るものと推察される． 

以上から，処理計画策定に携わる自治体職員においては，「地域コミュニティへの参加」，

「日頃のごみ分別因子」，「職場の地域特性」および災害廃棄物対策業務の「効力感」，「知識」，  

「当事者意識」に加えて「関心」に係る心理的要因があると推察される．亀田ら 2)が行った

先行研究では，処理計画策定に携わる自治体職員における災害廃棄物対策に係る潜在的因

子として，災害廃棄物対策業務に係る「効力感」，「関心当事者意識」および「知識」に係る

潜在因子と，「地域コミュニティへの参加因子」，「日頃のごみ分別因子」，「職場の地域特性

因子」の計 7 因子を抽出している．このことから，本調査においても，処理計画策定に携わ

る自治体職員において，先行研究と同様の 7 つの心理的要素が得られたといえよう． 

また，本調査におけるアンケート回答者においては，亀田らの先行研究に比べ，当事者意

識と関心の性質が類似していたと考えられる． 

 

５．４．２．２． 潜在的因子の相関に関する考察考察（愛知県，三重県，静岡

県） 
 

表 5-20 で得られた 6 つの潜在的因子ついての相関と先行調査における相関を比較検討し

た．ここで，算出した各潜在的因子の因子得点間の関係を図 5-35 から図 5-40 に示す． 

これら因子得点を用い，6 つの潜在的因子に対する pearson の相関係数による相関パス図

の比較を図 5-41 に示す．先行調査において「当事者意識因子」と 0.5 以上の相関がある因 

【評価軸】項目 第1因子 第2因子

【関心】発災後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿への対応に係る業務 0.937 -0.171

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.900 -0.006

【関心】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.813 0.082

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.798 0.050

【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.777 0.110

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.687 0.164

【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.649 0.266

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.641 0.271

【関心】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.537 0.368

【関心】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 0.434 0.209

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄物処理フロー作成業務 0.045 0.934

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.077 0.844

【当事者意識】発災後の国庫補助に係る業務 -0.008 0.825

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.048 0.814

【当事者意識】有害廃棄物・適正処理が困難な廃棄物の対策 0.172 0.763

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.176 0.754

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)に係る業務 0.190 0.721

【当事者意識】災害廃棄物対策に係る啓発・広報に係る業務 0.358 0.580

【当事者意識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における被害想定 -0.094 0.536

固有値

因子間相関行列

第1因子 － 0.820
第2因子 －

表 5-21 当事者意識・関心の観測変数のみを用いた 
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図 5-35 災害廃棄物対策に係る効力感からみた因子得点の関係（3 県） 

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

地域

コミュ

ニティ

当事者意識

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

知識

当事者意識

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

4

-4 -3 -2 -1 0 1 2 3 4

効力感

当事者意識

図 5-36 災害廃棄物対策に係る当事者意識からみた因子得点の関係（3 県） 
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図 5-37 災害廃棄物対策に係る知識からみた因子得点の関係（3 県） 
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図 5-38 地域コミュニティからみた因子得点の関係（3 県） 
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図 5-39 日頃のごみ分別からみた因子得点の関係（3 県） 
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図 5-40 地域特性からみた因子得点の関係（3 県） 
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子は，「関心因子」および「地域特性因子」であり，本調査において「当事者意識因子_3 県」

と 0.5 以上の相関がある因子は，「知識因子_3 県」および「ごみ分別因子_3 県」であった．

本調査において「当事者意識因子_3 県」と「知識因子_3 県」の相関が大きくみられた要因

については，本調査の回答者においては当事者意識と関心は類似した性質があるものと推

察したことことを踏まえると，先行調査においては「関心因子」と「知識因子」が 0.5 以上

と相関が大きかったためと考えられる．本調査において「当事者意識因子_3 県」と「ごみ

分別因子_3 県」の相関が大きく表れた要因については，先行調査実施時点と比べ本調査実

施に時点においては，廃棄物行政に従事する職員にとって災害廃棄物対策に係る業務が日

常業務となったことから，日常のごみ分別といった環境問題および循環型社会ならびに社

会のルールといった事項への知識や関心が大きい職員においては，災害廃棄物対策につい

ての当事者意識も大きいものと推察されよう． 

 

５．４．２．３． アンケート回答者の個人属性による影響の比較考察（愛知県，

三重県，静岡県） 
 

ここでは，災害廃棄物対策に係る潜在的因子に対する愛知県，三重県，静岡県における回

答者の個人属性の影響について，本調査における結果と先行調査における結果を比較検討

する．なお，因子得点は欠損がある回答者については算出されない．このため，各因子にお

ける因子得点のデータ数は，災害廃棄物対策業務に係る観測変数のうち評価軸を関心とす

る観測変数を除き抽出した 6 因子については N=113，評価軸を当事者意識と関心とする観

測変数のみを用い抽出した 2 因子については N=113 であった． 

 

図 5-41 災害廃棄物対策に係る潜在的因子に対する 

pearson の相関係数による相関パス図の比較（3 県） 
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（１） 廃棄物行政への従事期間による因子得点の差に関する比較考察 
 

廃棄物行政への従事期間の差，すなわち 3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者による因

子得点の差を検討した．廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の分布の比較を図 5-

42 に示し，t 検定における先行調査との結果の比較を表 5-22 に示す． 

この結果より，本調査において，「知識因子_3 県」（t=1.91，df=105.00，p<0.1）について

は，廃棄物行政への従事期間が 3 年以上の自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した．

環境省の災害廃棄物処理計画策定ガイドライン18)がはじめて制定されたのが 2014 年である

ことから，先行調査を実施した 2017 年時点では，災害廃棄物対策に係る業務は新しく生じ

た業務であった．しかしながら，本調査を実施した 2019 年時点では，はじめてのガイドラ

イン策定から 5 年が経過したことで，3 年以上にわたり廃棄物行政へ従事していた回答者に

おいては，3 年以上にわたり災害廃棄物対策に係る業務を実施してきたこととなったため，

3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者で災害廃棄物対策に係る知識に有意な差が生じたと

考えられる． 

本調査において，「地域特性因子_3 県」（t=-2.24，df=105.00，p<0.05）については，廃棄物

行政への従事期間が 3 年以上の自治体職員の方が有意に低い因子得点を示した．5.3.1.2 項

においては，南海トラフ地震防災対策推進地域での回答者（N=328）においては，セミナー・

講習の受講経験者，災害派遣の経験権者および処理計画策定済みである自治体の回答者に

おいて「地域特性因子」が有意に高い結果が得られた．本調査における愛知県，三重県，静

岡県での回答者(N=118)では，廃棄物行政への従事期間が 3 年未満（N=55）の回答者と 3 年

以上の回答者（N=52）においては，セミナー・講習の受講経験者数はそれぞれ 36 人と 29 

人，災害派遣経験者数はそれぞれ 12 人と 10 人，処理計画策定済みである自治体からの回

答者数はそれぞれ 49 人と 45 人であった．以上より，3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者

においてこれらの項目の回答者数の割合に違う特徴がみられなかった．南海トラフ地震防

災対策推進地域での回答者（N=328）においては，3 年未満の回答者と 3 年以上の回答者と

で「地域特性因子」に差がみられなかったことから，本結果については，今後，検証する必

要があろう． 

 

（２） 災害対応経験および災害派遣経験の差による因子相関の差異に関する比較

考察 
 

被災自治体位としての災害対応経験および被災地への災害派遣経験の有無による因子得

点の差を検討した．先行調査においては，これらについて経験者と未経験者の有意な差が

みられず，また，経験者の割合が少なかったことから，今後の検証課題とされていた． 

災害対応経験および災害派遣経験の有無による因子得点の分布の比較を図 5-43，図 5-

44 にそれぞれ示し，t 検定における先行調査との結果の比較を表 5-23，表 5-24にそれぞ 
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図 5-42 廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の分布の比較 

あり（N＝55），なし（N＝52） 
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れ示す．この結果より，本調査においては，「知識因子_3 県」および「ごみ分別因子_3

県」において，災害対応経験のある自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した．しか

しながら，先行調査以上に対応経験者の割合が小さいことから，差異の要因についての考

察は困難であると考える． 

次に，本調査における災害派遣を経験した自治体職員においては，経験のない職員と比

べ，「知識因子」について有意に高い因子得点を示したが，「地域特性因子_3 県」について

は優位に低い因子得点を示した．「効力感因子_3 県」については，有意な差はないが，災

害派遣を経験した自治体職員の方が低い因子得点を示した．これらのことから，5.3.1.2.項

で述べた内容と同一であるが，災害派遣を経験した自治体職員においては，災害廃棄物対

応を実体験することで災害廃棄物対応への知識を得る一方で，実災害では化学工場由来の

有害物や危険物，漁港由来の水産業系処理困難物等への対応も求められることから，自自

治体の産業構造等の地域特性への理解について不十分さを感じ，効力感が低下するものと

推察される． 

 

（３） セミナー・講習会および訓練・ワークショップの参加経験の有無による因

子得点の差に関する比較考察 
 

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習および訓練・WS の受講経験の有無による因子得

点の差を検討した．セミナー・講習および訓練・WS の参加の有無による因子得点の分布

の比較を図 5-45 に示し，t 検定における先行調査との結果の比較を表 5-25から表 5-30に

それぞれ示す．この結果より，先行調査と本調査では，同じ人材育成の経験があるグルー

プにおいて，災害廃棄物対策に係る潜在的因子に統計的に有意な差は，必ずしも同じ傾向

はみられなかった．しかしながら，統計的に有意な差がある潜在的因子に着目すると，表 

表 5-22 廃棄物行政への従事期間の差による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.14 0.92 -0.12 1.03 1.51 0.10 0.84 -0.18 1.15 1.42
知識因子（_3県） 0.13 0.90 -0.11 1.04 1.38 0.15 0.91 -0.22 1.09 1.91 *
地域コミュニティ因子（_3県） 0.00 1.04 0.00 0.89 0.02 -0.02 0.94 0.02 1.09 -0.17
ごみ分別因子（_3県） -0.04 1.01 0.03 0.87 -0.43 -0.18 1.09 0.12 0.79 -1.63
地域特性因子（_3県） -0.01 1.02 0.01 0.91 -0.11 -0.18 0.82 0.21 0.95 -2.24 **
当事者意識因子（_3県） 0.00 1.07 0.00 0.92 0.04 -0.16 1.08 0.10 0.92 -1.35
当事者意識因子（_3県_2因子） − − − − − -0.07 1.01 0.13 0.86 -1.07
関心因子（_3県_2因子） 0.05 1.04 -0.04 0.95 0.50 -0.09 0.98 0.17 0.83 -1.49

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

3年以上 3年未満

t値(N =60) (N =72)

3年以上 3年未満

t値(N =55) (N =52)

廃棄物行政への従事期間

今回調査先行調査
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図 5-43 被災自治体としての災害対応経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝9），なし（N＝102） 
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図 5-44 災害派遣経験の有無による因子得点の分布の比較 

あり（N＝22），なし（N＝70） 
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5-26から，セミナー・講習と訓練・WS を共に受講経験のある回答者と訓練のみ受講経験

のある回答者における「地域コミュニティ因子（_3 県）」の比較，表 5-28から，セミナ

ー・講習のみ受講経験のある回答者と訓練・WS のみ受講経験のある回答者における「関

心因子（_3 県_2 因子）」の比較，および，表 5-30から，訓練・WS のみ受講経験のある回

答者と共に受講経験のない回答者における「地域コミュニティ因子（_3 県）」の比較を除

き，各潜在的因子における因子得点平均値の大小関係は同一であった．このため，先行調

査と本調査の回答者においては，座学や参加型の研修による効果については，必ずしも同

程度の効果量は得られていないが，同様の効果が得られていたと推察される． 

先行調査では，災害廃棄物対策に係る訓練・WS の参加経験の有無別に 7 つの潜在的因

子に対する相関について検討している．回答者の約 9 割がセミナー・講習の受講経験があ

り，訓練・WS の経験者 86 名のうち，84 名がセミナー・講習も経験している．このこと 

表 5-23 被災自治体としての災害廃棄物対応経験による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.28 0.77 -0.05 1.02 1.42 0.41 0.75 0.00 0.97 1.23
知識因子（_3県） 0.31 0.92 -0.06 0.98 1.60 0.53 0.80 0.00 0.93 1.66 *
地域コミュニティ因子（_3県） -0.22 0.91 0.04 0.97 -1.15 0.62 0.84 -0.06 1.01 1.95 *
ごみ分別因子（_3県） 0.14 0.86 -0.03 0.95 0.73 0.17 0.86 0.02 0.91 0.46
地域特性因子（_3県） -0.17 1.06 0.03 0.94 -0.91 0.23 1.15 0.03 0.89 0.64
当事者意識因子（_3県） 0.11 0.96 -0.02 1.00 0.56 0.43 0.69 0.00 0.94 1.36
当事者意識因子（_3県_2因子） − − − − − 0.36 0.78 0.02 0.94 1.05
関心因子（_3県_2因子） 0.12 1.05 -0.02 0.98 0.61 0.46 0.67 0.02 0.92 1.41

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

あり なし

t値
あり なし

t値

被災自治体としての災害廃棄物対応の経験

先行調査 今回調査

(N =21) (N =111) (N =9) (N =102)

表 5-24 災害対応への派遣経験による因子得点の比較 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.28 0.86 -0.04 1.00 1.29 0.19 1.12 -0.03 0.99 0.90
知識因子（_3県） 0.13 0.89 -0.02 0.99 0.63 0.43 1.19 -0.06 0.89 2.05 **
地域コミュニティ因子（_3県） 0.00 0.80 0.00 0.98 -0.02 0.14 0.93 0.02 1.03 0.49
ごみ分別因子（_3県） -0.03 0.87 0.00 0.95 -0.14 0.04 0.95 0.02 0.88 0.09
地域特性因子（_3県） 0.07 0.92 -0.01 0.97 0.31 -0.39 1.17 0.17 0.78 -2.12 **
当事者意識因子（_3県） 0.04 0.85 -0.01 1.01 0.18 0.06 0.93 0.07 0.97 -0.04
当事者意識因子（_3県_2因子） − − − − − 0.16 1.03 0.13 0.82 0.11
関心因子（_3県_2因子） -0.06 1.09 0.01 0.98 -0.26 0.02 0.92 0.19 0.83 -0.84

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

あり なし

t値
あり なし

t値(N =18)

災害対応への派遣経験

今回調査

(N =22) (N =70)

先行調査

(N =114)
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図 5-45 セミナー・講習および訓練・WS の参加経験による因子得点の分布の比較 

共にあり（N＝86），セミナーのみ（N＝32），訓練のみ（N＝51），共になし（N＝14） 
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表 5-25 人材育成に着目した因子得点の比較（その 1） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.12 0.91 -0.32 1.10 2.15 ** 0.13 0.95 -0.05 0.85 0.67
知識因子（_3県） 0.19 0.83 -0.19 0.99 2.07 ** 0.29 0.73 0.08 0.94 0.99
地域コミュニティ因子（_3県） -0.03 1.01 0.08 0.82 -0.57 -0.11 1.13 0.29 0.89 -1.35
ごみ分別因子（_3県） 0.08 0.86 -0.15 1.01 1.25 0.15 0.74 0.29 0.71 -0.67
地域特性因子（_3県） -0.04 0.98 0.18 0.82 -1.16 -0.12 0.94 0.58 0.70 -2.82 **
当事者意識因子（_3県） 0.03 0.95 0.14 1.00 -0.53 0.26 0.78 0.04 0.88 0.96
当事者意識因子（_3県_2因子） − － － － － 0.29 0.79 0.05 0.94 1.05
関心因子（_3県_2因子） 0.07 0.92 0.21 0.76 -0.73 0.26 0.77 0.13 0.84 0.63

*p <0.1, **p <0.05

潜在因子

共にあり セミナーのみ

t値
共にあり セミナーのみ

t値(N =84) (N =32) (N =51) (N =17)

先行調査 今回調査

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

表 5-26 人材育成に着目した因子得点の比較（その 2） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.12 0.91 0.02 0.80 0.15 0.13 0.95 0.01 1.15 0.26
知識因子（_3県） 0.19 0.83 0.23 0.51 -0.08 0.29 0.73 -0.33 1.04 1.77
地域コミュニティ因子（_3県） -0.03 1.01 0.36 1.24 -0.55 -0.11 1.13 -0.39 1.19 0.52 **
ごみ分別因子（_3県） 0.08 0.86 -0.88 1.67 1.54 0.15 0.74 0.46 0.09 -2.81
地域特性因子（_3県） -0.04 0.98 -0.26 0.84 0.30 -0.12 0.94 0.40 0.99 -1.17
当事者意識因子（_3県） 0.03 0.95 -0.75 0.60 1.16 0.26 0.78 0.31 0.72 -0.13 *
当事者意識因子（_3県_2因子） − － － － － 0.29 0.79 0.04 0.60 0.66
関心因子（_3県_2因子） 0.07 0.92 -0.95 1.66 1.53 0.26 0.77 0.33 0.76 -0.20

*p <0.1, **p <0.05

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

先行調査 今回調査

潜在因子

共にあり 訓練のみ

t値
共にあり 訓練のみ

t値(N =84) (N =2) (N =51) (N =5)

表 5-27 人材育成に着目した因子得点の比較（その 3） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.12 0.91 0.03 1.12 0.31 0.13 0.95 -0.20 1.10 1.50
知識因子（_3県） 0.19 0.83 -0.72 1.43 2.33 ** 0.29 0.73 -0.46 1.17 3.51 **
地域コミュニティ因子（_3県） -0.03 1.01 -0.03 0.98 -0.01 -0.11 1.13 0.08 0.87 -0.88 **
ごみ分別因子（_3県） 0.08 0.86 -0.02 1.12 0.40 0.15 0.74 -0.40 1.22 2.45
地域特性因子（_3県） -0.04 0.98 -0.13 1.17 0.29 -0.12 0.94 -0.04 0.87 -0.43
当事者意識因子（_3県） 0.03 0.95 -0.38 1.18 1.46 0.26 0.78 -0.51 1.15 3.56 **
当事者意識因子（_3県_2因子） − － － － － 0.29 0.79 -0.36 1.04 3.33 **
関心因子（_3県_2因子） 0.07 0.92 -0.78 1.37 2.25 ** 0.26 0.77 -0.38 1.02 3.21 **

*p <0.1, **p <0.05

先行調査 今回調査

(N =14) (N =51) (N =38)

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

潜在因子

共にあり 共になし

t値
共にあり 共になし

t値(N =84)
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表 5-28 人材育成に着目した因子得点の比較（その 4） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） -0.32 1.10 0.02 0.80 -0.42 -0.05 0.85 0.01 1.15 -0.13
知識因子（_3県） -0.19 0.99 0.23 0.51 -0.59 0.08 0.94 -0.33 1.04 0.83
地域コミュニティ因子（_3県） 0.08 0.82 0.36 1.24 -0.46 0.29 0.89 -0.39 1.19 1.40
ごみ分別因子（_3県） -0.15 1.01 -0.88 1.67 0.96 0.29 0.71 0.46 0.09 -0.53
地域特性因子（_3県） 0.18 0.82 -0.26 0.84 0.74 0.58 0.70 0.40 0.99 0.47
当事者意識因子（_3県） 0.14 1.00 -0.75 0.60 1.24 0.04 0.88 0.31 0.72 -0.61
当事者意識因子（_3県_2因子） − － － － － 0.05 0.94 0.04 0.60 0.01
関心因子（_3県_2因子） 0.21 0.76 -0.95 1.66 1.98 * 0.13 0.84 0.33 0.76 -0.49

*p <0.1, **p <0.05

セミナーのみ 訓練のみ

t値
セミナーのみ 訓練のみ

(N =32) (N =2) (N =17) (N =5)潜在因子 t値

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

先行調査 今回調査

表 5-29 人材育成に着目した因子得点の比較（その 5） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） -0.32 1.10 0.03 1.12 -0.99 -0.05 0.85 -0.20 1.10 0.51
知識因子（_3県） -0.19 0.99 -0.72 1.43 1.47 0.08 0.94 -0.46 1.17 1.66 *
地域コミュニティ因子（_3県） 0.08 0.82 -0.03 0.98 0.40 0.29 0.89 0.08 0.87 0.82 **
ごみ分別因子（_3県） -0.15 1.01 -0.02 1.12 -0.39 0.29 0.71 -0.40 1.22 2.61
地域特性因子（_3県） 0.18 0.82 -0.13 1.17 1.04 0.58 0.70 -0.04 0.87 2.59 **
当事者意識因子（_3県） 0.14 1.00 -0.38 1.18 1.54 0.04 0.88 -0.51 1.15 1.76
当事者意識因子（_3県_2因子） − － － － － 0.05 0.94 -0.36 1.04 1.42
関心因子（_3県_2因子） 0.21 0.76 -0.78 1.37 2.54 ** 0.13 0.84 -0.38 1.02 1.83 *

*p <0.1, **p <0.05

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

先行調査 今回調査

潜在因子

セミナーのみ 共になし

t値
セミナーのみ 共になし

t値(N =32) (N =14) (N =17) (N =38)

表 5-30 人材育成に着目した因子得点の比較（その 6） 

M SD M SD M SD M SD
効力感因子（_3県） 0.02 0.80 0.03 1.12 -0.02 0.01 1.15 -0.20 1.10 0.40
知識因子（_3県） 0.23 0.51 -0.72 1.43 0.92 -0.33 1.04 -0.46 1.17 0.24
地域コミュニティ因子（_3県） 0.36 1.24 -0.03 0.98 0.52 -0.39 1.19 0.08 0.87 -1.09 **
ごみ分別因子（_3県） -0.88 1.67 -0.02 1.12 -0.97 0.46 0.09 -0.40 1.22 4.28
地域特性因子（_3県） -0.26 0.84 -0.13 1.17 -0.15 0.40 0.99 -0.04 0.87 1.04
当事者意識因子（_3県） -0.75 0.60 -0.38 1.18 -0.42 0.31 0.72 -0.51 1.15 1.54
当事者意識因子（_3県_2因子） − － － － － 0.04 0.60 -0.36 1.04 0.85
関心因子（_3県_2因子） -0.95 1.66 -0.78 1.37 -0.17 0.33 0.76 -0.38 1.02 1.51

*p <0.1, **p <0.05

災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練WSの受講経験

先行調査 今回調査

潜在因子

訓練のみ 共になし

t値
訓練のみ 共になし

t値(N =2) (N =14) (N =5) (N =38)

120



を踏まえると，ここでは，訓練・WS とセミナー・講習両方の受講経験があるグループ

と，セミナー・講習の受講経験はあるが訓練・WS については受講経験がないグループと

の比較検討であるといえる．先行調査における結果を，図 5-46に示す．同様に，本調査

においても，訓練・WS とセミナー・講習両方の受講経験があるグループと，セミナー・

講習の受講経験はあるが訓練・WS については受講経験がないグループ別に，6 つの潜在

的因子に対する相関について検討する．この結果を図 5-47に示す．これらの結果より，

先行調査と本調査では，セミナー・講習のみ受講経験のあるグループでは「知識因子（_3

県）」と「効力感因子（_3 県）」に相関があり，訓練・WS とセミナー・講習両方の受講経

験があるグループでは，「知識因子（_3 県）」と「効力感因子（_3 県）」との相関はなくな

り，「知識因子（_3 県）」と「当事者意識因子（_3 県）」との相関が表れた．このため，本

調査においても先行調査と同じ結論を得られる．すなわち，回答者の訓練・WS，セミナ

ー・講習の受講経験を鑑みると，座学であるセミナー・講習と参画型である訓練・WS で

図 5-47 先行研究での訓練・WS 参加経験者の潜在的因子に対する相関 4) 
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図 5-46 災害廃棄物対策に係る訓練・WS 参加経験者の潜在的因子に対する相関 
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得られる知識が，災害廃棄物対策に係る潜在的因子に与える影響が異なるといえる．ま

た，座学による研修では，知識や気付きを得ることで災害対応業務に対する効力感が大き

くなるが，参画型での研修では，知識や気付きを得ることで，当事者意識が関連付けられ

たものと推察できよう． 

以上より，愛知県，三重県，静岡県における本調査の回答者においては，先行調査と同様

にの 7 つの災害廃棄物対策に係る心理的要素を持つことが明らかとなった．また，災害廃棄

物対策に係る座学や参加型の研修の受講による影響を考察したところ，先行調査と本調査

の回答者においては，同様の効果が得られていたと推察された．これらのことから，本研究

における自治体職員個人を対象とした災害廃棄物対策に係る因子分析結果については，一

定の一般性があるものといえよう．今後の課題として，更なる一般性を担保するためには，

同様のアンケート調査による検討を対象範囲を広げ全国規模で行うことが考えられる．ま

た，性別，年齢，役職等の詳細な個人属性の観点から自治体職員の潜在的心理因子とその関

係を調査・検討することにより，災害廃棄物対策に係る因子分析結果の一般性担保に繋がる

ものと考える．基礎自治体を属性の一つとして検討する場合は，基礎自治体という上位構造

の下に職員個人は入れ子される階層的構造であるため，個人の潜在的因子等は基礎自治体

の影響を受けうる．このため，マルチレベル分析19)を用いた検討が有用であると考える． 

 

５．４．３． 自治体職員の当事者意識の要因分析における一般性の検証（愛知県，三

重県，静岡県） 

 

ここでは，第 3 章で導出した当事者意識の醸成のメカニズムを表す因果モデルを仮説因

果モデルとし，愛知県，三重県，静岡県における本アンケート回答者（N=118）を用いて共

分散構造分析により要因間の因果連鎖構造を確認的に分析する．これにより得られた結果

から，当事者意識の醸成のメカニズムを表す因果モデルの一般性を検証する． 

第 3 章で導出した当事者意識の醸成のメカニズムを表す 3 つの因果モデルを仮説因果モ

デルとし，図 5-48に示す．分析には，IBM AMOS Version25 を用いた．欠損値については，

完全情報最尤法により処理した． 

得られた因果モデルに含まれる各パスの推定値は，すべて 1%水準で有意であった．構成

したモデルの適合度指標は CFI および RMSEA を参照した．各適合度指標をまとめ，表 5-

31 に示す．この結果から，得られた 3 因果モデルの当てはまりは十分でなかったことがわ

かる． 

次に，5.3.2.項で得られたモデルに基づき，共分散構造分析により要因間の因果連鎖構造

を確認的に分析した．その結果，得られた因果モデルに含まれる各パスの推定値は，すべて

1%水準で有意であった．構成したモデルの適合度指標は CFI および RMSEA を参照した．

各適合度指標をまとめ，表 5-32 に示す．この結果から，適合度は 5.3.2.項で得られた適合度

と同程度であり，すべての因果モデルで p < 0.001 が得られたことを踏まえ，得られた 3 つ 
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モデルは採択可能であると判断した． 

図 5-49 に処理計画因果モデル（3 県），図 5-50に仮置場業務因果モデル（3 県），ならび 

に図 5-51 に災害廃棄物処理フロー因果モデル（3 県）を示す．ここで，各因果モデルの潜

図 5-48 当事者意識に係る仮説因果モデル 
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表 5-31 仮説因果モデルにおける適合度 

χ2 CFI RMSEA

処理計画因果モデル
（df =49） 171.945 0.846 0.146

仮置場業務因果モデル
（df =48） 128.750 0.906 0.120

災害廃棄物処理フロー因果モデル

（df =48） 162.770 0.872 0.143
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の在的構成概念における観測変数の因子負荷

量および共通性ならびに潜在的構成概念にお

ける寄与率を表 5-33 に示す．各因果モデルの

寄与率および共通性の値より，それぞれの構

成概念において抽出された因子は，それぞれ

の観測変数により測定されており，これらの

観測変数で観測される構成概念であるといえ

る． 

3 つの因果モデルにおいて「ごみ分別因子」

の観測変数が増えた要因としては，図 5-41 に

示した本調査において抽出された災害廃棄物

対策に係る潜在的因子に対する pearson の相関

係数による相関パス図（3 県）と先行調査による相関パス図の比較から，本調査の回答者に

おいては当事者意識と関心の性質が類似していたため，先行調査に比べ「当事者意識因_3

県」と「ごみ分別因子_3 県」の相関が大きいことで，因果モデルにおける「ごみ分別因子_3

県」の影響が大きくなったことが要因であると推察される． 

表 5-32 災害廃棄物対策に係る因果モデル分析の適合度（３県） 

χ2 CFI RMSEA

処理計画因果モデル
（df =61） 165.595 0.892 0.121

仮置場業務因果モデル
（df =61） 141.311 0.921 0.106

災害廃棄物処理フロー因果モデル

（df =61） 148.623 0.911 0.111

図 5-51 処理フロー因果モデル（3 県） 
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図 5-50 仮置場業務因果モデル（3 県） 
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仮置場業務
に係る関心因子
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計画業務
に係る関心因子

【関心】
発生量

【関心】
仮置場

【当事者】
発生量

【当事者】
仮置場

【知識】
発生量

【知識】
仮置場

【関心】
ごみ分別

【知識】
ごみ分別

.73

.90

.98

.63

.68

.48

.95 .73 .73 .89

.95 .85

【当事者】
ごみ分別

【効力感】
ごみ分別

.67 .93

【知識】
被害想定

【知識】
地域特性

【知識】
地域コミュ

.74 .82 .52

図 5-49 処理計画因果モデル（3 県） 

地域社会に係る
知識因子

計画業務
に係る知識因子

計画業務に
係る当事者意識因子

ごみ分別因子

計画業務
に係る関心因子

【関心】
処理計画

【関心】
実行計画

【当事者】
処理計画

【当事者】
実行計画

【知識】
処理計画

【知識】
実行計画

【関心】
ごみ分別

【知識】
ごみ分別
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.84

.45

.65 .97 .72 .90

.80 .86

【当事者】
ごみ分別

【効力感】
ごみ分別

.68 .92

【知識】
被害想定

【知識】
地域特性

【知識】
地域コミュ

.74 .83 .51
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表 5-33 構成概念別因子分析モデルとその寄与率（3 県） 

モデル 潜在的構成概念 観測変数 因子負荷量 共通性 寄与率

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人
口構造、産業構造等の地域特性

0.738 0.537

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における
被害想定

0.832 0.741

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.509 -0.051

【知識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)
に係る業務

0.645 0.330

【知識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.965 0.916

【関心】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定 (改定)
に係る業務

0.754 0.750

【関心】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る業務 0.926 0.900

【知識】日頃のごみの分別 0.725 0.878

【関心】日頃のごみの分別 0.9 0.927

【効力感】日頃のごみの分別 0.677 0.666

【当事者】日頃のごみの分別 0.922 0.953

【当事者意識】発災後の災害廃棄物処理実行計画の策定

(改定)に係る業務
0.799 0.803

【当事者意識】災害廃棄物処理計画の策定 (改定)に係る

業務
0.861 0.807

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人
口構造、産業構造等の地域特性

0.820 0.668

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における
被害想定

0.739 0.618

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.521 -0.034

【知識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.949 0.907

【知識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.730 0.337

【関心】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る業務 0.899 0.885

【関心】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.729 0.673

【知識】日頃のごみの分別 0.730 0.880

【関心】日頃のごみの分別 0.89 0.92

【効力感】日頃のごみの分別 0.670 0.661

【当事者】日頃のごみの分別 0.931 0.958

【当事者意識】仮置場の選定、設置、管理、運営に係る
業務

0.952 0.936

【当事者意識】災害廃棄物発生量の推計に係る業務 0.848 0.813

【知識】あなたの職場の自治体における地勢・気候、人
口構造、産業構造等の地域特性

0.756 0.564

【知識】あなたの職場の自治体の地域防災計画における
被害想定

0.810 0.711

【知識】地域防災活動等の地域コミュニティへの参加 0.517 -0.039

【知識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄
物処理フロー作成業務

0.848 0.651

【知識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.821 0.777

【関心】分別、処理、最終処分、再資源化等の災害廃棄
物処理フロー作成業務

0.806 0.778

【関心】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.901 0.903

【知識】日頃のごみの分別 0.727 0.879

【関心】日頃のごみの分別 0.897 0.925

【効力感】日頃のごみの分別 0.674 0.664

【当事者】日頃のごみの分別 0.925 0.955

【当事者意識】分別、処理、最終処分、再資源化等の災
害廃棄物処理フロー作成業務

0.849 0.825

【当事者意識】災害廃棄物の収集、運搬に係る業務 0.901 0.887

仮置場業務
モデル
（3県）

処理計画
モデル
（3県）

災害廃棄物
処理フロー

モデル
（3県）

処理フロー業務に
係る知識

71.40

処理フロー業務に
係る関心

84.05

処理フロー業務に
係る当事者意識

85.60

ごみ分別

地域社会に係る
知識

41.20

85.58

41.73

62.20

77.90

85.48

87.45

地域社会に係る
知識

仮置場業務に係る
知識

仮置場業務に係る
関心

ごみ分別

仮置場業務に係る
当事者意識

ごみ分別 85.60

計画業務に係る
当事者意識

80.50

地域社会に係る
知識

40.90

計画業務に係る
知識

62.30

計画業務に係る
関心

82.50
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以上より，本アンケート回答者（N=118）を対象に得られた災害廃棄物対策に係る 3 つの

因果モデルは仮設モデルである第 3 章で導出した因果モデルの骨格と，災害廃棄物対策に 

係る知識が関心を経て当事者意識が醸成するという論理的仮説を崩していないことから，

災害廃棄物対策に係る要因分析については，一定の一般性があるといえよう．今後は，より

当てはまりの良い因果モデルの導出が求められる．本調査票において設問とした災害廃棄

物対策業務は，2014 年 4 月から 2016 年 11 月までに策定された 54 自治体の処理計画に 80%

程度記載されている事項20)を参考に選定している．2016 年度末において市区町村における

処理計画の策定率は 24%であったが，2019 年度末においては 52%まで増えている 6)．また，

環境省による災害廃棄物処理計画策定ガイドラインの改定もなされたことから21)，調査票を

再設計することで因果モデルの改善を図る必要があると考える． 

 

５．４．４． 災害廃棄物対策に係る実効性の評価手法における他の地域への適用可能

性の検証 

 

ここでは，亀田ら 3)が構築した基礎自治体の災害廃棄物対策の実効性評価手法における他

の地域への適用可能性を検証する．すなわち，本調査の回答自治体のうち，先行研究で対象

とした愛知県，三重県，静岡県の 3 県の回答自治体（N = 48）と 3 県以外の地域における回

答自治体（N = 150）とを別々に実効性評価表を用いて災害廃棄物対策の実効性を評価し，

その評価結果を比較検討することで，基礎自治体における取組と実効性評価結果が客観的

にリンクしているかを確認する． 

 

５．４．４．１． 実効性評価表による実効性レベル値に関する比較考察 
 

セルの値の設定によっては実効性のレベル値は変動するため，第２章と同様の手法によ

表 5-34 レベル値判定方法 3) 

防災に関する事項が含
まれていない。

特定の事業分野にのみ
防災に関する事項が含
まれている。

全ての事業分野におい
て防災に関する事項が
含まれている。

A B C

ア 0 0 0

イ 0 1 2

ウ 0 2 3

Ⅰ－ｂ－１．企業全体の経営に関す
る計画に防災に関する事項が含まれ
ていますか？

（広さ） 防災を含む計画の対象範囲

位
置

付
け

(

深
さ

)

防災に関する事項を含んだ
経営に関する計画がない。

部門レベルの経営に関する
計画に防災に関する事項が
含まれているが、経営者の
承認を得ていない。

経営者の承認を得た経営に
関する計画に防災に関する
事項が含まれている。
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り，本調査における愛知

県，三重県，静岡県の 3

県の基礎自治体と3県以

外の地域における基礎

自治体の回答を用いて，

セル値についてそれぞ

れ感度分析をそれぞれ

実施する．これにより，

先行調査で採用したセ

ル値が本調査においても妥当であろうことを確認する． 

本調査における実効性評価表のセル値は，表 5-34に示すように，企業防災評価表および

災害廃棄物対策に係る実効性評価表と同様に，セル値の最低スコアを 0，最大スコアを 3 と

し，対角に対して対称に設定した． 

感度分析を実施するセル値の組み合わせを第２章と同様に 6 通り設定し，表 5-35 に示す．

また、式 (1)により、case1 を基準とした場合における、設問 k にける各 case と case1 との実効

性レベル値の素点の差の平均値を算出し、得られた 58 個の解を図 5-52 に示した． 

   ∑ {    ∑ (𝑟𝑎𝑤 𝑒𝑓𝑓𝑖𝑐𝑎𝑑𝑦 𝑣𝑎𝑙𝑢𝑒(𝑛, 𝑘) − 𝑟𝑎𝑤 𝑒𝑓𝑓𝑖𝑐𝑎𝑑𝑦 𝑣𝑎𝑙𝑢𝑒(1, 𝑘))}           ･･････････(1) 

 

図5-52より，各 caseの実効性レベル値の素点と case1の素点の差の平均は，3県では 0.18，

3 県以外では 0.17 であることから，実効性評価表による実効性レベル値は頑健性があると

いえよう．このため，本調査における 3 県と 3 県以外の地域においても，企業防災評価表お

よび災害廃棄物対策に係る実効性評価表のマトリックスにおいてセル値の標準としている

case1 を採用できるといえる． 

3 県および 3 県以外の地域における実効性レベル値の平均値を表 5-36，表 5-37および図 

図 5-52 実効性レベル値における感度分析結果 

愛知県，三重県，静岡県の基礎自治体 3 県以外の基礎自治体 

 

表 5-35 感度分析における検討 case5） 

Ａ×ア
Ａ×イ

(Ｂ×ア)
Ａ×ウ

(Ｃ×ア)
Ｂ×イ

Ｂ×ウ
(Ｃ×イ)

Ｃ×ウ

case1 0 0 0 1 2 3
case2 0 0 1 1 2 3

case3 0 0 1 2 2 3

case4 0 1 1 1 2 3

case5 0 1 1 2 2 3

case6 0 1 2 2 2 3 
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表 5-36 実効性評価表における各設問の実効性レベル値の素点（3 県） 

設問内容 平均
標準
偏差

I-a　方針 1 計画策定 市の総合計画や地域防災計画に災害廃棄物関する事項が含まれる 1.27 0.67
1 渉外 計画策定 災害廃棄物処理計画を策定している 1.56 1.02
2 人材 計画策定 安否確認についての対策策定、訓練実施が計画に明記されている 1.00 1.24
3 施設 計画策定 二次災害の防止対策、訓練実施について計画に記載されている 0.90 1.21
4 施設 情報分析 想定災害について廃棄物処理に与える影響評価をしている 0.75 0.92
5 目標設定 災害時優先的に継続する業務を選定し、目標復旧時間を定めている 1.31 1.16
6 計画策定 情報分析 処理計画で複数の災害シナリオを想定している 1.42 1.15
7 施設 計画策定 itiinndearutokanngaeru 0.48 1.08
8 人材 計画策定 初動、受援について対策や訓練実施が計画に記載されている 1.17 1.18
9 渉外 災害時連絡調整、協力体制構築で、平時から関係機関と協議している 0.81 1.07
1 人材 経験・訓練により必要な知識を持つ要員が確保されている 0.31 0.65
2 内部調整 情報共有 災害時の指揮命令系統が明確に定められている 1.88 1.09
3 資機材 施設 災害時の連絡・通信手段が確保されている 0.77 0.98
4 渉外 内部調整 夜間、休日の指揮命令系統が整備されている 0.83 0.87
1 施設 情報共有 幹部職員、職員、周辺住民の安全確保手順、緊急時避難方法・経路が明確である 0.44 0.91
2 情報収集 情報共有 緊急連絡網や安否確認体制が整備されている 1.90 1.29
3 内部調整 施設 二次災害防止のための対応体制を整備している 0.31 0.79
4 資機材 災害後の生活物資（水、非常用食料、非常用生活用品）を備蓄している 0.15 0.46
5 情報収集 情報共有 幹部職員・職員の家族の安否確認対策を実施している 0.60 1.19
6 計画策定 情報共有 帰宅困難職員対策を実施している 0.10 0.42
1 施設 主要な施設の地震対策（耐震化）を実施している 1.31 1.31
2 施設 主要な施設の風水害対策を実施している 0.63 1.07
3 資機材 設備・機器類の地震対策を実施している 0.58 1.06
1 施設 庁舎が機能しなくなった場合のバックアップオフィスを確保している 0.27 0.44
2 施設 計画策定 主要施設の基幹業務システムのバックアップ対策を実施している 0.46 0.82
3 施設 計画策定 設備機器類（自家発電装置等）の二重化対策をしている 0.60 0.95
4 内部調整 資金調達 災害に備えた財源確保（補助金、補正予算、保険等）を準備している 0.46 0.87
5 内部調整 契約 災害廃棄物処理業務の発注、業務管理の準備をしている 0.29 0.64
6 情報収集 重要書類に対する対策（複写等）をしている 0.23 0.55
1 情報収集 情報共有 災害時の情報収集、情報共有手順が明確である 0.83 0.82
2 広報 内部調整 災害時の住民、関係機関、マスコミとの情報発信手段を明確にしている 0.88 0.90
3 施設 爆発や延焼、有害物質の流出など、周辺地域への二次災害防止策を平時から実施している 0.35 0.85
4 渉外 自治体、その他関係機関と協定等の締結をしている 1.85 0.96
5 渉外 ボランティアとの連携について検討している 0.21 0.58
1 広報 災害廃棄物対策の積極的な情報公開を実施している 1.00 1.17
2 広報 市民への啓発・広報を行っている 0.42 0.76
3 内部調整 施設 仮置場の選定、確保について検討している 1.58 0.93
4 施設 仮置場の管理、運営について検討している 1.02 1.09
5 事案処理 情報分析 災害廃棄物処理フローについて検討している 1.60 1.15
6 事案処理 有害廃棄物・処理困難廃棄物について検討している 0.67 0.82
7 内部調整 資機材 仮設トイレ等の設置について検討している 0.79 0.89
8 事案処理 発生後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿について検討している 1.13 0.90
9 事案処理 生活環境保全等について検討している 1.10 1.14
10 目標設定 計画策定 処理の進捗管理について検討している 0.50 0.79
11 目標設定 計画策定 環境対策や環境モニタリングを検討している 1.15 1.22
1 人材 情報共有 緊急連絡について教育・訓練を実施している 0.83 1.18
2 人材 動員（参集）について教育・訓練を実施している 0.83 1.26
3 人材 施設 二次災害の防止について教育・訓練を実施している 0.25 0.78
4 人材 資機材 設備（機器類・システム）の復旧について教育・訓練を実施している。 0.27 0.76
5 人材 計画策定 処理計画に基づく事業継続について教育・訓練を実施している 0.31 0.74
6 人材 セミナー・研修を実施している 0.19 0.60
7 人材 演習・訓練を実施している 0.29 0.82

防災対策 8 人材 家庭における防災対策の支援や指導を実施している 0.58 1.02
1 計画策定 計画の内容について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.67 1.09
2 計画策定 運用状況について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.44 0.96
3 人材 計画策定 教育・訓練について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.38 0.93
4 計画策定 取組みについての幹部職員による定期的な見直しを実施している 0.63 1.01
5 計画策定 第三者の診断・監査の仕組みがある 0.15 0.50

II-b　施設

の被害軽
減

II-c　バッ

クアッ
プ・業務
施設復

旧・財源
確保

IV．点検・見
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表 5-37 実効性評価表における各設問の実効性レベル値の素点（3 県以外） 

設問内容 平均
標準
偏差

I-a　方針 1 計画策定 市の総合計画や地域防災計画に災害廃棄物関する事項が含まれる 1.36 0.87
1 渉外 計画策定 災害廃棄物処理計画を策定している 1.15 1.01
2 人材 計画策定 安否確認についての対策策定、訓練実施が計画に明記されている 1.22 1.30
3 施設 計画策定 二次災害の防止対策、訓練実施について計画に記載されている 0.72 1.07
4 施設 情報分析 想定災害について廃棄物処理に与える影響評価をしている 0.65 1.00
5 目標設定 災害時優先的に継続する業務を選定し、目標復旧時間を定めている 1.10 1.19
6 計画策定 情報分析 処理計画で複数の災害シナリオを想定している 1.59 1.30
7 施設 計画策定 施設被害時の緊急措置、応急復旧について対策や訓練実施が計画に記載されている 0.51 1.06
8 人材 計画策定 初動、受援について対策や訓練実施が計画に記載されている 1.27 1.27
9 渉外 災害時連絡調整、協力体制構築で、平時から関係機関と協議している 0.99 1.18
1 人材 経験・訓練により必要な知識を持つ要員が確保されている 0.39 0.71
2 内部調整 情報共有 災害時の指揮命令系統が明確に定められている 1.59 1.11
3 資機材 施設 災害時の連絡・通信手段が確保されている 0.91 1.07
4 渉外 内部調整 夜間、休日の指揮命令系統が整備されている 0.98 0.90
1 施設 情報共有 幹部職員、職員、周辺住民の安全確保手順、緊急時避難方法・経路が明確である 0.62 1.08
2 情報収集 情報共有 緊急連絡網や安否確認体制が整備されている 1.77 1.32
3 内部調整 施設 二次災害防止のための対応体制を整備している 0.45 0.93
4 資機材 災害後の生活物資（水、非常用食料、非常用生活用品）を備蓄している 0.31 0.70
5 情報収集 情報共有 幹部職員・職員の家族の安否確認対策を実施している 0.46 0.98
6 計画策定 情報共有 帰宅困難職員対策を実施している 0.15 0.57
1 施設 主要な施設の地震対策（耐震化）を実施している 1.18 1.28
2 施設 主要な施設の風水害対策を実施している 0.55 1.04
3 資機材 設備・機器類の地震対策を実施している 0.33 0.83
1 施設 庁舎が機能しなくなった場合のバックアップオフィスを確保している 0.47 0.80
2 施設 計画策定 主要施設の基幹業務システムのバックアップ対策を実施している 0.63 1.04
3 施設 計画策定 設備機器類（自家発電装置等）の二重化対策をしている 0.43 0.95
4 内部調整 資金調達 災害に備えた財源確保（補助金、補正予算、保険等）を準備している 0.66 1.02
5 内部調整 契約 災害廃棄物処理業務の発注、業務管理の準備をしている 0.48 0.86
6 情報収集 重要書類に対する対策（複写等）をしている 0.21 0.49
1 情報収集 情報共有 災害時の情報収集、情報共有手順が明確である 0.93 1.01
2 広報 内部調整 災害時の住民、関係機関、マスコミとの情報発信手段を明確にしている 0.74 0.84
3 施設 爆発や延焼、有害物質の流出など、周辺地域への二次災害防止策を平時から実施している 0.27 0.73
4 渉外 自治体、その他関係機関と協定等の締結をしている 1.54 1.08
5 渉外 ボランティアとの連携について検討している 0.41 0.82
1 広報 災害廃棄物対策の積極的な情報公開を実施している 0.64 0.93
2 広報 市民への啓発・広報を行っている 0.45 0.74
3 内部調整 施設 仮置場の選定、確保について検討している 1.17 1.02
4 施設 仮置場の管理、運営について検討している 0.88 1.05
5 事案処理 情報分析 災害廃棄物処理フローについて検討している 1.47 1.25
6 事案処理 有害廃棄物・処理困難廃棄物について検討している 0.74 0.93
7 内部調整 資機材 仮設トイレ等の設置について検討している 0.79 0.91
8 事案処理 発生後の生活ごみ、避難所ごみ、し尿について検討している 0.88 0.97
9 事案処理 生活環境保全等について検討している 1.00 1.17
10 目標設定 計画策定 処理の進捗管理について検討している 0.61 0.94
11 目標設定 計画策定 環境対策や環境モニタリングを検討している 0.82 1.21
1 人材 情報共有 緊急連絡について教育・訓練を実施している 0.87 1.16
2 人材 動員（参集）について教育・訓練を実施している 0.69 1.22
3 人材 施設 二次災害の防止について教育・訓練を実施している 0.33 0.86
4 人材 資機材 設備（機器類・システム）の復旧について教育・訓練を実施している。 0.26 0.74
5 人材 計画策定 処理計画に基づく事業継続について教育・訓練を実施している 0.13 0.51
6 人材 セミナー・研修を実施している 0.23 0.69
7 人材 演習・訓練を実施している 0.28 0.77

防災対策 8 人材 家庭における防災対策の支援や指導を実施している 0.33 0.81
1 計画策定 計画の内容について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.33 0.85
2 計画策定 運用状況について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.29 0.79
3 人材 計画策定 教育・訓練について定期的な点検・監査の仕組みがある 0.34 0.85
4 計画策定 取組みについての幹部職員による定期的な見直しを実施している 0.32 0.75
5 計画策定 第三者の診断・監査の仕組みがある 0.09 0.38
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5-53，図 5-54 にそれぞれ示す．3 県および 3 県以外の地域における実効性レベル値を比較

すると，「IV．点検・見直し」において，3 県の地域の基礎自治体においてレベル値が比較

的に高い傾向があった．これは，3 県の 48 回答自治体のうち 40 自治体が処理計画を策定済

みである一方，3 県以外の 150 回答自治体のうち 104 自治体が処理計画を策定済みであった

ことから，3 県の回答自治体の方が処理計画の策定率が高かったことが一因であると推察さ

れる．しかしながら，「I．方針・計画」における安否確認や災害時における連絡・通信手段

の確保，指揮命令系統の整備といった防災に係る取組みについては 3 県以外の地域におけ

る実効性レベル値が比較的に高い傾向があった．このことから，自治体の計画的な取り組み

について，災害廃棄物対策に関連する防災の取組みを進めている自治体においては，災害廃

棄物対対策に係る取組みが必ずしも進んでいないといえよう． 

 

５．４．４．２． 組織機能論からの実効性分析結果に関する比較考察 
 

表 5-17 に示した組織論的機能項目別に分類分けを行い，機能ごとに実効性レベル値の平

均値を算出した．図 5-55に本研究における愛知県，三重県，静岡県の 3 県の回答自治体と

図 5-53 各設問の実効性レベル値の素点（3 県） 
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3 県以外の地域における回答自治体の平均レベル値による災害廃棄物対策の実効性評価結

果を示す． 

これより，愛知県，三重県，静岡県の 3 県の回答自治体においては，「事案処理」および

「点検・見直し」の実効性が比較的高く示された．これは，3 県の回答自治体の方が処理計 

画策定率が高かったことが一因であると推察される． 

一方で，「庶務財務」については，どちらのグループの実効性も高くないものの，3 県以

外の回答自治体において実効性が比較的高く示された．これは，3 県の回答自治体における

当事者意識アンケートの回答者のうち被災自治体としての災害対応経験者が 118 名中 10 名

であったのに対し，3 県以外の回答自治体おいては 210 名中 75 名であったことが要因であ

ると考える．すなわち，阪神淡路大震災や熊本地震，平成 30 年 7 月豪雨等の実災害におい

ては，補助金交付までの財源確保や廃棄物業者・建設業者との契約業務等の資金調達および

契約に係る業務への対応が必要不可欠であるため，実災害対応の中で「庶務・財務」の重要

性に気づき，「庶務・財務」における災害廃棄物対策を進めてきていたものと推察される． 

 

５．４．４．３． 基礎自治体の属性と実効性評価に関する比較考察 
 

本調査回答者における愛知県，三重県および静岡県の 3 県と 3 県以外の基礎自治体につ

いて，処理計画の有無別の組織機能論的実効性評価結果を図 5-56 に示す．図 5-56 から，処

理計画を未策定の自治体に比べ，両地域とも策定済みの自治体の実効性レベル値が概ね高

いことが分かった．一方で，「点検・見直し」および「教育・訓練」については処理計画の

策定済みの自治体おいても実効性レベル値が 0.5 以下であった．処理計画の点検・改定につ

いては，環境省の災害廃棄物対策指針において，処理計画の点検の頻度や方法等を予め決定 

図 5-55 基礎自治体における組織機能論的実効性評価の比較 
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図 5-57 教育・訓練と組織機能論的実効性評価の比較 

愛知県，三重県，静岡県の基礎自治体 3 県以外の基礎自治体 

図 5-56 処理計画の策定状況と組織機能論的実効性評価の比較 
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し，定期的な点検に加え，非常災害の発生等により新たな知見が得られた際にも適宜点検を

行い，これらの点検結果に基づき，必要に応じて処理計画の改定を行うよう求めている 21)．

しかしながら，具体的な点検見直しの頻度や方法等については示されていないため，基礎自

治体においては，処理計画策定までは行うが，それ以上の取組みを行っていないものと推察

する．以上から，国は具体的な方法や例を示すべきであろうと考える． 

本調査回答者における愛知県，三重県および静岡県の 3 県と 3 県以外の基礎自治体につ

いて，図 5-57 および図 5-58 に「教育・訓練」ならびに処理計画の「点検・見直し」の評価

結果からみた組織機能論的カテゴリーの実効性評価結果を示す．すべてのカテゴリーの評

価結果については，「教育・訓練」および「点検・見直し」に対する評価結果が 1.0 以上の

基礎自治体においては 0.5 以上の基礎自治体よりも高く，0.5 以上の基礎自治体においては

0.5 未満の基礎自治体よりも高くなる傾向があり，災害廃棄物対策の実効性が高いといえよ

う． 

以上のことから，処理計画を策定する，災害廃棄物対策に係る人材育成を行う，処理計画

の点検・見直しを行うといった客観的な災害廃棄物対策推進への取組みが，亀田らが構築し

た実効性評価手法による評価結果に示された．さらに，愛知県，三重県および静岡県の 3 県

と 3 県以外の基礎自治体において同様の評価結果が得られた．このため，この災害廃棄物対

策についての実効性評価手法は他の地域へ適用が可能であるといえる．また，本研究では，

「防災に対する企業の取組み」自己評価項目表 第二版を基に演繹的なアプローチにより

災害廃棄物対策に係る実効性評価表を作成し，実効性評価手法の検討を行った．このため，

本手法の一般性を担保するためには，実災害による新たな知見や発災後の事後評価等によ

るアウトカムの視点からの帰納的な検証が有効であると考える． 

 

 

５．５． 災害廃棄物対策に係る実効性と当事者意識の関係に関する考察 
 

本節では，災害廃棄物対策における自治体職員個人の当事者意識を含めた心理と自治体

組織の災害廃棄物対策における実効性の関係を明らかにすることを目的とする． 

 

５．５．１． 織機能論の観点からの実効性と当事者意識の関係に関する考察 

 

ここでは，織機能論の観点から災害廃棄物に係る自治体職員個人における潜在的因子と

自治体組織における実効性の関係を検討する．このため，当事者意識アンケートの災害廃棄

物対策業務に係る設問における尺度得点の平均値を自治体ごとに算出し，その値を自治体

における属性値として扱うものとする． 

災害廃棄物対策に係る各設問における尺度得点からみた組織機能論的カテゴリーの実効

性評価結果を図 5-59 に示す．なお，尺度得点の算出に当たっては，5.3.1.項と同様に，例え
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ば「知識」の評価軸であれば，「とても知っている」を 5 点，「全く知らない」を 1 点とし，

5 段階の点数で各設問における尺度得点を算出した．この結果より，自治体職員の当事者意

識における尺度得点が第三四分位以上あるいは第二四分位以上，第三四分位以下である自

治体においては，尺度得点が第二四分位未満の自治体に比べ，カテゴリーの実効性評価結果

が高く示されており，災害廃棄物対策の実効性が高い傾向があるといえよう．一方で，知識，

関心および効力感については，災害廃棄物対策に係る個人の尺度得点と組織の実効性との

間に傾向はみられなかった．ことため，知識，関心および効力感に関しては，例えば，災害

廃棄物対策業務について知識がある，あるいは，知識があると考えてる職員を有している自

治体においても，災害廃棄物対策において高い実効性を有しているとは限らないといえよ

う． 
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図 5-59 心理的評価軸と組織機能論的実効性評価の傾向 

134



 

５．５．２． 社会心理学的な観点からの災害廃棄物対策における実効性の検討 

 

ここでは，社会心理学的な観点から災害廃棄物に係る自治体職員個人における潜在的因

子と自治体組織における実効性の関係を検討する．このため，自治体における実効性レベル

値を当該自治体職員の属性の一つとして扱うものとする． 

実効性レベル値の差，すなわち組織論的機能項目別分類ごとに回答者の実効性レベル値

を 4 分位数で分け，回答者における因子得点の差を検討した．各実効性レベル値の差による

因子得点の分布の比較を図 5-60 から図 5-70に示し，t 検定の結果を表 5-38 から表 5-48に

に示す． 

まず，実効性評価の素点における合計値に着目して述べる．表 5-38 から，「効力感因子」

（t=2.13，df=139.99，p<0.05），「知識因子」（t=3.46，df=300.00，p<0.05）および「関心因子

_2 因子」（t=1.78，df=288.00，p<0.1）については，実効性レベル値の合計値が第一四分位数

以上の自治体職員の方が有意に高い因子得点を示した．このことから，実効性レベル値の合

計値が下位 25%の職員においては，災害廃棄物対策について全般的に十分に取り組めてい

ないことを自覚しており，災害廃棄物対策に係る知識やいざという時の災害対応について

自信を持てておらず，また，そのことにより災害廃棄物対策について関心があるものと推察

される．他の潜在的因子についても，有意な差はないものの，下位 25%未満の自治体職員に

おいては，因子得点が低い傾向にあることがわかる．なお，表 5-39および表 5-40 から，災

害廃棄物対策に求められる機能とサブ機能のカテゴリーにおける合計値においては，潜在

的因子の因子得点と実効性における関係の傾向はみられなかった． 

次に，災害廃棄物対策に係る当事者意識に着目して述べる．渉外・広報，事案処理，教育

訓練および点検・見直しにおいて有意な差があった．渉外・広報については，表 5-42から，

当該レベル値が第一四分位数以上，第二四分位数未満の自治体職員おいて「当事者意識因子」

の因子得点が低いことがわかる．このため，渉外・広報の実効性レベル値の観点からは，当

事者意識と実効性における関係の傾向はみられなかった． 

事案処理については，事案処理の実効性レベル値が上位 50%以上の職員においては「当

事者意識因子」が有意に高い因子得点を示し，上位 50%および上位 25%以上の職員におい

ては「当事者意識_2 因子」が有意に高い因子得点を示した．ここで，この要因について考

察する．職務意識と生産性あるいは業績の関係については調査研究が多くなされてきてい

る22) 23) 24) 25)．Van Dyne at el22)は，従業員と組織の関係を中心とした経営学的な実証研究に

より，組織への当事者意識と組織の成果や有意性とが結びつくことを明らかにしている．山

中 25)は，自治体における人事施策の改善を目的とした研究の中で，自治体職員を対象とし

たアンケート調査により，対象とした 810 名のうち，自らの職務におけるやりがいについて

“普通”，“あまり思わない”および“思わない”と回答した職員は 37.1%であったことを報

告している．本アンケート調査では，廃棄物部局における災害廃棄物処理計画の策定に従事 
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図 5-60 実効性レベル値（合計値（素点））による因子得点の分布の比較 
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図 5-61 実効性レベル値（合計値（基本機能））による因子得点の分布の比較 
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図 5-62 実効性レベル値（合計値（基本機能））による因子得点の分布の比較 
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図 5-63 実効性レベル値（指揮調整）による因子得点の分布の比較 
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図 5-64 実効性レベル値（渉外広報）による因子得点の分布の比較 
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図 5-65 実効性レベル値（資産管理）による因子得点の分布の比較 
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図 5-66 実効性レベル値（庶務財務）による因子得点の分布の比較 
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図 5-67 実効性レベル値（事案処理）による因子得点の分布の比較 
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図 5-68 実効性レベル値（情報作戦）による因子得点の分布の比較 
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図 5-69 実効性レベル値（教育・訓練）による因子得点の分布の比較 
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図 5-70 実効性レベル値（点検・見直し）による因子得点の分布の比較 
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している職員を対象としており，回答自治体においては 72.7%が処理計画を策定している．

以上から，「事案処理」については，災害廃棄物処理計画策定業務の中で一定の実効性を得

ることができるが，災害廃棄物処理計画策定業務にやりがいを持てていない職員のいる自

治体においては，一定のレベル値以上の実効性を得ることできず，当事者意識の高い職員と

そうでない職員との間で差がみられたものと推察される． 

教育・訓練については，事案処理の実効性レベル値が上位 50%以上の職員において当事

者意識因子が有意に高い因子得点を示した．5.3.1.項で述べたとおり，本調査回答者におい

ては，座学や参加型の研修に参加した職員は有意に高い当事者意識因子の因子得点を示し

ている．このため，災害廃棄物対策に係る教育・訓練への取組みを進めている自治体におい

ては，当事者意識因子について有意に高い因子得点を示したものと推察される． 

点検・見直しについては，点検・見直しの実効性レベル値が上位 25%以上の職員において

当事者意識因子が有意に低い因子得点を示した．これは，当事者意識が高ければ実効性も高

い傾向にあるという仮説に反する結果ではある．しかしながら，本調査の回答自治体におい

ては，自自治体における災害廃棄物対策の点検・見直しに関する取組みは進んでいないため，

第一四分位数および第二四分位数は得られず，平均レベル値も 0.32 と 8 つのカテゴリーで

最も小さかった．このため，点検・見直しの平均レベル値が高いサンプルで再検証する必要

があると考える． 

 

５．５．３． 社会心理モデルからの災害廃棄物対策における実効性の考察 

 

ここでは，社会心理学的な観点から災害廃棄物に係る自治体職員個人における潜在的因

子と自治体組織における実効性の関係を検討する．このため，前項と同様に，自治体におけ

る実効性レベル値を当該自治体職員の属性の一つとして扱うものとする． 

本調査では，自治体職員における災害廃棄物対策に係る因果モデルとして，処理計画因果

モデル，仮置場業務因果モデルおよび災害廃棄物処理フロー因果モデルの 3 モデルを得た．

各モデルにおける観測変数の業務内容と実効性評価手法における基本機能またはサブ機能

の対応については，処理計画策定業務については計画策定，仮置場業務については施設，処

理フロー検討業務については事案処理がそれぞれ対応している．このため，計画策定，施設

および事案処理の実効性レベル値による観測変数における尺度得点の差，すなわち実効性

レベル値を 4 分位数で分け，回答者における尺度得点の差を検討した．尺度得点の差を評価

するにあたり，尺度得点のデータは正規分布でないことから，ノンパラメトリックな手法で

ある Mann-Whitney の U 検定を用いて差を評価した．その評価結果を表 5-49 から表 5-51に

示す． 

表 5-49 から，処理計画および実行計画策定業務の観測変数については，計画策定の実効

性レベル値が上位 50%以上および 25%以上の自治体職員の方が有意に高い知識の尺度得点

を示した．このことから，処理計画に係る因果モデルについては，処理計画の知識が醸成さ
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れるメカニズムについても検討する必要があるといえよう． 

表 5-50 から，施設の実効性レベル値と尺度得点との間に関係性は確認できなかった．サ

ブ機能の施設に分類される実効性評価表の設問項目は，大部分が施設の耐震化といったハ

ード対策であることから，施設の実効性レベル値では仮置場業務因果モデルにおける観測

変数との関係性の評価に適さなかったものと考えられる． 

表 5-51 から，処理フローおよび収集・運搬業務の観測変数については，事案処理の実効

性レベル値が上位 50%以上の自治体職員の方が有意に高い知識と当事者意識の尺度得点を

示した．災害廃棄物対策に係る自治体職員の当事者意識と自治体の実効性の因果関係につ

いては明らかにすることはできない．しかしながら，処理フロー因果モデルに係る観測変数

については，当事者意識の高い自治体職員がいる自治体は実効性が高い傾向があることか

ら，自治体組織においては処理フロー因果モデルを活用し，職員の当事者意識の醸成に取り

組むべきであると考える． 

以上のことから，個人としての災害廃棄物対策に係る意識と，組織としての災害廃棄物対

策の実効性との関係を社会心理学と経営システム工学の観点から明らかにしえた．また，事

者意識と実効性の関係を定量的評価することで，研究者や自治体職員が直観や通説により

暗黙の仮説とされてきた当事者意識の重要性を明らかにした．今後は，災害廃棄物対策に係

る自治体職員の因果モデルにおける精度の向上を含めた災害廃棄物対策と当事者意識の関

係と，実効性評価手法の更なる一般化が求められる． 

 

 

５．６． 結論 
 

本章では，自治体職員における災害廃棄物対策への当事者意識に係る潜在的因子と当事

者意識醸成のメカニズムにおける一般性および災害廃棄物対策の実効性評価手法における

他の地域への適用可能性を検証した．そのえで，災害廃棄物対策における自治体職員個人の

当事者意識を含めた心理と自治体組織の災害廃棄物対策における実効性との関係を検討し

た．その結果，得られた知見を以下に記す． 

1） 自治体職員の当事者意識は，災害廃棄物処理計画の策定により低下し，セミナー・講

習，訓練・ワークショップの受講経験や被災自治体としての災害対応経験により醸成

されると推察された． 

2） 災害廃棄物対策への自治体職員の当事者意識に係る心理構造と当事者意識醸成のメ

カニズムについては一定の一般性が示され，災害廃棄物対策の実効性評価手法につ

いては他の地域への適用可能性が示された．今後は，当事者意識醸成の因果モデルの

改善が求められた． 

3） 災害廃棄物対策に係る自治体職員の心理的要因と自治体組織の実効性の関連を組織

機能論の観点から調査したところ，当事者意識の尺度得点の高い職員を有する自治
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体は，災害廃棄物対策の実効性が高い傾向にあった． 

4） 「事案処理」については，災害廃棄物処理計画策定業務の中で一定の実効性を得るこ

とができるが，災害廃棄物処理計画策定業務にやりがいを持てていない職員のいる

自治体においては，一定のレベル値以上の実効性を得ることできず，当事者意識の高

い職員とそうでない職員との間で差がみられたものと推察されるた． 

5） 社会心理学的アプローチによる災害廃棄物に係る当事者意識と経営システム工学的

アプローチによる災害廃棄物対策の実効性評価について，定性的かつ定量的解析に

基づき，基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を向上するための学術的モデ

ルを導出し，当事者意識の重要性を科学的に明らかにした． 
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第６章 結論 

 

 

６．１． 自治体職員の当事者意識と自治体組織の実効性における総合的考察 
 

本研究では，自治体における災害廃棄物対策に係る実効性の向上においては自治体職員

の当事者意識が重要であるとの学術的仮説を設定した．この学術的仮説を証明すること，す

なわち，自治体職員の災害廃棄物対策に係る潜在的因子を抽出して当事者意識が醸成され

るメカニズムを明らかにし，実効性評価手法を構築して自治体おける実効性を評価するこ

とで，自治体職員の当事者意識と自治体組織の実効性との関係を工学的，社会心理学的アプ

ローチにより検討した．ここでは，本研究で得られた結果を以下に集約し，自治体職員の当

事者意識と自治体組織の実効性との関係について総合的な考察を行うことで，自治体にお

ける今後の災害廃棄物対策における提言を示す．また，本研究により明らかになった点を指

摘する． 

まず，当事者意識に着目し，災害廃棄物対策に係る潜在的因子の観点から考察する．本研

究では，社会心理学的な観点から，自治体職員の災害廃棄物対策に係る潜在的因子の抽出を

行い，「効力感因子」，「関心因子」，「当事者意識因子」，「知識因子」，「地域コミュニティ因

子」，「ごみ分別因子」，「地域特性因子」の 7 つの潜在的因子を抽出した． 

7 つの潜在的因子のうち自治体の施策や取組みによって直接醸成可能な潜在的因子は，知

識に係る観測変数を持つ潜在的因子である．このため，本研究における因果モデルは，災害

廃棄物対策の推進の観点から，研修や人材育成との係わりが大きな災害廃棄物対策業務の

知識に係る潜在的因子から他の潜在的因子を経て，災害廃棄物対策業務の当事者意識に係

る潜在的因子が醸成される因果モデルと仮定した．仮定に基づき共分散構造分析により要

因間の因果連鎖構造を探索的に分析した結果，処理計画因果モデル，仮置場業務因果モデル

および処理フロー因果モデルの 3 つの因果モデルを導出した．得られた因果モデルから，災

害廃棄物対策業務に係る知識を得たとしても，必ずしも当事者意識の醸成につながるもの

ではなく，災害廃棄物業務に係る知識を獲得し，「関心因子」が高まることにより，災害廃

棄物対策の当事者意識が醸成されうるものと示唆された．ここで，日本語での「関心」は，

英語の interest やドイツ語の Interesse などと比べてより価値中立的で自我関与のない，いわ

ば日常的な意見で用いられている言葉であると考えられる1 )．このことから，小池ら2 )は，

「関心」はある行動における基底的部分としての認知や注目のレベルから実際の外的行動

への動機のレベルにいたるまでに関与する極めて幅広い概念と考え，「関心」が認識構造の

基底的な部分でその役割は特に大きいと予想し，社会心理学の観点から環境問題に対する

行動に至る心理プロセスについての基本的なモデルを構築している．当事者意識因子の醸

成においてもこれと同様に，知識を得て認知した段階から当事者意識の醸成までに，認識構

造の基底的な部分で「関心」の役割が大きかったものと考えられる．次に，当事者意識の醸
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成における「関心」の役割について考察する．社会心理学における自我関与は，Sherif ら3)

が重要性を指摘し，Ostrom ら4)が「物事または考えが個人の価値体系の中心に関連する程度」

と定義した．ただし，Greenwald5)のいうように，自我関与という言葉は多様な意味で使われ

ている．ここで，日本語での「関心」が価値中立的で自我関与の少ない極めて幅広い概念で

あると考えると，「当事者意識」の醸成は，「知識」のインプットから，幅のある「関心」の

中で自我関与が増すことにより，自分の街や自分自身にとっての問題意識として捉えるこ

とができるようになったものと考えられる．自我は「私」体験と関連している態度（自我態

度）の集積によって構成され 3)，態度は「関連するすべての対象や状況に対する個人の反応

に対して，直接的かつ力動的な影響を及ぼす，経験にもとづいて組織化された，精神的およ

び神経的準備状態のこと」と定義されている6)．以上より，当事者意識の醸成のための関心

の醸成の観点からは，自治体職員における災害廃棄物対策に関する「私」体験が重要である

といえよう．また，関心の醸成のためには，廃棄物行政への従事期間や処理計画の策定以上

に，人材育成の受講や災害対応の経験が効果的であると考える． 

人材育成の観点から当事者意識に関して考察を行う．教育・訓練による因果モデルにおけ

るセミナー・研修および訓練・WS への参加経験別の多母集団同時分析の結果から，災害廃

棄物対策に係るセミナー・講習と訓練・WS を共に経験することで，災害廃棄物業務に対す

る知識から当該関心が醸成されることが明らかとなった．座学であるセミナー・講習では，

災害廃棄物処理を行ううえで必要な基本的な知識を体系的に身につけるのに有効である．

一方，参画型である訓練・WS では，災害廃棄物対策に対する受講者の意識を高めたり，説

明力，想像力，判断力といったスキルの習得にも寄与する．すなわち，座学のセミナー・講

習を受講することにより災害廃棄物に係る業務を「知っている」と感じている段階から，参

加型の訓練・ワークショップを受講することで，災害廃棄物業務に対する関心が高まるもの

と示唆された．ここで，2017 年に実施した当事者意識アンケートの回答者の約 9 割がセミ

ナー・講習の受講経験があり，訓練・WS の経験者 86 名のうち，84 名がセミナー・講習も

経験していた．このことを踏まえると，訓練・WS とセミナー・講習両方の受講経験がある

グループと，セミナー・講習の受講経験はあるが訓練・WS については受講経験がないグル

ープとの比較検討により得られた示唆といえる．このため，人材育成に着目した因子得点の

比較から，「知識因子」，「関心因子」および「当事者意識因子」については，セミナー・講

習のみ受講経験のある自治体職員と比較すると，セミナー・講習および訓練・WS を共に受

講経験のある職員の方が有意に高い因子得点を示している．このことは教育・訓練による因

果モデルの分析結果から得られた示唆と一致する．すなわち，人材育成に着目した因子得点

の比較結果は，第 3 章で得られた因果モデルの有用性を示唆しているといえよう．また，因

子得点による比較結果は，南海トラフ地震防災対策推進地域の自治体を対象に得られたこ

とを踏まえると，本論文で導出した教育・訓練による因果モデルの一般性を示唆する一助と

なろう．2019 年に実施したアンケートにおいては，訓練・WS の受講経験はあるがセミナ

ー・講習については受講経験がない回答者が 25 名いた．このため，訓練・WS とセミナー・
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講習両方の受講経験があるグループと，訓練・WS の受講経験はあるがセミナー・講習につ

いては受講経験がないグループとの比較検討を行った．これらの受講経験の有無に着目し

た因子得点の比較結果から，「知識因子」および「関心因子_2 因子」については，訓練・WS

のみ受講経験のあるグループと比べ，訓練・WS とセミナー・講習両方の受講経験があるグ

ループの方が有意に高い因子得点を示した．一方で，「知識因子」と「当事者意識因子」，お

よび「関心因子_2 因子」については，セミナー・講習のみ受講経験のあるグループと比べ，

訓練・WS とセミナー・講習両方の受講経験があるグループの方が有意に高い因子得点を示

している．これらのことから，座学の研修による知識の獲得に加え，災害対応を疑似体験す

る参加型の研修を受講することで高い相乗効果が期待できるものと推察される．以上のよ

うに，本研究では，座学と参加型の研修による潜在的因子への影響を科学的に示したもので

あり自治体においては，これらの知見を踏まえた戦略的な人材育成の検討と実施が望まれ

る．また，導出した知識因子，関心，効力感および当事者意識に係る因子は災害廃棄物対策

にのみ係る潜在的因子ではないと考える．このことから，本研究における当事者意識醸成の

メカニズムに係る知見は，防災分野や他の分野における，行政の施策や計画の実効性の確保

にとっては有益な知見であると考える．防災や他の分野においても計画業務に携わる職員

への適応が想定されるが，適応可能な範囲については仮説に基づいた検証が必要であると

考える． 

次に，災害廃棄物対策に係る実効性評価手法について考察する．本研究では，災害廃棄物

対策に係る実効性を定義したうえで，組織機能論の観点から，災害廃棄物対策に係る実効性

の評価手法を構築した．構築した評価手法による評価結果と，処理計画の策定，教育・訓練

や取組みの点検・見直し状況といった，基礎自治体の災害廃棄物対策における客観的な取り

組みと状況が一致したことから，本評価手法の有効性が示された．これら客観的な取り組み

状況と実効性評価結果については，愛知県，三重県および静岡県の自治体だけでなく，当該

3 県を除く南海トラフ地震防災対策推進地域においても一致したことから，災害廃棄物対策

の実効性評価手法については他の地域への適用可能性が示された． 

自治体の災害廃棄物対策に対する実効性評価結果から，「事案処理」の実効性が高く示さ

れている一方で，「庶務財務」，「教育・訓練」および「点検・見直し」は低い結果となった．

この結果からは，資金調達，契約の「庶務財務」の実効性が低い要因としては，国が策定し

た災害廃棄物対策に係る指針やガイドラインに財務部局との調整の必要性や補助金交付ま

での財源確保に係る具体的な方法の記載が十分でないことが考えられる．このため，国にお

いては，今後，基礎自治体への指導にあたり，技術的な指導に加え，「庶務財務」の重要性

を認識し具体的な財源確保手法等を示す必要があるといえよう．一方，基礎自治体において

は，発災後，国の補助金が支払われるまでは被災自治体において災害廃棄物対策費用を確保

しなければならない．このため，概算費用の検討結果は事前に財務部局に伝え，年度末の災

害においても財源を確保できる手段を検討・調整しておくことが望ましい．事前対策として

は，各自治体の被害想定を踏まえた発災直後から当面必要となる災害廃棄物対策費の概算
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が考えられ，概算結果は庁内で共有すべきであろう．「教育・訓練」および「点検・見直し」

の実効性が低いことから，本調査対象の基礎自治体における災害廃棄物対策は PDCA サイ

クルが回る状態まで成熟していないと推察された．昨今の政策評価論では，政策アウトカム

を想定し，政策の評価基準を定めた上で，政策形成を行うことが求められている7) 8)．この

ため，基礎自治体においては，本研究で導出した実効性評価表を各自治体の実情に合うよう

カスタマイズしながら，政策のひとつの評価基準として，災害廃棄物対策推進のための自己

評価手段として活用することが，災害廃棄物対策の実効性を確保するうえでも強く望まれ

る． 

国は，防災の重要課題の一つとする災害廃棄物対策について，重要業績指標である KPI

（Key Performance Indicator）で進捗管理を行っている9)．災害廃棄物対策に係る KPI として

処理計画の策定率および教育・訓練の実施率がある．本研究では，組織機能論的観点から比

べると，処理計画が未策定の自治体に比べ，処理計画策定済みの自治体の実効性レベル値が

概ね高いことを明らかにした．また，「教育・訓練」ならびに処理計画の「点検・見直し」

の評価からみた組織機能論的カテゴリーの実効性からは，「教育・訓練」ならびに処理計画

の「点検・見直し」に取り組んでいる自治体ほど実効性評価が高い傾向にあることを明らか

にした．「教育・訓練」の重要性については，回答した自治体がすべて処理計画を策定済み

であった三重県と静岡県の自治体においては，人材育成に積極的に取り組んでいる三重県10)

の自治体において実効性評価評価結果が高くなっていたことからも示されている．また，自

治体職員は，評価結果を導出するステップに直接参加することで，結果に対する当事者意識

を持つようになると推察される11)．以上から，処理計画の策定率および教育・訓練の実施率

を KPI とし，基礎自治体における災害廃棄物対策の進捗管理や災害廃棄物に係る災害対策

の PDCA や CAPDo を実践をすることの有効性を示しえた．一方で，既存の災害廃棄物対策

に係る KPI においては，処理計画の「点検・見直し」の観点がない 9)．また，環境省の処理

計画策定ガイドラインにおいても，処理計画の「点検・見直し」については，必要性を言及

しているものの，具体的な方法や頻度を示していない12)．災害時には処理計画を策定してい

た自治体においても混乱が生じた事例が報告されている13)，14)ことから，実効性のある災害

廃棄物対策には，処理計画策定のみならず「点検・見直し」の重要性を認識し，具体的な施

策に展開していく必要があるといえよう．また，トップダウンによる災害廃棄物対策の限界

を見極め，ボトムアップでの基礎自治体における災害廃棄物対策の点検・見直しにより，広

域的な国難や複合災禍においても，財政的，人的，物的，時間的，情報的（ノウハウ，信用

等）資源配分を最適化・効率化するための方策につなげていくことが，災害廃棄物対策の実

効性に必要不可欠である．  

自治体職員の当事者意識と自治体組織の実効性との関係について考察を行う．まず，組織

機能論の観点からは，心理的評価軸と組織機能論的実効性評価の傾向から，自治体職員の当

事者意識における尺度得点が上位 50%の自治体においては，概ねすべてのカテゴリーでの

実効性評価結果が高く示されており，災害廃棄物対策への当事者意識の高い職員がいる自
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治体ほど実効性が高い傾向があるといえた．一方で，知識，関心および効力感については，

災害廃棄物対策に係る個人の尺度得点と組織の実効性との間に傾向はみられなかった．こ

とため，知識，関心および効力感に関しては，例えば，災害廃棄物対策業務について知識が

ある，あるいは，知識があると考えてる職員を有している自治体においても，災害廃棄物対

策において高い実効性を有しているとは限らないといえた．すなわち，知識のみでは，対策

の実効性にはつながらない，といえた． 

次に，社会心理学的な観点から考察する．実効性の合計得点においては有意な差はみられ

なかったが，実効性レベル値（事案処理）による因子得点の比較から，「事案処理」につい

ては，実効性レベル値が高いほど知識や関心，当事者意識が有意に大きい傾向があった．こ

れは，従業員と組織の関係を中心とした経営学的な実証研究により，組織への当事者意識と

組織の成果や有意性とが結びつくこと15)，および，自らの職務におけるやりがいを持ててい

ない自治体職員が 4 割弱いた調査事例16)から説明できるといえよう．すなわち，「事案処理」

については，災害廃棄物処理計画策定業務の中で一定の実効性を得ることができるが，災害

廃棄物処理計画策定業務にやりがいを持てていない職員のいる自治体においては，一定の

レベル値以上の実効性を得ることできず，当事者意識の高い職員とそうでない職員との間

で差が表れたものと推察される．また，教育・訓練については，事案処理の実効性レベル値

が上位 50%以上の職員において，当事者意識因子が有意に高い因子得点を示した．本調査

回答者においては，座学や参加型の研修に参加した職員は有意に高い当事者意識因子の因

子得点を示されたことから，災害廃棄物対策に係る教育・訓練への取組みの推進が，当事者

意識因子について有意に高い因子得点を示したものと推察される．多島ら17)は，担当職員の

当事者意識を醸成することが，継続的な災害廃棄物対策への取組みにつながるとし，WS に

よる効果の測定を行っている．牧ら18)は，計画プロセスに各部局の職員が参画する事は，計

画に対する「我が事意識」の醸成につながり，計画の実施に対する責任感も高まると考察し

ている．林ら19)は，熊本地震の振り返りの中で，地元の行政および地域住民等が，東日本大

震災の教訓を災害を我が事としてとらえ，それに備えるという予防的な感覚が欠如してい

たことにより，被害が拡大した推察している．これらの既往研究は，「当事者意識」あるい

は「我が事」の社会心理学的アプローチによる検討であり，「当事者意識」が重要である前

提で，災害廃棄物対策などの自治体における政策について検討しているものである．本研究

は，これまでのところ検討がなされてきていない，社会心理学的アプローチによる災害廃棄

物に係る「当事者意識」と経営システム工学的アプローチによる災害廃棄物対策の実効性評

価について，定性的かつ定量的解析に基づく基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性

を向上するための学術的モデルを導出し，当事者意識の重要性を科学的に明らかにしたも

のである．すなわち，既往の廃棄物工学，環境工学，環境学，社会心理学，経営システム工

学を基礎として，Implementation Science（実践科学）として昇華させようとしたところに，

学術的意義があるといえる． 
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６．２． 結語 
 

本研究では，自治体における災害廃棄物対策に係る実効性の向上においては自治体職員

の当事者意識が重要であるとの学術的仮説を設定した．この学術的仮説を証明すること，す

なわち，自治体職員の災害廃棄物対策に係る潜在的因子を抽出して当事者意識が醸成され

るメカニズムを明らかにし，実効性評価手法を構築して自治体おける実効性を評価するこ

とで，自治体職員の当事者意識と自治体組織の実効性との関係を検討した． 

ここでは，本研究で得られて主要な成果を以下にまとめる． 

 

第 2 章においては，自治体職員における災害廃棄物対策への当事者意識に係る潜在的因

子および潜在的因子間の相関を明らかにすることを目的として，評定尺度法によるアンケ

ート調査を行った．アンケート調査においては，主要な災害廃棄物対策業務を設問とし，各

設問に対しては，当事者意識の心理的規定因と想定する「知識」，「関心」および「効力感」

に「当事者意識」を加えた 4 つの評価軸を用いて 5 段階で評定した． 

因子の抽出においては，アンケート回答を用いて，最尤法，Promax 回転による探索的因

子分析を実施した．その結果，災害廃棄物処理計画策定に携わる自治体職員における災害廃

棄物対策に係る 7 つの潜在的因子を抽出した．抽出した因子は，「効力感因子」，「関心因子」，

「当事者意識因子」，「知識因子」，「地域コミュニティ因子」，「ごみ分別因子」，「地域特性因

子」と命名した． 

因子間の相関については，災害廃棄物対策に関するセミナー・講習を受講することで，災

害時の生活環境保全に係る知識を得ることができ，災害対応業務に係る効力感が大きくな

るが，災害廃棄物処理計画の策定や改定に係る関心や当事者意識の醸成に必ずしもつなが

るとはいえないことが明らかとなった．一方，参画型のワークショップや図上演習と座学に

よるセミナーや講習会の両方を受講することで，災害廃棄物処理計画の策定や改定に対す

る関心，災害時の市民の安全・安心に係る当事者意識を効果的に醸成しうると示唆された．

参画型での研修では，知識や気付きを得ることで，災害時にも有用な処理計画の必要性を認

識し，災害廃棄物処理計画の策定や改定に対する関心や当事者意識が醸成されるものと推

察された． 

 

第 3 章においては，害廃棄物対策における自治体職員の当事者意識の要因分析により，当

事者意識の醸成過程を表現することができる心理的因果モデルを構築することを目的とし

た．このため，第 2 章で明らかにした災害廃棄物対策における自治体職員の当事者意識に係

る潜在的因子間の相関関係を踏まえ，当事者意識を規程する要因に関する社会心理学的な

分析をおこなった．具体的には，災害廃棄物対策に係る当事者意識に着目し，第 2 章で実施

したアンケート回答を用い，潜在的心理因子の因果連鎖構造について共分散構造分析を行

うことで，自治体職員における災害廃棄物対策への当事者意識の醸成過程について検討し

164



た． 

その結果，共分散構造分析により，自治体職員における災害廃棄物対策に係る因果モデル

を 3 つ導出し，それぞれ，処理計画因果モデル，仮置場業務因果モデルおよび処理フロー因

果モデルとした．得られた因果モデルから，災害廃棄物対策業務に係る知識を得たとしても，

必ずしも当事者意識の醸成につながるものではなく，災害廃棄物業務に係る知識を獲得し，

「関心因子」が高まることにより，災害廃棄物対策の当事者意識が醸成されうるものと示唆

された．また，「関心因子」の醸成においては，「地域知識因子」が「知識因子」と同等に重

要であることが示唆された． 

人材育成の観点からは，災害廃棄物対策に係るセミナー・講習と訓練・ワークショップを

共に経験することで，災害廃棄物業務に対する知識から当該関心が醸成されることが明ら

かとなった．座学であるセミナー・講習では，災害廃棄物処理を行ううえで必要な基本的な

知識を体系的に身につけるのに有効である一方，参画型である訓練・ワークショップでは，

災害廃棄物対策に対する受講者の意識を高めたり，説明力，想像力，判断力といったスキル

の習得にも寄与する．すなわち，座学のセミナー・講習を受講することにより災害廃棄物に

係る業務を「知っている」と感じている段階から，参加型の訓練・ワークショップを受講す

ることで，災害廃棄物業務に対する関心が高まるものと示唆された． 

 

第 4 章においては，災害廃棄物対策における実効性を定義したうえで，基礎自治体の災害

廃棄物対策に対する実効性評価手法について検討することを目的とした． 

本研究においては，内閣府 中央防災会議が作成した「防災に対する企業の取組み」自己

評価項目表に基づき、基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性評価表を構築した。さら

に，Incident Command System の組織機能論観点から，「指揮調整」，「渉外・広報」，「資源管

理」，「庶務・財務」，「事案処理」，「情報作戦」，「教育・訓練」，「点検・見直し」の 8 つのカ

テゴリーから災害廃棄物対策の実効性を評価する手法を導出した． 

構築した実効性評価表によりアンケート調査を行い，静岡県，愛知県および三重県を事例

に導出した評価手法を用いて実効性の評価を行った．その結果，回答基礎自治体においては，

災害廃棄物対応に係る「事案処理」の検討は充実しているといえた．そのうえで，災害廃棄

物対策の実効性を担保するためには，処理計画策定のみならず，処理計画の点検・見直し，

教育・訓練が必要不可欠であることを指摘した．一方で，我が国の災害廃棄物対策において，

基礎自治体の実効性を向上するためには，「庶務財務」に係る事項について具体的に検討す

ることが必要不可欠であるといえた． 

災害廃棄物対策に対する実効性評価手法により，実効性の向上のために基礎自治体の必

要となる対策や施策を明らかにすることができうることを示しえた． 

 

第 5 章においては，前章までで明らかにした災害廃棄物対策への自治体職員の当事者意

識に係る心理構造と自治体における災害廃棄物対策の実効性を評価する手法を検証し，そ
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のうえで，災害廃棄物対策における自治体職員個人の当事者意識を含めた心理と自治体組

織の災害廃棄物対策における実効性の関係を明らかにすることを目的とした．この目的の

ため，第 5 章においては，第 2 章で作成した当事者意識についてのアンケート調査票およ

び第 4 章で作成した実効性評価表を用い，南海トラフ地震防災対策推進地域指定市町村お

よび当該市町村を管轄する府県を調査対象とし，アンケート調査を行った． 

自治体職員における災害廃棄物対策に係る潜在的因子については，愛知県，三重県，静岡

県からの当事者意識アンケート回答を用いた因子分析結果と，第 2 章で得られた潜在的因

子と比較分析することで検証した．その結果，抽出した因子の類似性や災害廃棄物対策に係

る人材育成研修の受講による因子相関への影響の類似性から，一般性があることが示唆さ

れた． 

自治体職員における災害廃棄物対策に係る心理構造については，愛知県，三重県，静岡県

からの当事者意識アンケート回答を用いた，潜在的心理因子の因果連鎖構造についての共

分散構造分析により確認的に因果モデルを構築し，第 3 章で得られた因果モデルと比較検

討することで一般性を検証した．その結果，第 3 章で導出した因果モデルの骨格と，災害廃

棄物対策に係る知識が関心を経て当事者意識が醸成するという論理的仮説を崩していない

ことから，災害廃棄物対策に係る要因分析については，一定の一般性があると示された． 

災害廃棄物対策に係る実効性評価手法における他の地域への適用可能性については，愛

知県，三重県，静岡県における実効性評価結果と，当該 3 県を除く南海トラフ地震防災対策

推進地域の基礎自治体における実効性評価結果とを比較検討することで検証した．その結

果，両地域において，処理計画の策定，災害廃棄物対策に係る人材育成や処理計画の点検・

見直しの実施といった客観的な災害廃棄物対策推進への取組みが実効性評価結果とリンク

していたことから，実効性評価手法は他の地域へ適用が可能であるといえた． 

災害廃棄物対策に係る自治体職員の心理的要因と自治体組織の実効性の関連を組織機能

論の観点から調査したところ，当事者意識の尺度得点の高い職員を有する自治体は，災害廃

棄物対策の実効性が高い傾向にあった．次に，自治体における実効性レベル値を当該自治体

職員の属性の一つとして扱い，社会心理学的な観点から災害廃棄物に係る自治体職員個人

における潜在的因子と自治体組織における実効性の関係を検討した．その結果，「事案処理」

災害廃棄物処理計画策定業務の中で一定の実効性を得ることができるが，災害廃棄物処理

計画策定業務にやりがいを持てていない職員のいる自治体においては，一定のレベル値以

上の実効性を得ることできず，当事者意識の高い職員とそうでない職員との間で差が表れ

たものと推察された． 

以上より，社会心理学的アプローチによる災害廃棄物に係る当事者意識と経営システム

工学的アプローチによる災害廃棄物対策の実効性評価について，定性的かつ定量的解析に

基づき，基礎自治体における災害廃棄物対策の実効性を向上するための学術的モデルを導

出し，当事者意識の重要性を科学的に明らかにした． 
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本研究では，社会心理学的アプローチと経営システム工学的アプローチにより，定性的か

つ定量的解析に基づき，当事者意識の重要性を科学的に明らかにした．一方で，本研究で積

み残された課題も多い． 

災害対策に係る評価においては，発災前に効果の測定が困難であるという性質上，「セオ

リー評価」や「プロセス評価」，「インパクト評価」といった効果測定や費用-便益測定によ

る評価ではなく，指針やガイドライン，災害対応による知見から示された事項により取組み

の評価を行うほかない．このため，本研究で構築した災害廃棄物対策における実効性評価表

においては，対策の実施状況を評価する目的で構築されており，事後評価に適さない．この

ため，今後，本評価表および本評価手法の事後評価における活用方法および本評価表および

本評価手法にリンクする事後評価手法の確立が必要である．非常災害の発生等により新た

な知見が得られた際や，本研究における実効性評価手法による事前評価結果と新たに作成

する評価手法による事後評価結果を検証することにより，実効性評価表および評価手法の

改善することが望ましい．また，災害廃棄物対策に係る自治体職員の当事者意識と自治体の

実効性との因関係は明らかにすることはできない．このため，自治体職員の当事者意識と自

治体における取組とを定点観測することで，経験則により関係性の傾向の把握をする必要

があろう．これにより，当事者意識を醸成することにより災害廃棄物対策を推進し，確立し

た手法で実効性を明らかにすることにより，住民とのリスクコミュニケーションが可能と

なり，住民の安心・安全につなげることを期待する． 
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